

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































i＝租税負担額） 一126．71 61．58 413．20 764．821，116．45
直線法による30％の減額記入額，支払い能力剰余額からの利子収益のない場合



































直線法の場合 223．29 446．58 669．87 893．161，116．45
逓減法の場合 一126．71 61．58 413．20 764．821，116．45




















to t1 t2 t3 t4 t5
収支領域 ・10，000．002，637．972，637．972，637．972，637．972，637．97
利子付投資 0．00 0．00 263．80 553．97 873．171，224．28
資本市場投資 0．00 2，637．975，539．748，731．6812，242．8216，105．07
逓減法による30％の減額記入額支払い能力剰余額から10％の利子収益のある場合





































累積納税額 ・126，71 158．34 698．761，331．472，062．47
租税負担額 一126．71 145．67 700．651，403．432，274．78
直線法による30％の減額記入額支払い能力剰余額から10％の利子収益のある場合











































週成法の場合 ・126．71 145．67 700．651，403．432，274．78
差　　　異 350．00 407．75 305．92 197．47 81．97
利子収益を考慮した際の納税額の差異
直線法の場合 223．29 531．09 928．901，422．572，018．33
逓減法の場合 一126．71 158．34 698．761，331．472，062．47




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































1，無形財産価値 2，118 1001．引受済資本金 10，645 250
H．開発費 1，650 0 且資本準備金 58，32513，100
1∬．有形固定資産 1，010 562皿．繰越損益 一2，836一1，419
IV．財務固定資産 38，477 8 IV．年度損益 ’－Q，403一1，417
固定資産合計 43，255 670 自己資本合計 63，7310，514




II．流動資産たる有価証 5，784 0 1．繰延税金 696 0
皿．流動資金 12，4329，5131．その他の引当金 578 199
流動資産合計 19，90010，325引当金合計 1，274 199

















1．無形財産対象物 2，118 1001．引受済資本金 10，646 250
H．有形固定資産 1，010 562］L資本準備金 58，32513，100
皿．財務固定資産 38，477 8 皿．繰越損益 一4，267 一2，139





11．流動資産の有価証券 5，784 0 C．（その他の）引当金 578 199
皿．流動資金 12，4329，513D．債　　務 2，642 1，657














国際会計基準 商法典 国際会計基準 商法典
自己資本利益率 一1a5％ 一23．4％ 一3．8％ 一11．0％





























項　　目 商法典 国際会計基準 米国の会計原則
長期自己創設 固定資産たる自己創設 特定の前提の下での開 特定の前提の下での自





コンツェルン 積極側計上、および4 積極側計上義務、規則的 積極側計上義務、通常で
決算書におけ 年以上の一括減額記入 に20年以内の耐用年数は40年（新しい提案に
る派生的な暖 または耐用年数を超え を超える計画的減額記 よると20年）以内の耐




財務上の財産 財務上の財産対象物の 短期的取引目的で保有 短期的取引目的で保有
価値および負 （繰越記入される）取得 している（売買目的）財 している（売買目的）財



















































































































































































































































積極側の繰延税金 4，492 2，707（3） 0 0
1，785（2）
その他の積極側 61，505 61，505 61，505





繰越損益 一2，8361，431（2） 。4，267 ・4，267
年度損益 ・2，403 954（1） 一6，418 一6，418
354（2）
2，707（3）
消極側の繰延税金 696 696（1） 0 0
その他の消極側 3，219 3，219 3，219










年度損益 ・2，403TDM 一6，41grDM 一6，41｛打DM自　己資本 63，731TDM 58，285TDM 58，285TDM













自己資本利益率 一3．8％ ・11．0％ ・11．0％
自己資本比率 94．2％ 94．8％ 94．8％
BaetgeABeermannは、貸借対照表に計上されているすべての項目が、必ずしも上の事例の
ように、「国際会計基準」あるいは「米国の会計原則」に従った数値から商法典に従った数値へ
と、接近段階を介して近づけることが可能となるわけではないことを指摘している。つまり、
外部の貸借対照表分析者は、営業報告書（GeschaftSbemht）の中で公表されている情報を利
用して、場合によっては、「国際会計基準」あるいは「米国の会計原則」に従った特定の項目の
数値を商法典に従った数値へと調整することができるのであるOU。ただし、その際には、商法
典、「国際会計基準」あるいは「米国の会計原則」のいずれに従って貸昔対照表が作成されてい
るのかということに関係なく、同じ指数値を提供する指数が適用されなければならないau。
Baetge／Bee一によると、こう騰は、とりわけ収支の灘ヤッシュ・フロー）に指
向した指数（zalihungsstmomorient　ierte　K6nnzah】en）なのである。
　このように、Baetge！Beemlannは、商法典に従うた決算書と「国際会計基準」に従った決
算書とを比較分析する際に、後者の特定の項目の数値から前者のそれらの数値へと、接近段階
を介して近づけることを試みている。これにより、貸借対照表分析者は、商法典に従った年度
決算書と「国際会計基準」あるいは「米国の会計原則」に従った年度決算書とを比較すること
が可能となるのである。Baetge！Beermannは、貸借対照表分析者が規定の異なる年度決算書
間の数値の相違を分析の際に利用することは、上のような事例に限ったことではないと述べて
いる。彼らによると、商法典に従った決算書と「国際会計基準」あるいは「米国の会計原則」
に従った決算書とを比較できるように、それらの間の相違を取り除くことは、すでに十分に行
われているのである。彼らは、同じ商法典に従った年度決算書においても、評価あるいは計上
における選択権の行使の相違によって、同じ項目に対して異なる大きさの数値が計上される可
能性のあることが考慮されるべきであることを指摘している。例えば、製作原価に関する全部
原価評価（VollaufWandbewertUng）と部分原価評価（TbilaufUTandbewe血mg）との間の選択
権は、年度決算書に表示されている財産状態、財務状態および収益状態に著しく影響を及ぼし
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うるのである㈹。
VI．　Baetge／Bee一による分析の要点
　BaetgeZBeermannは、「新市場」に上場しているi：EAO社によって公表された1998年度お
よび1999年度の商法典に従った年度決算書と「国際会計基準」に従った年度決算書を事例と
して、異なる規定に従って作成された二種類の年度決算書を比較分析している。彼らは、この
比較分析にあたって、「国際会計基準」に従った数値を商法典に従った数値へと調整するという
方法を用いている。彼らによると、こうした数値の相違の原因は、商法典と「国際会計基準」
との間の処理方法の相違にある。彼らは、とくに長期自己創設無形財産価値、未利用の税務上
の繰越損失に対する繰延税金、およびそれらに伴う年度損益の計上の相違に注目して、商法典
と「国際会計基準」に従った数値間の相違を調整仕訳によって取り除くという手法を用いてい
るのである。そして、二種類の貸借対照表を共通の基礎に立たせることにより、それらを比較
可能な状聾に置くことに成功したのである。
　BaetgelBee一による分析の要点は、最後の部分に現れている。つまり、同じ商法典に
従った年度決算書においても、行使する選択権の違いにより、同じ項目に対して異なる大きさ
の数値を計上することになるということに注意を喚起している点である。彼らは、例として製
作原価に関する全部原価評価と部分原価評価という選択権を挙げ、このことを強調しているの
である。この部分から読み取れることは、彼らは、同じ会計規定に従った場合の異なる選択権
の行使による数値の相違と、商法典に従った数値と「国際会計基準」に従った数値との相違を
近似したものとみなしているということである。ここから、Baetge1Beem㎜は次のような
見解を持っていることが推察されうる．つまり、商激に従った年鰍算書の作成力・ら「国際
会計基準」に従った年度決算書の作成への転換は、従来の年度決算書の質を大きく変化させる
ものではないということである。
V皿．むすび
　以上のように、Baetge1Beemla㎜の論理は展開されている。はたして、その意味はどこに
あるのだろうか。商法典と「国際会計基準」に従った数値の相違を仕訳によって調整するとい
うところに意味があるのだろうか。そうではなく、これにより、BaetgeLBee】cmalmは、商法
典に従った年度決算書の数値と「国際会計基準」に従った年度決算書の数値との相違を、商法
典における異なる選択権の行使による数値の相違と「同質化」している、この点にその意味があ
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ると思われるのである。本来、前者と後者の相違の質は異なったものであるにもかかわらず、
彼らは、その論理展開の中で、異質のものをあえて「同質化」しようとしたのである。したがっ
て、その価値は、商法典に従った年度決算書の作成から「国際会計基準」に従った年度決算書
の作成への転換を図るための手段としてその論理を展開させている点に、見出せるのである。
BaetgeBeermannは、彼らの輝開において、その論理を補強する目的で、例として製
作原価に関して全部原価で評価するか部分原価で評価するかという選択権を挙げている。製作
原価（4Dに関する規定は、商法典第255条第2項に見ることができる。
「製作原価とは、財産対象物の製作、その拡張、あるいはその原状を超える著しい改良のための、
物財の費消および用役の使用によって発生する出費である。これには、材料費、製造費および
製造の糊1」費が属する。さらに、製作原価を算定する場合には、必要な共通材料費、必要な製
造共通費および製造に起因する固定資産の価値費消の、適当なる部分を算入することができる。
一般管理費ならびに経営の社会的施設、任意の社会的給付および経営内老齢年金のための出費
は、算入される必要はない。第3文および第4文にいう出費は、その出費が製作の期間に属す
る限りにおいてのみ、考慮することが認められる。販売費は、製作原価に算入されてはならな
い。」（4Q
　製作原価に関する全部原価評価と部分原価評価の選択権は、商法典第255条第2項第3文に
おいて規定されている。しかし、「商法上の評価選択権が、税務上、直ちに基準性を有すること
はない㈹」と言われている。ここに、「逆基準性」（umgekehrte　MalSgeblichkeit）㈹が適用され
る可能性を見出すことができるのである。つまり、商法上、選択権が規定されていても、税法
上の観点から、実質的にはその選択の余地のない場合があるのである。したがって、製作原価
に関する規定においても、「逆基軸の適用により、実際には全部原価評価が支配的であると
されるのである㈲。Baetge／Beem　aannの共同論攻は、こうした実務の場面を取り除いた形で、
彼らの論理を展開している点に注意する必要があると思われる。
　さらに、注意すべき点として、Baetge／Beermannが「基準性原則」の問題を取り除いている
ことが挙げられる。ドイツにおいて個別決算書について論じる場合には、当然のこととして「基
準性原則」という問題が生じる。「基準性原則」とは、「商事貸借対照表が税務貸借対照表の基礎
とされることを言㈹」い、したがって「国際会計基準」の個別決算書への適用について検討する
場合には、この点で看過できない問題なのである。
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　また、Baetge1Bee皿a㎜は、個別決算書における課税および配当測定機能について一言も
言及していない。商事貸借対照表の作成目的は、配当可能利益の算定にあり、税務貸借対照表
の作成目的は、課税所得の算定にあると言われている㈹。彼らは、個別決算書におけるこれら
の二つの機能に関わる問題を取り除いているのである。
　BaetgeBeermannが、「国際会計基準」に従った年度決算書を用いて、その年度決算書と商
法典に従った年度決算書との比較分析を試みた背景には、「国際会計基準」に従って年度決算書
を作成する小企業および中規模企業の増大がある。これらの企業はコンツェルンを形成してい
ないため、個別決算書の作成に「国際会計基準」を適用しているのである。さらに、シュマー
レンバッハ経営経済協会作業部会が、“会計の将来に関する10個のテーぜ’の7番目のテーゼ
として、“個別決算書にも原則的に「国際会計基準」を適用する”ことを公表したことにより、
今後、個別決算書への「国際会計基準」の適用が増大することが予想される。このテーゼに対
して、モクスターは、“シュマーレンバッハ協会作業部会のテーゼに対する論評”の中で警鐘を
鳴らしているのである㈹。
　個別決算書の作成にも「国際会計基準」を適用することが制度的に認められうるのかどうか
について、ドイツの検討すべき課題は多いと思われる。例えば、租税測定基礎の算定に関わる
個別決算書の作成に対する「国際会計基準」の適性であるが、これは国庫の収入にも影響を及
ぼす問題として重要である。さらに、ドイツ会計基準委員会の動向および連邦財政裁判所およ
び欧州裁判所の判決も視野に入れて、今後の動向に注目しなければならない。
注
①ドイツにおける一連の会計制度改革については、鈴木義夫著，『ドイツ会計制度改革論』（2000
年，森山書店）を参照されたい。
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（9　Ebd，S．160．
⑤IinmkfUrter　A皿gemeine　ZeitUng，25．92000，S．32．
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⑦Eb己，S．2088．
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㈱69（朔DM＝1，65㎝DM－954TDM
ooこの訳出は、宮上r男・W．フレーリックス監修，『現代ドイツ商法典く第二版）』（1992年，森
山書店）によるものである。
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⑳Baetge，」6rg…，aaα，S209α
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ArbeitSkreiseg　der　S（　hmalembac’　h．Gesells（thaft－”，DLERBLEiE7RIEBHeft　12（23．3．2001），S．605－
607，
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第8章　「商法上の個別決算書におけるパラダイム転換」論の制度的意味
　　　　　　　　　　一Eulerの所説によせて　一
1．はしがき
　ドイツ連邦共和国（以下、ドイツと略）では、1998年の「資本調達容易化法」
（Kapitalaufhahrneerleichterungsgesetz；KapAEG）によりドイツ商法典（Handels－
geset乞bu（h；HGB、以下、単に商法典と略す）第292a条が新設された。この規定は、国際的
に認められた会計基準に従ったコンツェルン決算書（Kbnnernabsdhluss）およびコンツェルン
状況報告書（Konzernlagebericht）を作成および公表する上場企業に対して、商法典に従った
コンツェルン決算書およびコンツェルン状況報告書の作成と公表を免除するものである①。ま
た、同年の「企業領域における統制および透明性に関する法律」（Gesetz　zur　I（bntm皿e　und
1｝ranspaコrenz　im　Unternehmensbereich；KonT【aG）により商法典第342条が新設された。
この規定により、「会計原則設定のための『私的な会計委員会』（privates　Re（imungs・
legungsgremium）の設置に関する法的根拠が与えられることとなった②」のである。この機関
の任務は、「コンツェルン会計に関する諸原則の適用についての勧告を行うこと、会計規定の立
法準備に際して連邦法務省に助言を与えること、そして国際的な基準設定委員会においてドイ
ツ連邦共和国を代表すること③」にあるとされる。
　こうした≒連のドイツ会計制度改革に見られる会計の国際fヒは、その対象をコンツェルン会
計に限定しているように見える。にもかかわらず、昨今、コンツェルン決算書のみならず、個
別決算書（E並曲bschlu鈴）の作成においても「国際会計基準」（International　A㏄counting
Standards；IAS）あるいは「米国の会計原則」（US・Generally　Aooepted　A㏄ounti㎎
P血dples；US－GAAP）に従った場合の問題性、さらにはコンツェルンを形成しない企業、例
えば小規撚び中規模蝶曲e皿d㎡蜘幽me㎞en；㎜）が「国聯
基準」あるいは「米国の会計原則」に従って個別決算書を作成する場合の問題性について論究
する所説を目にすることが多くなった④。つまり、学説レベルにおいては、コンツェルン会計
のカテゴリーには含まれないところにおいても、会計の国際化の影響が見て取れるのである。
こうした動向は、シュマーレンバッハ経営経済協会作業部会が、2000年9月19日に、“会計
の将来に関する10個のテーゼ”の7番目のテーゼとして、“個別決算書にも原則的に「国際会
計基準」を適用する⑤”ことを公表したことにも関係しているように思われるのである。また、
この部会のメンバーでもあるBaetgeは、　Beermannとの共同論攻、『工ASIUS・GAAPとHGB
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に従った決算書の会計的比較分析』を発表している⑥。これは、商法典に従った個別決算書と
「国際会計基準」に従った個別決算書を作成しているある会社を事例として、異なる規定に従
りて作成された二纐の個別決算書を比較分析したものである。Bae幽一の論攻は、
「商法上の個別決算書におけるパラダイム転換1論とみなすことができるのであるが、彼らの「パ
ラダイム転換」論は、商法典に従った個別決算書の数値と「国際会計基準」に従った個別決算
書の数値との相違を商法典における異なる選択権の行使による数値の相違と「同質化」すること
により、商法典に従った個別決算書の作成から「国際会計基準」に従った個別決算書の作成へ
の転換を図るための手段としてその論理を展開させたものであった⑦。
　以上のように、学説レベルでは、すでに「商法上の個別決算書におけるパラダイム転換」論
が展開されているのである。しかし、はたして学説レベルでのこうした「パラダイム転換」論
はどのような意味を持っているのであろうか。つまり、こうした論理は、学説レベルにとどま
るものではなく、何らかの実務駐象の合理化に向けた合意形成システムとして機能するものな
のであろうカ㌔本章は、この点に問題の所在を認識するものであり、こうした問題意識のもと、
上記の疑問を明らかにすべく、Eu］erの『商法上の個別決算書におけるパラダイム転換：GoB
からIASへ？』⑧の分析を試みるものである。ここで、注意すべき点は、　Eulerもまた「パラ
ダイム転換」という用語を用いてその論理を展開しているということである。本章の目的は、
「パラダイム転換」論として表明されているEUIerの論攻のその実質的な意味、つまり「パラ
ダイム転換」論が何に対して機能するのかを解明することにある。
ll．　Eulerによる問題提起
Eulerは、商法上の個別決算書における「正規の簿記の諸原則」（G㎜醜tze
ordnungs1nal3iger　Budhfiihrung；GOB）から「国際会計基準」への「パラダイム転換1論を
展開する際の基盤として、2002年3月12附の欧州議会（E㎜p鋤e財㎞ent）の提案
⑨を挙げている。当該提案によれば、計画中である新規定に見ることのできる、会計を国際的
に標準化するという推移動向は、確かに上場企業のコンツェルン決算書のみにおけるものであ
る。しかし、Eulerによると、これにとどまらず、同規定をもって、国際慣行（Gepflogenheiten）
に指向する個別決算書をめぐる議論もまたさらに開始されていることが看取されなければなら
ないのである。というのも、欧州議会は、加盟国に対して、非上場企業にも「国際会計基準」
に従った年度決算書（Ja㎞esabschluss）の作成を規定あるいは選択的に許可するという国内
の選択権を与えるべきであると決議したからである（10。
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　こうした推移動向から、商法上の個別決算書を特徴づけている「正規の簿記の諸原則」から
スリムな（abgeepedkte）「国際会計基準」への「パラダイム転換」論が展開されることになる
のである。Eu】erによると、「国際会計基準」の見地（IAS・㎏ht）に立つ個別決算書において
は、補完的な情報義務および説明義務が削減されるということが予想されなければならないの
である。しかし、この場合においても1「国際会計基準」における個別企業に該当する積極側計
上、消極側計上および評価の規定は何も変わらないであろうと言うのである（ID。
Eulerは、まずこれらの規定と「正規の簿記の諸原則」における諸規定との比較分析を突破
口として、商法上の個別決算書における「正規の簿記の諸原則」から「国際会計基準」への「パ
ラダイム転換」論を展開するのである。
皿．商法上の「正規の簿記の諸原則」のシステム
1．積極側計上と消極側計上および評価の規定
Eulerは、商法上の「正規の簿記の諸原則1の定義づけをBeisseに倣って行っている。　Beisse
によると、「『正規の簿記の諸原則』は、諸原則および個別規範のシステムを形成する。最上位
原則は、債権者保護思考から結果として生じる慎重主義原則（Vorsichtsp血Zip）である。こ
れは、一連の下位原則（Folgeprinzipien）および付属している個別規範を通じて具体化されて
いる⑰」のである。Eulerは、「正規の簿記の諸原則」の基礎を財産算定の原則に置いている。
彼によると、それは、次の商法典の規定から明らかになるのであるaep。
●　商人は、自己の財産および自己の負債を年度決算書に表示することを義務づけられて
　　いる（商法典第242条第1項第1文）。
●　これにより、商人は、すべての財産対象物、負債および計算区分項目を各別に貸借対
　　照表に計上し、個別に評価するのである（商法典第246条第1項第1文，第252条第
　　1項第3号）。
●　財産の算定に際して、何ものも実質上あるい1：ltlh律上の与件に対立しない限りでは、
　　企業の継続性から出発しなければならない（商法典第252条第1項第2号）。
　また、こうした財産算定は客観化によって特徴づけられるかたちで行われる。Eulerは、ま
ず財産算定の原則に基づいて積極側計上されるべき財産対象物を挙げている。財産対象物に含
まれるのは、事物と権利（SaChen　und　Rechten）のみではない。　EUIerによると、商人の経済
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的所有権が、積極側計上にとっては決定的となるのである（商法典第248条第1項第2文）。
さらに、無形固定資産．（i皿naterielle　Anlagevemldgen）は、客観化によって特徴づけられる
かたちで積極側に計上される。つまり、無形固定資産は、商法典第248条第2項から明らかに
なるように、有償取得に、したがって市場での価値の確認（Wertbestattgung）に結び付いて
いるのである。ここから、無形固定資産の計上は、次の場合にのみ認められることになる。す
なわち、無形固定資産および反対給付が双務契約の枠内で相互に関係づけられる場合、そして
またその取得が法的かつ経済的に独立した第三者によって行われる場合である。したがって、
財産算定の原則は、経済的観察法のみならず、客観化によっても特徴づけられていると言える
のである。さらに、「連邦財政裁判所」（Bundesimf；BFH）には、「基準性原則」（所得
税法第5条第1項）に基づいて商法上の「正規の簿記の諸原則」を具体化するという任務が義
務づけられているが、Eulerによると、「連邦財政裁判所」も、経済的観察法のみならず客観化
を考慮することにとくに重きを置いているのである（1の。
　EUlerは、財産算定の原則に基づいて消極側計上されるべき引当金（RUdkstellungen）を挙
げている。商事貸借対照表（HandelSbilanz）には、不確定債務（ungewisse　Verbindlichkeit）
および発生の恐れのある損失（drohende　Verlust）に対する引当金が計上されなければならな
い（商法典第249条第1項第1文）。消極側計上義務を負う引当金には、義務的引当金
（PfliChtrUdkste皿ungen）と費用性引当金（AimandSrddkstellungen）とがある。前者は、
第三者に対する法律上あるいは事実上の債務の場合に設定される引当金である（商法典第249
条第1項第2文第2号）。但し、この設定は、経済的に引き起こされ、十分な確率で予測でき、
かつ補償されない負担が貸借対照表日に生じている場合に限られる。後者は、任意に設定する
ことが認められる引当金である（とりわけ商法典第249条第2項）。但し、この引当金は秘密
積立金の設定に役立つのであり、その結果、法典化された「正規の簿記の諸原則」の規範
（Kanon）には属さないのである。　EUlerによると、「正規の簿記の諸原則」についての最高裁
判所の判決は、経済的観察法と客観化とを適切に考量したものであり、積極側計上判断基準と
消極側計上義務を負う引当金とを広範囲にわたって対称的に具体化しているのである。したが
って、「正規の簿記の諸原則」の目標は、これまでどおり適当なる解釈を用いて達成されるとい
うことが妥当するのである㈹。
　さらに、客観化された財産算定は、実現主義原則（Reaba血onspr吻）によって補完され
る（商法典第252条第1項第4号後段第2文）。EUlerによると、収益および費用は、期間配
分された払い込み額（Einzahlungen）および払い出し額（Auszahlungen）と定義されるので
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ある（商法典第252条第1項第5号）。まず、利益として表示することが認められるのは、慎
重主義原則との関係によって、ほぼ確実に生じる財産の増加のみとされる。EUIerは、利益現
実化（Gewi皿verWitklichung）の定義から、取得原価および製作原価が財産対象物の絶対的
価値上限を形成する（商法典第255条第1項ないし第3項）と指摘する。したがって、価値の
増大が実現可能と思われる場合にも、これが利益表示を正当化することはないのである。EUIer
は、こうした未実現利益の表示を禁止することに対する根拠を商法上の配当規制に見ている。
彼によると、「法律上の仮説によれば、収益の実現の結果として払い込みが行われるか、もしく
は近々予測できる場合に限り、したがって、その限りでは、十分な支払能力（LiqUiditat）が
保証されているとみなされる場合に限り、持分所有者に分配可能な財産の増加が存在する㈹」
のである（1の。
　次に、費用の期間配分についてであるが、これがとりわけ目的としているのは、財産対象物
を取得するために必要とされた支出はそれが獲得する（alimenherten）収益に帰算されるとい
うことである。これが、耐用年数の限られた固定資産に対する減額記入が計画的に実施される
理由である。つまり、実現主義原則によって、取得原価および製作原価は費用として、それも
やむをえない場合には慎重に把握された期間に渡って配分されるのである。Eulerによると、
耐用年数の限られた財産対象物に対して計画的最低減額記入額を用いることなく算定される利
益は、配当規制にも情報提供にも適さないのである（ls。
　実現主義原則と並んで、債権者保護の年度決算書を特徴づけている原則が、不均等原則
（Imparitatsp面p）である。この原則に従えば、未決の法律行為（schwebellden
Redhtsgesch狙en）により発生の恐れのある損失（商法典第249条第1項第1文）および財産
対象物の価値減少（商法典第253条第2項第3文第3項第1文および第2文）は、すでにそ
の発生をもって利益減少的に把握されなければならない。つまり、リスクおよび損失は、それ
らが正規に実現する前に会計処理されなければならないのである。資本維持の観点の下では、
利益は、こうした発生の恐れのある損失を見越計上する場合に限り、配当可能であるとみなす
ことができるのであるag。
　以上のように、Eulerは、「正規の簿記の諸原則」の基礎を財産算定の原則に置いているので
ある。本節で注目すべきことは、財産算定の原則が積極側計上判断基準においても消極側計上
判断基準においても経済的観察法および客観化に基づいている点である。では、商法上の「正
規の簿記の諸原則」のシステムは、何に対して通用力を有するのか。これについては次節で扱
うことにする。
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2．通用力
　商法は、商人に対して「正規の簿記の諸原則」に従った年度決算書を作成することを規定し
ている（商法典第238条第1項第1文，第243条第1項）。この一般規範は、法典化された年度
決算書原則（とくに商法典第252条第1項）およびさまざまな個別規範（とくに商法典第238
条ないし第263条）に具体化されている。かくして、中心的な「正規の簿記の諸原則」は、法
典法（kodifiziertes　Recht）とみなされているのである。　EUlerによると、「商事貸借対照表法
は公益（6fentliChen　lnteresse）に資するが故に、相応の義務は、私法的性格ではなく、むし
ろ公法的な性格を持っている⑳」のである。「正規の簿記の諸原則」は、商事貸借対照表法の体
系化および具体化によって発見され、さらに経済的観察法によって特徴づけられている。経済
的観察法という場合には二つの意味が含まれている。一つ目は、事態は商法上の貸借対照表規
範の目的およびそこに含意されている価値判断（impliziten　We血㎎en）に基づいて評価され
なければならないということであり、二つ目は、異種の法領域（つまり、例えば民法）の価値
判断は、これが商事貸借対照表の目的に合致している場合に限り、これを引き継がなければな
らないということである⑳。
　以上のように、Eu】erは、商法上の「正規の簿記の諸原則」は、すべての商人に対して通用
力を有すると指摘する。本節で注意すべきことは、商法上の「正規の簿記の諸原則」が経済的
観察法によって特徴づけられている点である。こうした商法上の「正規の簿記の諸原則」のシ
ステムを踏まえて、次章において、「国際会計基準」のシステムについて扱うことにする。
IV．「国際会計基準」のシステム
1．積極側計上と消極側計上および評価の規定
　Eulerによると、「国際会計基準」は、商法上の「正規の簿記の諸原則」とは対照的に、企業
財産をできる限り完全に模写すること、この点にその目標を置いている。年度決算書は、その
受け手が、企業の資源および時の経過におけるその推移動向に関する情報を入手することを可
能にするものでなければならないのである。これに機能するものとして、無形財産価値
（immaterielle　Verm6genswertx））を寛大に積極側に計上するという判断基準が挙げられる。
Eu】erによると、「国際会計基準」において、積極側に無形財産価値が計上されなければならな
いのは、翻1何能な将来の経済的効用が予測できる場合であるとされているのである。但し、
企業がこれらをいつでも処分できるものに限られている。注目に値するのは、自己創設無形財
産価値（seibst　erste皿ten　immateriel掩n　Vermdgenswerte）もまた計上される可能性があると
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いうことである。もちろん、自生的のれん（oPt　（leschtifis・und　F血lenwerte）ならび
に研究費（Forschungskosten）｝ま積極側計上から除外されるのであるが、開発費については、
次のことを具体的に示すことができる場合には積極側に計上されなければならないのである。
すなわち、開発が技術的に実現可能であり、完成が意図されており、製造開発
（FertigentWidklung）への資源が十分であり、かつ将来の経済的効用が予測されうることで
ある。Eulerは、無形財産価値を積極側に計上する際の中心的な問題を次の点に見る。すなわ
ち、計上判断基準（Ansat乞㎞tehen）が、問主観的に（intersubjekiv）証明できる、あるい
は直接観察できる事態に結び付いていない点である。彼によると、こうした判断基準は、意図、
仮定、予想＄よび見積もりに依存しているのである。したがって、これは次のことにつながる。
すなわち、無形財産価値が、望ましい成果を期待する決算書作成者（Redmu㎎slegenden）に
より、ほぼ彼らの望みどおりに積極側に計上されることである。EUIerによると、この場合、
決算書作成者は、彼らの選択した貸借対照表計上方法を貸借対照表政策的に正当に理由づける
ことさえできれば、こうした操作性に満ちた計上を行うことができるのである⑳。
　財産価値の範囲が広く限定されているのとは対照的に、消極側計上義務を負う引当金は局限
まで限定されている。Eulerによると、「国際会計基準」において、引当金は、将来必要な支出
の時点あるいは金額が不確実である負債と定義されている。引当金の消極側計上に際しては、
以下の3点が必要条件とされている。
●　過去の現象から、現在の法律上あるいは実際上の義務が結果として生じていること、
●　経済的に価値の高い資源の流出が予測できること、および
●　債務の金額を信頼できるかたちで見積もることが可能であること、
である。EUIerによると、「国際会計基準」に従った引当金設定の判断基準と「正規の簿記の諸
原則」に従った引当金設定の判断基準とは一見似ているように思われる。しかし、Eulerは、
注目すべき相違点、として、上記必要条件のうち、第1点目を指摘する。つまり、“過去の現象
から”結果として生じる引当金が計上されなければならないとされる、この点である。Euler
によると、この判断基準には、実現主義原則との関係が欠けていることから、適合的な“現象”
を実際にどの点に見るべきであるかということが明確ではないのである。例として、継続使用
（Einsatzdauer）後の飛行機を整備するという法律上の義務は、消極側に計上される必要があ
るのかという問題を挙げることができる。実現主義原則に基づいて判断を下すとすれば、これ
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を消極側に計上する必要はないのである。というのも、総オーバーホールは将来の売上高をも
たらすからである。しかし、「国際会計基準】によれば、はたして過去における飛行機の使用が
適合的な“現象”とみなされなければならないのかという問題がまず解決されなければならな
いことになるのである。EUIerは、注目すべき点として、消極側計上義務のある引当金に対す
る判断基準が相対的に区分精密かつ局限されたかたちで構想されているのに対して、積極側計
上義務を負う無形財産価値に対する判断基準は、過度に曖昧かつ幅広く構想されていることを
挙げている。したがって、次のような帰結が明らかになる。すなわち、企業財産が体系的に歪
められて模写されることから、この情報がどの意思決定に有用となるのかは明らかではないと
いうことである。Eu】erは、価値判断の観点、から見れば、「国際会計基準」はかなり矛盾してい
ると指摘するのである（2S。
　EUIerによると、「国際会計基準」において、企業の通常の活動から生じる収益は、その実現
をもって表示されなければならないとされている。財を販売する場合の収益の実現とは、基準
となるリスクとチャンスが買い手に委譲される時点である。収益の現実化は、以下の3つの場
合に以下のように生じる。すなわち、
●　サ”ビス給付（Diensde治tu㎎en）の場合に1ま請負工事の進捗度に応じて、
●　契約に合致した使用権（NutZungen）の場合には期間適合的に、および
●　利子の場合には効果的な利子計上を考慮した上で時間比例的に（zeitproport　iOnal）、
現実化されるのである。Eu】erによると、その限りでは、「国際会計基準」は「正規の簿記の諸
原則」とほぼ一致しているのである。相違点は、長期請負工事の処理方法に見られる。この場
合、「正規の簿記の諸原則」は工事完成基準（Comp】eted　C　ontract　Method）を採用しており、
同基準に従えば、利益の実現は、給付リスク（1．eiSutUngsrisiken）が最終の引き取りの結果、
ほぼ取り去られたときにはじめて認められるのである。これに対して、「国際会計基準」は、工
事進行基準（Pereentage　of　（］ompletion　Method）を採用している。同基準に従った利益表示
に対する必要条件は、製造注文（Fertigungsauftxagen）、定価契約（Festpreisvertragen）お
よび費用追加契約（Kostenzus（　hlagsve］rtragen）問で異なる。例えば、定価契約の場合、利益
表示に対する必要条件は、当該契約から経済的効用が生じるだろうということ、そしてまた費
用の発生を信頼できるかたちで算定できることである。EUIerによると、この場合、客観化は
後退する。というのも、利益現実化は、決算書作成者の予想および見積もりに依存しているか
121
第8章　　「商法上の個別決算書におけるパラダイム転換」論の制度的意味
らである。さらに、実現主義原則から離反する事例として、金融商品あるいは金融手段とみな
される不動産をより高く再評価すること（Neubewertung）が挙げられる。　EUIerは、取得原
価あるいは製作原価より高く付すべき価値（公正価値）は情報として有用であるかもしれない
が、但し、この価値が見積もりから算定されるのではなく、観察可能な市場価格から直接明ら
かになる場合に限られることを指摘する。Eulerによると、保有財産（mhenden　Verm6gen）
の価値変動額は、分配には適当ではないのである。というのも、この変動額は、潜在的支払能
力を保証するものではないからである（24）。
　「国際会計基準」には多くの選択権があり、その点に「国際会計基準」の特徴のひとつを見
ることができる。これらの選択権は、明示的選択権と含意的選択権とに区別することができる。
前者の例として、物的資産（Sachanlagen）を減額記入額分だけ引き下げた取得原価もしくは
製作原価で計上するか、あるいは再評価するかという選択権、さらには棚卸資産評価
No皿atSbewertung）に際して、ベンチマーク法を用いて評価するか、あるいは後入先出法を
用いて評価するかという選択権が挙げられる。後者の例としては、代替的会計処理
（Bilanzierungsaltemnativen）が挙げられる。　Eulerによると、「国際会計基準」において、
これは、年度決算書の受け手のニーズに基づいて選択されなければならないものとされている
のである。しかし、Eu】erは、こうしたニーズをどのように決定しなければならないかという
ことが明確ではないことから、貸借対照表政策上利用可能な選択権が与えられていることに等
しいと指摘する。つまり、含意的選択権は、予想および見積もりに依存した会計処理判断基準
の所産なのである。Eulerによると、現行の「国際会計基準」は、会計処理の自主性を認めて
いるのであるCO。
　以上のように、Eu】erは、「国際会計基準」には、「正規の簿記の諸原則」と対照的に、積極
側計上、消極側計上および評価の際の判断基準に客観化および一貫性が欠けていると指摘する。
また、「国際会計基準」においては、未実現利益の表示もまた可能になるが、こうした利益は、
分配には適さないのである。では、こうした「国際会計基準」は、何に対して通用力を有する
のか。これについては次節で扱うことにする。
2．通用力
　「国際会計基準」は、商法上の「正規の簿記の諸原則」とは対照的に、「国際会計基準審議会」
（lntematjonal　Aocoundng　Standards　Board；IASB）という私的方式によって設定される。
「国際会計基準審議会」は、専門知識を有する14名のメンバーから構成されることになってお
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り、当面は、少なくとも経済監査士5名、決算書作成者3名およびその受け手3名ならびに学
会関係者1名で構成される。Eulerによると、実務家が多数を占めていることと並んで注目す
べきことは、同審議会のメンバーが地理的な判断基準に基づいて選出されているのではない点
に見られるのである。現在、議席の過半数は、アングロ・サクソン諸国で占められている。しか
も、4名の米国人のうちの2名が、同時に米国の基準設定主体である「財務会計基準審議会」に
所属しているのである。「国際会計基準」は、すでに「国際会計基準審議会」における過半数関係
（Me㎞heitsve捌tnisse）が示しているように、アングロ・サクソンの法的伝統の所産である。
こうした規貝1喋（Regelwerk）は、規制を要する事態をほぼ欠けることなく把握ずることに狙
いを置いているのみならず、その規則構造（Regeigefitge）もまた継続酌に展開するが故に、
首尾一貫性（Kon曲tenz）を保証することはほとんど不可能なのである。したがって、　Euler
は、こうした規則構造は法的安定性および法的明瞭性の観点から見ても問題があると指摘する
のである（2ED。
　欧州議会は、委任論方式（Komitologieve曲en）の枠内で、欧州連合委員会（EU・
KommjssiOn）の決定を通じた「国際会計基準」の転換（T㎞jbrmation）を意図している。
欧州議会は規制委員会（Regehlngasuschuss）をスタートさせ、「国際会計基準」が欧州の公
共の福祉（Gemeinwohl）に合致する限りにおいて正当と認めるべきであるという。これによ
り、確かに、法律制定に関する権限は、形式上、私的機関に委譲されるのではないが、民主的
に正当とは認められない機関によって形成されるということが、実質上妥当するのである⑳。
　以上のように、Eu】erは、アングロ・サクソンの法的伝統を引き継ぐ「国際会計基準」の規則
構造に見られる問題性から、「国際会計基準」の通用力を疑問視しているのである。ここまで、
EUIerは、「国際会計基準」のシステムを一貫して否定的に捉えているように思われる。　EUIer
は、「パラダイム転蜘論を展開しながら、何故に、あたかも「商法上の個別決算書におけるパ
ラダイム転換1は行われないと結論づけるかのように論理を展開するのであろうか。次章におい
て、EUIerが、個別決算書の機能をどこに見ているのかについて扱うことにする。
V．個別決算書の機能
既述のように、商法上の個男1鉄算書は、財産算定の原則に基づいて、これを実現主義原則お
よび不均等原則によって補完するかたちで特徴づけられる。これらの諸原則を通じて作成され
る貸借対照表は、処分可能な財産の増加分の算定に適しており、したがって配当に適した利益
の算定にも適しているのである。かくして、商事貸借対照表は、企業の資本維時に機能すると
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いう帰結が導き出される。Eu】erによると、資本維持の意義を明確に有する有限責任企業
（haftUngsbe曲bn　Untemehmen）のみならず、非有限責任企業（ni（int
haftUngsbeschrbUikten　Unternehmen）の場合もまた資本維持に関する情報は意味を有する。
というのも、こうした企業は、資本費消（Kapitalaufuehrung）を継続して行う結果、どのよ
うなリスクが当該企業に対して、あるいは第三者に対して生じるのかということに関心を持っ
ているからである㈲。
　Eulerによると、商法上の配当規制は、とりわけ資本維持および債権者保護に機能する。資
本維持に関する法律上の規定をほとんど必要としないのは他人資本提供者である。というのも、
彼らは、自らの利益の保証に対して効果的な手段を自由に利用できるからである。その手段と
して、例えば信用担保（Kure（litsiCherheiten）、特定の貸借対照表関係（bestmmte
Bilanzrelationen）、配当禁止（AussChUttungssperren）および洞察の権利（Emhlidksrechte）
が挙げられる。しかし、Eulerによると、法秩序（Redhtsom　nung）は、権利を付与された自
己の利益を維持する経済力を持たない弱者（SChwaCheren）、つまり中規模の納入業者、手工
業者、サービス業者あるいは被用者という小債権者（K】ein9臨ubiger）の保護に機能すべきな
のである。彼らは、他人資本提供者のように契約上の保護を獲得できないが故に、あるいは契
約交渉が完全に欠如しているが故に、有効な資本維持規定を必要としているのであるOP。
　Eu］erは、さらに今後、上場企業のコンツェルン決算書においても、資本維持に重きが置か
れる可能性を指摘する。というのも、こうした決算書は、資本市場の情報ニーズにより強く指
向するからである。米国の基準に従えば、支払不能テスト（lnsolvenztests）に基づいて配当
を規制する可能性があるかもしれないが、こうした場合があるとすれば、貸借対照表計上能力
のない財産価値および決算日価値（Tageswerte）を考慮した上で、債務超過計算によって配当
が決められることになる。しかし、Eu】erによると、合衆国における大資本提供者は、こうし
た配当規制を受け入れておらず、したがって、彼らの大部分は、おそらく配当禁止に関する契
約を締結していないのである⑳。
Eu】erは、資本維持を意味のあるかたちで保証することに機能するのは、個別決算書のみで
あると指摘する。というのも、この決算書は、企業財産を客観化されたかたちでも慎重性を考
慮したかたちでも算定することができるからである。これは、とりわけコンツェルンの個別決
算書にもあてはまる。その理由として、原則的に法律上独立している企業単位は、自己の債務
に対してのみ責任を持たなければならないということが挙げられる。ここから、次の帰結が導
き出される。すなわち、情報指向によって特徴づけられる「国際会計基準」に従ったコンツェ
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ルン決算書の目的を適切に補完しうるのは、資本維持に指向する「正規の簿記の諸原則」に従
った個別決算書なのである㈹。
Eu】erによると、「国際会計基準」に従ったコンツェルン決算書を作成しない、あるいはこの
決算書の枠内での報告に含まれない企業の場合には、配当規制によって特徴づけられる商事貸
借対照表の1青報不足をいかにして補償するのかという問題が生じるのであるが、立法者は、資
本会社に対して補完的な附属説明書（Anhang）の作成を義務づけることによって、この問題
を解決したのである。かくして、吟味（Uberpri血㎎）に値するのは、附属説明書における個
別の説明義務および記載義務であることが明らかになる。Eu】erは、この場合、国際慣行への
適創鉦によって情報レベルは引き上げられ、かつ単一化されることになるだろうと述べてい
るan。
　これに対して、「国際会計基準」に従った年度決算書は、企業価値のできる限り正確な近似値
（Approximation）を獲得しようとする努力によって特徴づけられる。注目すべき点は、無形
財産価値の範囲の幅広い限定、そして他のものに優先して時価に指向した公正価値での評価に
見られる。「国際会計基準」が目的としているのは、年度決算書の受け手に国際的に比較可能か
つ意思決定に有用な情報を提供することなのである。Eu】erによると、この目的は、資本市場
が効率的に機能すれば、それに伴って資源の配分が改良されるだろうという願望と結び付いて
いるのである働。
　Eu】erは、企業の収益価値には可能な配当のみならず、妥当な持分価格および既存の信用リ
スクの示唆（Hinweise）もまた含まれているが故に、こうした価値が受け手の情報ニーズに機
能するだろうということについて異論の余地はないと述べている。しかし、構想上の問題は、
こうした企業価値が予測される配当、したがって不確実な配当に依存しているところに見られ
るのである。この場合、個別評価によって特徴づけられた年度決算書における個々の貸借対照
表項目が企業価値への寄与分とみなされることにより、財産価値に属する持分が企業の将来の
配当フロー（AusschUt加ngsstrom）から脱離ケる（abepahten）ことになる。こうした状況が
生じるとすれば、ここからも貸借対照表上の財産算定の枠内における財産価値を市場価格で評
価する場合の問題点が明らかになる。つまり、市場価格で評価される多くの無形価値および秘
密賦課金（stalle　Lasten）は極めて曖昧かつ不確定であり、したがってこうした財産に対して、
過大評価あるいは過小評価が行われる恐れがあるのである㈱。
　Eu】erによると、市場価格は、企業価値を概算したものであるにすぎないのである。したが
って、企業における財産価値は、過大にも過小にも付されることが可能となる。かくして、収
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益力のある（e血agsstarken）企業の企業価値は、貸借対照表財産をはるかに上回り、収益力
のない（e］血agssChwachen）企業の場合には、これをはるかに下回る可能性がある。　EUIerは、
「国際会計基準」の目的、つまり年度決算書の受け手に対して企業に関する有用な情報を提供
するという目的は、極めて制限的に達成されうるにすぎないと指摘する㈲。
Eu］erは、さらなる問題として、決算書作成者が成果に対して実質的利害を持っていること
を挙げている。彼によると、その結果考慮しなければならないのは、貸借対照表政策を推進す
るために、すべての曖昧な積極側計上規範、消極側計上規範および評価規範が一貫して用いら
れるということである。Eu】erは、このことを次のように意味づけている。すなわち、「国際会
計基準」の多くの含意的選択権は、秘密積立金の設定あるいは仮想財産の表示の誘因として機
能するということである。「国際会計基準」における含意的選択権がどのように機能するかとい
うことを具体的に示した事例として、「新市場」（Neuer　Markt）が挙げられる。この市場にお
いて、「国際会計基準」に従った会計は、「すぐにシャボン玉のようにパチンとはじける願望を
喚起することに貢献したca」のであるcaD。
　さらに、「国際会計基準」に従った貸借対照表作成における信用性は、次のことによって脅か
されている。すなわち、積極側が極端に広く、消極側が極度に局限まで限定されているという
ことである。前者については、これにより、積極側に自己創設無形財産価値が計上されるとい
う可能性が生じるが、但し、当該価値が貸借対照表作成者によって技術上実現可能かっ有益と
みなされる場合に限られる。EUIerは、積極側計上判断基準が現行の「国際会計基準」第38
号ほど主観的に設定されることはありえないと述べている。つまり、彼によると、「国際会計基
準」の判断基準に従って積極側に計上されるのは、純粋な期待値（Ho血㎎swerte）にすぎな
いのである。これに対して、後者、つまり消極側計上される引当金は、次の場合に限られる。
すなわち、引当金が法律上あるいは最も局限された必要条件の下で実際に生じた場合である。
ここから、法律上生じた債務のみが消極側に計上されるという帰結が導き出される。Eulerに
よると、「国際会計基準」は、「国際会計基準審議会」のメンバーのバランスと関係なく代表され
る利害を一面的に反映しており、したがってこれに基づいて設定されるのである㈹。
　Eu】erは、「国際会計基準」に従った個別決算書においては、もうひとつ信用性を脅かす問題
の発生する恐れがあると指摘する。それは、とくに監査義務のない企業の場合に生じる可能性
がある。「国際会計基準」に従った貸借対照表作成は、見積もりおよび予想を広く極端に必要と
するが故に、「正規の簿記の諸原則」と比べると、「自己充足的計算」（SiCh・Reich・ReChnens）
のリスクがより大きくなるのである。したがって、「国際会計基準」に従った個別決算書の導入
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には、次のことが欠かせないのである。すなわち、第三者が、基礎となる見積もりおよび予想
を少なくとも信愚性（Plausibilitat）に基づいて監査することである。しかしながら、　Euler
によると、ここから明らかになる次の点が注目に値するのである。すなわち、個人企業、人的
会社および小資本会社は、今まで監査義務を負う必要がなかったということであるcam。
EUIerによると、与信者あるいは共同社員（Mltgesel㎞ha氏em）に対して、意思決定に有用
な情報を提供するとされている「国際会計基準」に従った個別決算書には、附属説明書の洗練
化が欠かせないのである。というのも、洗練された附属説明書なくして、貸借対照表ならびに
損益計算書を解釈することはできないからである。附属説明書に記載される内容は、用いられ
た評価方法、見積もりおよび予想基礎、ならびに不変性（Stetigkeit）の侵害（Durthhrechung）
と財産および利益へのその金額的影響に関する情報である。「国際会計基準」の見地に立つ個別
決算書は、さらに次の理由からも、適格な附属説明書を放棄することができない。すなわち、
受け手には、ある程度妥当な企業の写像を把握するというニーズがあるということである㈹。
　Eu】erは、立法権の行使により、商法上の「正規の簿記の諸原則」の代わりに「国際会計基
準」に従った個別決算書の作成を規定あるいは選択というかたちで許可するという勧告を行う
ことはできないと結論づけている。というのも、「国際会計基準」の適用による非客観化
（EntObjektiVierung）の結果、適切な配当規制は、もはや保証されないことになるからである。
のみならず、同基準においては、債権者保護の資本維持も少数社員の利益請求権も事象適合的
に構想されてはいないのである（41）。　　　　－
　Eu】erは、情報指向の個別決算書には、洗練された、そしてそれに付随して費用の嵩む附属
説明書の作成が必要条件となると指摘する。というのも、そうでなければ、企業の債権者およ
び社員は、疑わしい情報を知るというよりも、むしろ偽りを知ることになるからである。Eu】er
によると、商法上の「正規の簿記の諸原則」と比べて、多種多様な見積もりおよび予想の結果、
偏向した、また操作的とも言える個別決算書が作成されるというより大きな危険が考慮されな
ければならないのである。したがって、「国際会計基準」に従って個別決算書を作成する個人企
業、人的会社および小資本会社は、費用の嵩む義務監査を放棄することはできないことになる
（4勾。
　EUIerは、資本市場指向会計が多くの非上場企業対して果たす機能を疑問視する。というの
も、匿名の資本市場は、こうした企業にほとんど関心を持っていないからである。さらに、資
本市場指向会計は小債権者に対立する。彼らにとって、非公式の情報システム（infomle皿e
InfomコationsSysteme）は、「国際会計基準」に従った年度決算書より優れているのである㈹。
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　以上のように、EUIerは、個別決算書の機能を配当規制に見る。この規制は、企業の資本維
持に機能するのであるが、これを意味のあるかたちで保証できるのは、「正規の簿記の諸原則」
に従った個別決算書のみなのである。これに対して、非客観化によって特徴づけられる「国際
会計基準」に従った個別決算書においては、配当規制はもはや保証されえない。さらに、意思
決定に有用な情報を提供するという「国際会計基準」の目的もまた、極めて制限的に達成され
るにすぎない。というのも、「国際会計基準」においては財産価値の評価に際して市場価格が用
いられるからである。
　ここまで、Eu】erの論攻を分析してきた結果として、次の帰結を導き出すことができよう。
すなわち、Eu】erは、商法上の「正規の簿記の諸原則」のシステムと「国際会計基準」のシス
テムにおける積極側計上と消極側計上および評価の規定、さらにそれらの通用力を比較分析す
ること、そして個別決算書の機能を配当規制に見ることから明らかになった、「国際会計基準」
に従った個別決算書における諸問題を理由に、商法上の個別決算書において「パラダイム転換」
は行われないと結論づけているということである。ここから、卑見によれば、Eulerの「パラ
ダイ轍論は、瀞1節の中で挙げたB麟一による「パラダイム轍」論
とは異なる結論を導き出していることが明らかになる。また、Eu】erの「パラダイム転換」論
を分析した結果として、次の点を明確にしておく必要がある。すなわち、Eu】erは、他者によ
る「パラダイム転換1論を否定するのであるが、彼もまた「パラダイム転換」という用語を用
いて論理を展開していることである。Eulerの「パラダイム転換」論を意味づける際には、こ
の点に特に注意することが必要である。というのも、ここに、Eulerの「パラダイム転換」論
を意味づける際の手がかりがあるように思われるからである。
VI．　EUIerの結論
　以上のように、EUlerは、欧州議会が行った決議を契機として、商法上の個別決算書におけ
る「正規の簿記の諸原則」から「国際会計基準」への「パラダイム転換」論を展開しているの
である。この決議は、欧州取引所上場企業は2005年から「国際会計基準」に従ったコンツェ
ルン決算書を提示すべきであるということをその内容に含んでいる。米国証券取引所上場企業
において、こうした決算書の提示は、いよいよ2007年から義務づけられることになっている。
それ以上に出て、加盟国には、非上場企業に対して、今までの商事貸借対照表法の代わりに、「国
際会計基準」を個別決算書およびコンツェルン決算書に適用することを規定あるいは許可する
という選択権を与えるべきであるとされているのである（49。
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　欧州議会の見解によれば、公共の福祉に合致する「国際会計基準」のみが、現行法に転換さ
れるべきとされる。これについて、欧州連合委員会は、委任論方式の枠内で意思決定を行うべ
きとしている。EUlerによると、これにより、立法権は形式的に私的機関に委譲されるのでは
ないが、実質的には委譲されるのである㈹。
　EUIerは、個別決算書に対して、債権者保護の「正規の簿記の諸原則」の代わりに、情報指
向の「国際会計基準」を規定あるいは選択というかたちで許可することを立法者に勧告する必
要はないと述べている。というのも、「国際会計基準」のシステムの特徴が非客観化にあるとい
うことが明らかになる結果、「国際会計基準」に従った年度決算書は、配当規制にも資本維持に
も適さないからである。また、意思決定に有用な情報を提洪するという「国際会計基準」の目
的は、匿名の資本市場と関係のない企業には重要ではないのである㈹。
　さらに、EUIerは、情報指向の「国際会計基準」の必要条件として、洗練された附属説明書
の作成を挙げている。というのも、そうでなければ、粗雑な欠陥に満ちた解釈のなされる恐れ
があるからである。そうであるにもかかわらず、操作性に満ちた「国際会計基準」に従った年
度決算書の場合には、義務監査を断念する可能性が生じることは想定すらされていないのであ
る。Eu】erは、「国際会計基準」に従った個別決算書においては、コスト・ベネフィット（Kosten
und　Nutzen）が不適切な関係において対応させしめられることになると指摘するのである（4D。
　以上の論理展開により、EUIerは、商法上の個別決算書における「正規の簿記の諸原則」か
ら「国際会計基準」への「パラダイム転換」における諸問題を明らかにしている。ここから、
Eu】erは商法上の個男1鉄算書における「パラダイム転換」は行われないと結論づけていること
が看取できるのである。では、Eu】erの「パラダイム転換」論を、どのように意味づけること
が可能となるのであろうか。Eulerの「パラダイム転換」論の意味づけを次章において試みる
ことにする。
V巳むすび
　以上のように、個別決算書の機能を配当規制に見るEu】erは、「正規の簿記の諸原則」が客
観化および経済的観察法によって特徴づけられるのに対して、「国際会計基準」には客観化およ
び一貫性が欠けていること、さらに含意的選択権が多く設定されていることから、「国際会計基
準」に従った個別決算書において、もはや配当規制は保証されないと指摘することにより、商
法上の個別決算書において「パラダイム転換」は行われないと結論づけている。ところで、Euler
の「パラダイム転換」論を意味づける際の手がかりが、実は1998年にEulerによって発表さ
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れている。その論攻には、『国際化された会計の税務貸借対照表上の帰結』という題名が付され
ている（48）。この中で、Eulerは、結論として次の4点を挙げている。すなわち、
●　商事貸借対照表および税務貸借対照表の作成目的は同じであることから、「基準性原
　　則」の維持が可能であること、
●　「欧州共同体貸借対照表指令」（EG－Bilanzrichtlinje）の誠実なる転換は、税務貸借対
　　照表に対して何ら影響を及ぼさないこと、
●　「欧州裁判所」（European　Gerk血tshof；EuGH）の商事貸借対照表法に関する決定は、
　　税務貸借対照表に直接的影響を及ぼすことはないこと、および
●　　「米国の会計原則」または「国際会計基準」に従ったコンツェルンあるいは資本会社
　　の年度決算書の作成は、税務貸借対照表に対して直接的な帰結をもたらさないであろ
　　うということ、
である。これらの4点の結論について、以下で考察を展開することにする。まず、第1点目で
あるが、EUlerは、商事貸借対照表と税務貸借対照表との結合は適切であると指摘する。彼に
よると、前者の作成目的は社員への総利益に基づいた分割払い額（AbsChlagszahlung）の算定、
いわゆる配当可能利益の算定にあり、後者の作成目的は国庫（FiSlgus）への総利益に基づいた
分割払い額の算定、いわゆる課税所得の算定にある。かくして、Eulerは、商事貸借対照表と
税務貸借対照表との作成目的を同一視することで、つまり総利益に対する分割払い額の算定と
いう共通の作成目的は同じ配当規制を通じて達成されるという理由づけにより、「基準性原則」
を擁護する手段とするのである（4en。
　次に、第2点目であるが、EUlerは、「欧州共同体貸借対照表指令」が「基準性原則」の指示目
標、つまり商法上の「正規の簿記の諸原則」を修正することがあるとすれば、税務貸借対照表
にも何らかの影響が及ぶ可能性を指摘する。彼によると、はたしてこうした修正が行われるの
かということは、「欧州共同体貸借対照表指令」が誠実に商法に転換されたかということに関係
しているのである。Eu】erは、「欧州共同体貸借対照表指令」が誠実に転換されたことの根拠と
して、同指令の解釈の非在を挙げている。彼によると、「欧州共同体貸借対照表指令」は、年度
決算書の比較可能かつ等価なる作成を目的とする。かくして、加盟国の国内法に転換する際に
要求されるのは、各国の規定を対等化することにすぎないのである。つまり、同指令と同一の
言葉での転換ではなく、むしろ加盟国の年度決算書の実質的な比較可能性および等価性が必要
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とされるのである。したがって、転換された商事貸借対照表法の解釈の指令合致性を判断する
基準は、実質的な比較可能性および等価性にある。EUlerによると、「欧州共同体貸借対照表指
令」によって商法上の「正規の簿記の諸原則」が変更される場合には、「基準性原則」を介して税
務貸借対照表にも影響を及ぼす可能性があるのである。しかし、「立法者は、指令を転換する場
合、国内法の原則的な構造を変える必凄はない働」のであり、また同指令は商法に誠実に転換さ
れているが故に、その可能性は否定されるのである6D。
　さらに、第3点目であるが、「欧州共同体貸借対照表指令」は資本会社の会計をその規制領域
としているan。ここから、　Eu】erは、「欧州裁判所」の商事貸借対照表法に関する決定もこの領
域に限定されると指摘する。一般条項たる「真実かつ公正なる写像」が決定的役割を果たす「欧州
裁判所」は、商法上の「正規の簿記の諸原則」を修正することはできないのであるan。かくして、
「欧州裁判所」の決定は、資本会社、その個別決算書およびコンツェルン決算書の領域にのみ影
響を及ぼすことから、「欧州裁判所」の商事貸借対照表法に関する決定は、直接、・税務貸借対照
表に影響を及ぼすことはないという帰結が導き出されるのである。但し、「欧州裁判所」が管轄
権（Kblnpetenzen）を不当に用いて商法上の「正規の簿記の諸原則」あるいはドイツの税務貸
借対照表法を決定する場合には、この限りではない。間接的な影響としては、次のことが挙げ
られる。すなわち、「欧州裁判所」の決定が、商法上の貸借対照表作成に関して展開するとすれ
ば、税務貸借対照表に対して、その内容についてはほとんど予測できない影響が及ぼされる可
能性があるということである㈱。
　最後に、第4点目であるが、Eu】erは、「米国の会計原則」または「国際会計基準」をすべて
の商人に適用される商事貸借対照表法とみなす場合には、商法上の「正規の簿記の諸原則」が
修正される結果として、税務貸借対照表に直接的な影響を及ぼす可能性を指摘する。しかし、
コンツェルンあるいは資本会社の年度決算書に限定されている場合には、税務貸借対照表に対
して、直接的な帰結をもたらさないのである㈲。
　以上のように、Eulerは、1998年の論攻の中で、会計の国際化が税務貸借対照表に間接的影
響を及ぼす可能性を認めながらも、直接的影響は何ら及ぼさないと結論づけるのである。1998
年の論攻と2002年の論攻、そのどちらにおいても、会計の国際化はドイツ会計に直接的影響
を何ら及ぼすことはない、そして商法上の個別決算書において「パラダイム転換」は行われな
いというのである。では、結局、本章で取り上げたEUIerの「パラダイム転換」論は、どのよ
うに意味づけられるべきであろうか。
　本章第1節において述べたように、商法典第342条の新設により、「私的な会計委員会！とし
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て、「ドイツ会計基準委員会」（Deutsches　Redmu㎎slegu㎎s　Standards　Commitbee；DRSC）
が設置された。この「ドイツ会計基準委員会」から委任されて設置された「ドイツ基準設定委員
会」（Dutsche　Standardisierungsrat；DSR）の勧告、さらに連邦法務省の公告によって成立
する「ドイツ会計基準」（Deutsches　Rec㎞u㎎slegu㎎s　Staridards；DRS）の射程に1ま、「コ
ンツェルン会計に関する諸原則の適用についての勧告」のみならず、次のこともまた含まれると
いう岡。すなわち、個別決算書に関する基準の設定、「ドイツ会計基準」の「正規の簿記の諸原
則」化および「正規の簿記の諸原則」の発見の新たなる方法、である。つまり、「正規の簿記の
諸原則」の新しい在り方の可能性が示唆されているのである。こうした一一連の制度改革が、ド
イツ会計に影響を及ぼし、変化をもたらしていることは容易に想像できるであろう。しかし、
依然として変化しないとみなすことができるのが、会計制度の役割であるように思われるので
ある。会計制度とは、企業の獲得した「利益の大きさとそれによって決められる税金や配当金が
社会的に認められたものとして存在しうるため6D」の社会的合意形成システムである。このシス
テムにおいては、「会計数値の測定に際して社会的規範（例えば、商法、税法や会計原則）が遵
守されていなければならない㈹」のである。つまり、企業の獲得した利益に対する税金の算定に
は、社会的合意形成システムの機能が不可欠なのである。こうしたシステムとして、税務貸借
対照表もまた機能しなければならないのである。かくして、「税務会計実務現象は、『税務貸借
対照表』という法的な概念を通じて発現する（59）」のである。
　Eu】erは、1998年の論攻の中で、会計の国際化は税務貸借対照表に直接的影響を及ぼさない
と結論づけている。彼の論攻は、税務貸借対照表の在り方、つまり課税所得の測定という任務
の維持に機能するように論理展開されていると思われる。さらに2002年の論攻において、
Eulerは、次のことにより「商法上の個別決算書におけるパラダイム転換」論を否定する。すな
わち、経済的観察法および客観化によって特徴づけられる「正規の簿記の諸原則」がすべての
商人に対して通用力を有するのに対して、「国際会計基準」は客観化に欠けるのみならず、同基
準の規則構造における問題性から同基準の通用力を疑問視するという論理展開である。一見し
たところ、確かに、Eulerは、「国際会計基準」における問題性を根拠として、学説レベルで展
開される「パラダイム転換」論を否定していると言える。しかし、卑見によればそうではな
くむしろ「国際会計基準」が社会的合意形成システムとして機能しないという論理から、こう
した「パラダイム転換」論を否定しているのである。EUIerは、他者によって展開される「パ
ラダイム転換」論を見据えながら、「パラダイム転換」という同一の用語を用いた論理展開によ
って、他者による「パラダイム転換」論とは異なる結論を導き出している。つまり、「パラダイ
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ム転換」という用語を用いて、「パラダイム転換」は行われないと結論づけるのである。EUIer
の否定対象は他者による「パラダイム転換」論であり、これを否定することにより瑠r嗣度を
擁護しているのである。Eu］er¢擁護する現行制度とは、税金の算定における社会的合意形成
システムである。ドイツでは、税法は、2000年税制改革により次のように改正されている㈹。
●
●
?
●
●
●
●
●
●
2001年から、法人税が25％に引下げられる。
法人税の「全額合算法」（Vollanrechnunggwerfahren）が「二分の一所得法」
（Halbeinkixnfbeverfahren）に取り替えられる。
個人企業は、法人税と同様に課税される可能性（オプション）を得る。
このオプションの可能性を利用しなし個人企業にあっては、営業税非課税額の2倍の
高さで、「営業税の一律合算もしくは税額控除」（pausChalierte　Anredhnung　der
Gewelbesteuer）によって、所得税が軽減される。
1999！2000／2002年税負担軽減法の2002年段階が2001年1月1日へと1年前に移さ
れる。
2003年1月1日に、「最低税率」（Eingangs8teuersatz）は17％に、そして最高税率
は47％に引下げられる。
2005年1月1日に、最低税率は15％に、そして最高税率は42％に引下げられる。
「基礎控除額」（Grundfreibetirag）は2003年1月1日に14500ドイツ・マルクに、
そして2005年1月1目には15，000ドイツ・マルクに引上げられる。
「財源の確保」（Finanzierung）に関しては、とくに、減価償却の可能性の一部につき、
これを制限もしくは廃止する。
ここから、「全体としては、『利益の縮小』したがって『税負担の軽減』の方向をとるであろう
（61）」と言われているのである。Eulerの「パラダイム転換」論は、こうした現行の合意形成シス
テムに基づいた企業税制の在り方を理論上合理化しようとしているのである。つまり、EUIer
の「パラダイム転換」論は、現行の企業税制擁護論として機能するのであり、この点に、Eu】er
の「パラダイム転蜘論を意味づけることができるのである。かくして、現行の企業税制を保
持するが故に、学説レベルでは「パラダイム転換」論が展開されることになるとも言えるので
ある。
　なお、「正規の簿記の諸原則」を取り上げる際に生じる「基準性原則」および「基準性原則論」
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に関しては、第12章で取り扱うこととする。
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第9章　ドイツの債権者保護思考と「国際会計基準」
　　　　　　－Kahleの所説によせて一
1．はしがき
　周知のように、2005年から、欧州連合加盟国において、「国際会計基準」（Intemational
A㏄ounti㎎Standalds；LAS）が上場企業のコンツェルン決算書（Konzernabschluss）に対し
て適用されることが義務づけられた①。これを発表した欧州委員会によれば、各加盟国の立法
者には、非上場企業のコンツェルン決算書および個別決算書（Einzelabsdhluss）に対する「国
際会計基準」の適用に関して、選択権が与えられている。こうした状況と相前後して、ドイツ
連邦共和国（以下、ドイツと略）では、個別決算書に対する「国際会計基準」の適用を論究す
る論攻が散見されるようになってきた②。というのも、「国際会計基準」の全面適用を巡っては、
さまざまな問題が生じているからである。例として、「基準性原則」（Mal］geblichkeitSprinzip）
の維持あるいは放棄、また、中規模企業に対する「国際会計基準」の適用あるいは非適用の問
題が挙げられる。現時点では、これらの論攻においては、「国際会計基準」全面適用賛成論ある
いは反対論として、双方から論陣が張られているように見受けられる。会計制度は、社会的合
意形成システムとして機能するものであるが故に③、現在、ドイツで進行中の会計の国際化は、
欧州連合の会計制度の確立を標榜した新たな合意形成を企図したものといえよう。
　本章は、会計制度を社会的合意形成システムとして位置づけた上で、会計の国際化が、どの
ようにして社会的合意を形成していくのか、その過程の一端を明らかにしようとするものであ
る。こうした問題意識のもと、その手がかりとして、Kalileの『貸借対照表上の債権者保護と
国際的会計基準』の論攻が取り上げられる。伝統的に、ドイツにおいては、債権者保護
（G遣ubjgers6hutz）が、現行の商事貸借対照表法における上位原則とされている。債権者保
護思考は、慎重主義原則（Vblsichtsp細p）において意味を有する。この慎重主義原則は、「と
くに、将来の事象に関して、貸借対照表作成者のところに不確実な予想が存在している場合に
は、商法典第252条第1項第4号に従って、積極項目についてはこれを過小に評価し、そして
消極項目については過大に評価することを要求する④」ものである。ここから、利益算定の目
的は、慎重な測定、売上への依存および損失の見越計上を通じた分配測定指向の金額の算定に
あることが明らかになる。債権者は、責任財産（Hafungsverm6gen）が企業から過剰に流出
することから保護されるべきであるという。慎重主義原則および資本維侍によるこうした制度
上の債権者保護は、秘密積立金の設定の誘因となっている⑤。
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　さて、Kah】eは、次の問題提起から、彼の論理を展開している。つまり、はたして、ドイツ
において将来的に「国際会計基準」に従った個別決算書が作成されるならば、それは従来の債
権者保護を放棄することにつながるのか、という問題意識である。Kahleによれば、「国際会
計基準」は「米国の会計原則」（US－Genera］ly　A㏄oepted　Aocountmg　Principles；US・GAAP）
により特徴づけられるという。ここから、まず、「米国の会計原則」と「米国会社法」
（Gese皿戯redht　der　USA）における名目資本維持と連繋する分配可能性との結び付きにつ
いて論を展開する。次に、「米国の会計原則」と米国における分配測定との結び付き、米国の私
的な「信用契約」（KreditVe血agen）における会計に関する規律一これは「米国の会計原則」
とされている一が分配測定に及ぼす影響、また米国における債権者保護思考が示される。さ
らに、「配当禁止」（AusschthttUngssperre）が投資意思決定に及ぼす影響から、「配当禁止」に
よる債権者保護が考察される。そして、資本保護に対する「国際会計基準」の問題点が、会社
法との関係の中で挙げられる。最後に、債権者保護思考に対する「国際会計基準」の合目的性
を考察した上で、「国際会計基準」に従って個別決算書が作成される場合、このことは、ドイツ
における従来の債権者保護にどのような影響を及ぼすことになるのか、という問題提起に対す
るKah］eの結論を示している。
　はたして、Kahleは、貸借対照表上の債権者保護と「国際会計基準」との関係を論じること
により、何を主張しようとしていたのであろうか。ここでは、Kahleの論攻の制度的役割に焦
点を当て、この点が明らかにされる。
∬．「米国会社法」における分配可能性
　「米国の会計原則」と「米国会社法」における分配可能性との関係に触れる前に、Kahleに
よって、次のことが確認されている。すなわち、米国では、配当金の分配（Au曲hUttung　einer
DiVidende）に関する意思決定は、原則的に取締役会によってのみ行われるということである。
配当金の分配請求権（AnspruCh　aUf　die　Verteilung　・einer　MVidende）が成立するのは、次の
場合に限られる。すなわち、企業の状態が利益準備金（RUdklage　der　（lewinne）を必要としな
い場合、あるいは悪意ある動機例えば自己助成の目的から、企業が配当金を支払わない場合
である⑥。
　Kabeによると、米国の資本会社の会社法においては、「伝統的システム」一　「名目資本
システム」とも呼ばれる一と「現代的システム」とに鴎1」されている。前者においては、分
配は、原則的に次の場合に限り認められる。すなわち、頒己によって基噸本（Grundkapital）
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⑦が侵害されることなく、かつ支払不能（insokven（y）に陥らない場合である。ここから、配当
は、通常、期間利益および利益剰余金（eamed　s叫plus）から行われることが明らかとなる。
但し、連邦州（Bundesstaaten）の中には、資本剰余金（capital　surplus）からの分配を認め
る州もある。また、一部の連邦州においてのみ、資本剰余金への引受済資本金（gezeichnetes
Kapita1）の転換が禁止されているにすぎない。こうした転換は、裁判所によって認められてお
り、したがって利益剰余金構想に従う連邦州においても、資本剰余金からの分配が行われうる。
Kahleは、資本剰余金として、次の3つの準備金を挙げている。1つ目は、払込剰余金（paid　in
surplus）である。これは、券面額超過発行（（bberpariemission）の際の打ち歩（AgiO）から
設定される準備金である。2つ目は、再評価準備金（revahuabOn　surplus）あるいは評価替準
備金（appreda伽n　s叫plus）である。これは、繰越記入される取得原価を超える設備財のより
高い評価から設定される準備金である。3つ目は、縮小準備金（reduぬon　sulplus）である。
これは、資本減少から設定される準備金である。2つ目の準備金、つまり再評価準備金あるい
は評価替準備金から行われる分配は、未実現の価値上昇に対する分配を認めることにつながる。
Kahleによると、これが、「米国会社法」における名目資本維持と連繋する分配可能性が「米
国の会計原則」から独立していることの証左なのである⑧。
　このような基礎資本構想によって特徴づけられる「伝統的システム」に対して、「現代的シス
テム」は、基礎資本構想の廃止によって特徴づけられている。「現代的システム」においては、
「支払不能テスト」（Insolvenzbest）には大きな意義が与えられる。「改訂模範事業会社法」
（ReVised　MOdel　Business　Corporation　Act）によると、分配が認められるのは、企業がその
後も債務を満期日到来時に返済できる場合である。これは、「株主持分支払不能テスト」
（eqUity　insokWen（y　test）と呼ばれている。これに対して、次の場合には、分配は認められな
い。すなわち、分配後に、全債務が全財産を上回る場合である。これは、「貸借対照表テスト」
（balance　sheet　test）と呼ばれる。　Kahleは、この場合の企業の財産および負債の評価と「米
国の会計原則」との間に、密接な結び付きはないと指摘する。というのも、「改訂模範事業会社
法」によれば、「取締役会は、状況において合理的である会計実務および原則に従った年度決算
書に基づいて⑨」意思決定を行わなければならないからである。それのみならず、さらに、「公
正なる評価あるいは状況において合理的であるその他の方法⑩」により、意思決定を行うこと
もまた可能となる。Kahleの解釈によれば、これが意味しているのは、取締役には「米国の会
計原則」からの乖離が認められているということになる。さらには、「米国の会計原則」に従う
ことが模写される状況において合理的でなく、したがってこうした原則に従った年度決算書が
138
第9章　ドイツの債権者保護思考と「国際会計基準」
非常識となる場合には、「米国の会計原則」からの乖離が義務づけられている。つまり、遵守さ
れる何らかの会計原則が状況において合理的とみなされうる限り、「米国の会計原則」に従った
年度決算書の作成が強制されることはないのであるal）。
　上述のように、名目資本維持と連繋する分配可能性に関して、「米国会社法」と「米国の会計
原則」との間に密接な結び付きはないとされるが、Kahleは、例外として、「カリフォルニア
会社法」を挙げている。「カリフォルニア会社法」によれば、まず「株主持分支払不能テスト」
により、その企業が分配後に支払不能に陥ることが明らかとなる場合には分配は行われない。
分配が認められるのは、こうした「株主持分支払不能テスト」と並んで、「カリフォルニア会社
法」第500条第（a）項および第（b）項の必要条件を満たす場合に限られるan。「カリフォル
ニア会社法」第500条第（a）項によれば、分配の額は、企業の留保利益の金額まで認められ
る。さらに、第（b）項によれば、積極側が債務の少なくとも125％の金額になることが必要条
件となっている。Kahleは、この必要条件は、自己資本持分が貸借対照表総額の少なくとも20％
の金額になること、つまり「量的支払不能テスト」（quantitative　insolvency　test）、および分
配後に流動資産が短期債務を補償すること、つまり「流動性テスト」（liqUidity　test）を要求し
ていると指摘する㈹。
　Kahleによると、「カリフォルニア会社法」における分配規則における特殊性は、「米国の会
計原則」との結び付きに見られるという。「カリフォルニア会社法」第114条によれば、貸借
対照表は、明示的な例外を留保して、「米国の会計原則」に従って作成されなければならないの
である。したがって、内部留保の金額は、「米国の会計原則」に従って算定されることになる。
しかし、例えば「量的支払不能テスト」の場合、繰延費用（deferred　charges）および繰延収
益（deferred　c　redits）の計上禁止、さらに暖簾および資本化された研究開発費の積極側計上に
関して、「米国の会計原則」からの部分的乖離が可能となる。また、「カリフォルニア会社法」
第500条第（b）項によれば、「量的支払不能テスト」に対しても「流動性テスト」に対しても、
次の場合には未実現の価値上昇を考慮することが認められることになる。すなわち、市場性の
ある有価証券の場合、および12ヶ月以内に確実に実現される既存の債権債務関係
（SdhUldverhalmissen）から生じる将来の収入を算入する流動資産の計算の場合であるag。
　結論として、Kahleは、米国では、カリフォルニアを除いて、会社法上の分配可能性と「米
国の会計原則」に従った利益算定規則との間に密接な結び付きはないと主張する。Kah］eによ
ると、米国では、過去に、会社法上の分配可能性の判断の際に、法規範としての会計が求めら
れたこともあったが、最終的には認められなかったという。というのも、法規範としての会計
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は、実用的ではなく、それどころかむしろ災害である、とみなされたからである。その結果、「米
国の会計原則」に従った利益算定は、帰納的であり、かつ客観化が弱いとみなされる。ドイツ
では、「米国の会計原則」は、法規範ではなく、専門規範とみなされている。こうした規範は、
単に一般に認められた慣行にすぎないのである。Kahleによると、専門規範から当為原則
（Sollenstitze）を導出することはできない。というのも、法的に義務づけられる当為原則を設
定する権限は、機関化された起草能力のある、民主的に正当と認められる法律制定機関に与え
られているからである㈹。
　以上が、「米国の会計原則」と「米国会社法」における名目資本維持と連繋する配当可能性と
の関係に関するKahleの論理展開である。この論理展開の中で、注意すべき点として、次のこ
とが挙げられる。Kahleは、分配可能性の判断において企業の財産および負債を評価する際に、
それと「米国の会計原則」との結び付きはないと指摘する。しかし、これは、あくまでも会社
法上の名目資本維持と連繋する配当可能性と「米国の会計原則」との間に密接な結び付きはな
いということを意味しているのであり、分配可能利益の算定と「米国の会計原則」との問に結
び付きがないということを意味するのではないという点に注意しなければならない。また、確
かに、「改訂模範事業会社法」において、「状況において合理的である会計実務および原則」は
「米国の会計原則」であるという関係が明示されているわけではないが、それには、「一般に認
められた会計原則によるべきことが想定されているし、基本原則になっているae」という解釈
も見られることに注目したい。さらに、Kahleが、「配当」と「分配」という用語を使い分け
ている点にも注意が必要である（ID。
　さて、Kahleは、次に、米国における債権者保護思考に関する考察を行っている。
皿．米国における「信用契約」の機能
　前節において、Kahleは、「米国の会計原則」と「米国会社法」における名目資本維持と連
繋する配当可能性との間に密接な結び付きはないと結論づけた。本節では、「米国の会計原則」
と米国における分配測定との結び付き、米国の私的な「信用契約」における会計に関する規律
が分配測定に及ぼす影響、そして米国における債権者保護思考が取り扱われる。
　ドイツにおいて、債権者保護は法の中で規定されているが、米国では、債権者はどのように
保護されているのであろうか。Kahleによると、米国における債罹者保護思考は、「信用契約」
の中に認められるという。債務者には、「分配制限」（AussChUtmgsbesdhrdn　kuungen）を通
じて、貸借対照表上の利益あるいは特定の部分を取り除く藩llが与えられている。こうした「分
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配制限」は、会計規則に従って行われ、これを通じて、起こりうる利益分配の金額が確定する。
分配測定機能の観点からすれば、積極側計上される要件は、将来の払込額の具体化が所与であ
ることである。これに対して、合目的ではないとみなされる消極側計上は、これが、確実およ
び不確実な負債の不完全な表示につながることである（ta）。
　私的な「信用契約」における会計に関する規律によると、分配測定は、まず原則的に「米国
の会計原則」に従って算定される利益から出発する。次に、こうした利益に対して修正が施さ
れる。この修正は、ドイツ会計に非常に似ているという。Kahleは、例として、暖簾、積極側
の繰延税金および無形価値の大部分の計上禁止、債務に対する規定、流動資産における最低価
値原則、および利益実現化に対する必要条件を挙げている。Kahleによると、これらは、「米
国の会計原則」に従うよりも厳格化されているという。さらに、追加規則の中で、利益に対す
る経営管理者の権限は、その縮小よりも拡大に対して制限されることが定められている。した
がって、このように修正される利益算定は、傾向として、純財産の減少および利益表示の遅延
につながることになる⑲。
　Kahleは、ここに、ドイツにおける慎重主義原則および不均等原則（ImparitatSprinzip）に
よる債権者保護との類似点を見出している。つまり、ここから、米国における任意の債権者会
計と法律上のドイツ会計とは類似するという帰結が導き出されるのである。Kah］eは、こうし
た慎重性は、債権者保護につながると指摘する。但し、私的な「信用契約」における会計に関
する規律がこうした追加規則による債権者保護思考を持たないとすれば、この「信用契約」に
おいて、慎重主義原則は実施されないことになるだろうという。Kahleによると、私的な「信
用契約」における会計に関する規律が債権者保護思考を持つ限り、米国における「信用契約」
は、債権者保護に対して、法律より確実性を有し、かつ合目的であるといえるのである⑳。
　Ka田eは、分配可能な金額の貸借対照表上の算定は、国および地域によって大きく異なるの
ではないと述べている。確かに、カリフォルニアでは、「米国の会計原則」と会社法上の分配可
能性とが結び付いているが、カリフォルニアの立法者によって、「米国の会計原則」からの乖離
を認める規定が定められている。というのも、「米国の会計原則」に従った場合に積極側計上が
可能となる項目の有価値性（Werthaltigkeit）が疑問視される事例が認められるからである。
例えば、繰延費用の場合には、資産概念が非客観化されていることが明らかである。ドイツの
ように、法律の中で「配当禁止」を規定することが有利性を有することは、部分的に肯定され
るかもしれない。それにより、「配当禁止」を私的な「信用契約」の中で取り決める必要はなく
なり、信用委託の取引コストは引き下げられることになろう。こうした法律における規定は、
141
第9章　ドイツの債権者保護思考と「国際会計基準」
事前に締結される契約のようなものであり、一度で、したがって低いコストを実現する。これ
は、同様の内容が私的な「信用契約」の中で何度も、したがって高いコストで取り決められる
場合にば適切である。つまり、目的適合的に作成される年度決算書は、取引コストを減らすこ
とにつながるのである⑳。
　Kahleによると、ドイツにおいて、商法上の個別決算書に対して「国際会計基準」を適用す
る場合、この基準に分配測定機能が欠けているが故に、次のことが予想されなければならない
という。すなわち、「分配境界線」（AussChUtt　ngsbegrenzung）に関して、与信者と受信者と
の間で、契約上の取り決めが行われる可能性が生じるということである。但し、個々の貸借対
照表項目に対する法律上の「配当禁止」が実施されない場合である。米国では、こうした「配
当禁1ヒ」が実施されない場合を補償するのが、市場での取引である。さらに、Kahleによると、
債権者は、会社法では十分に保証されない保護に対して、「信用契約」における取り決め、つま
り「規約」（Covenants）を通じて改善しようとするという。かくして、とりわけ銀行および債
務証券（SChUldversChreibungen）の所有者である長期の財務債権者（Finanzgtaubiger）は、
「規約」およびその「規約」に違反した場合の制裁を要求することになる。こうした「規約」
の中で、「分配制限」に関する取り決めも行われる。Kahleによると、米国では、「規約」によ
る債権者保護は、ドイツにおける慎重主義原則による制度上の債潅者保護よりもはるかに合目
的であると考えられているのである。Kahleは、制度上の債権者保護における不備は、私的な
「信用契約」における「規約」によって補償されると指摘する。但し、「分配制限」が、債権者
保護に対する手段として利用される場合、つまり「信用契約」における「規約」の中で取り決
められる場合には、信用委託の取引コストが引き上げられる可能性を示唆しているan。
　Kahleによると、「規約」の利点は、それが個別に書式化され、したがって具体的な契約状
況に関係づけられる点に認められるという。つまり、「規約」は、法律上の「配当禁止」よりも
厳密に債権者保護思考に立っている。したがって、米国では、こうした「配当禁止」は不十分
なものとみなされているのであるCO。
　Kahleによると、「規約」は、債権者の手腕および交渉立場、つまり取引力（Matktmacht）
に左右されるという。例えば、ノ』・債権者は、「規約」と結び付く取引コストの増大により除外さ
れる可能性がある。他方で、信用総額（KteditSummen）が高く、取引力が大きく、そしてリ
スクを嫌悪する（RjsikoaversiOn）与信者は、多くの「規約」を通じて、債務者に影響を及ぼ
し、極端な例では所有者に類似した権剰を行使することが可能となる。しかし、債務者は、無
条件に窮屈な「規約」に束縛されるのではない。というのも、債務者には、裁量の余地および
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会計上の選択権が残されているからである。それのみならず、彼らには、事前の解約告知およ
び削除の可能性（vor2eidge㎞digu㎎辞und　TUg㎜gsm691山eiten）もまた委ねられている。
その結果、「信用契約」の解約が可能となる。但し、分配後には、「規約」はもはや役立たない。
ここから、Kah］eは、「規約」は予防策としてのみ、債権者保護を保証しうると結論づけてい
るan。
　以上から、Kahleは、「信用契約」における「規約」の中で「分配制限」を取り決めるとい
う債権者保護思考を「情報による債権者保護」（informationeller　GMubigerschutz）と位置づ
けているが、はたして、こうした債権者保護思考は、晴報による債権者保護」と言えるのかど
うかということには注意する必要がある。さらに、なぜ、Kahleは「情報による債権者保護」
という概念を用いたのか、この点にも注目したい。
1V．「配当禁止」による債権者保護一　「配当禁止」が投資に及ぼす影響一
　ドイツにおける支配的な貸借対照表理論は、「配当禁止」を通じた慎重な利益算定を債権者保
護と同一視しているen。分配可能利益が将来的に「国際会計基準」に従って算定されるとすれ
ば、このことは、ドイツにおける従来の債権者保護にどのような影響を及ぼすことになるのか。
この点を明らかにしようとしているのがKahleの論攻であるが、その前段階として、　Kahleは、
従来のドイツにおける「配当禁止」による債権者保護の合目的性について考察している。した
がって、本節では、「配当禁止」がはたして債権者保護に資するのかどうか、この点に論点を置
くことにする。
Kahleは、企業の市場価値および債権者の状態への「分配規制」（AusschUt加㎎sres厩k極on）
の影響について論じている。その際に、こうした「分配規制」が、財産移転との関係の中で位
置づけられている。そして、財産移転の観点から、投資意思決定の問題が引き出される。
　Kahleによると、債権者と所有者との間の財産移転は、清算金融による分配および他人金融
による分配（hqujdations・und丘emd丘nanzierbe　AussChUttungen）を通じてのみならず、さ
らに投資政策によってもまた生じる可能性がある。したがって、ある投資が所有者にとって有
利であるか不利であるかは、資本価値のみに依存するのではなく、それと結び付く財産移転に
もまた依存しているという。企業がリスクのより大きい投資を行うことは、所有者に有利な財
産移転につながる。リスクのより大きい投資とは、今までの投資プロジェクトが清算され、そ
の資金がリスクのより大きいプロジェクトに投資される、つまり財産の代替が行われるか、あ
るいは他人資本の調達の際に債権者と取り決めた投資政策よりリスクの大きい投資政策が実施
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される、つまりリスク移転が行われることである。かくして、こうした投資は、収入超過額
（ZahlungsUbersdhiisse）の予測価値のみならず、支払不能リスクの増大を引き起こすことに
なる⑳。
　投資は、過小投資（Unterinvestitionen）と過大投資（Obe血vestitionen）に鴎llされる。
Kahleによると、過小投資、例えぱ既存の大規摸な他人金融の場合における自己資本による投
資は、所有者に有利とはならないという。これは、事実上の追加担保付保証（Nadhbesicherung）
により、リスクを負担する（ksikobehafteten）債権者の保護につながる。というのも、この
投資の収益から、まず債権者への返済が行われることになるはずであるからである。その他の
場合には、債権者に有利とはならない。Kahleは、過小投資は、モラル・ハザードの問題であ
ると指摘する⑳。
　過大投資、つまりマイナスの資本価値を有する投資プロジェクトが、所有者に赫1」となるの
は、次の場合である。すなわち、払出剰余額（Auszahlungsilbemi“sse）が支払不能の状態
で明らかになり、マイナスの資本価値の結果、市場価値損失が、財産移転を通じて、持分所有
者に過剰補償される場合である。Kahleによると、この場合の問題は、「分配規制」により解
決されるという。こうした過大投資は、新しい投資の非マイナスの収入超過額（niChtnegativer
Zahlungsilberschtsse）の仮定の下では、所有者に有利とはならない。というのも、それは、
企業の市場価値の下落と同時に、債権者請求権（AnsprdChe　der　Gtaubiger）の上昇につなが
るからである。Kahleによると、こうした債権者請求権の市場価値の上昇が、債権者保護に対
する基準とみなされてはならないのである。というのも、債権者請求権の最大化は、企業の市
場価値の最大化と結び付いているのではないからである。さらに、過大投資が、債権者にも所
有者にも損害を与える可能性は、実質投資プロジェクトからマイナスの収入超過額が明らかに
なる場合である。したがって、Kahleは、債権者保護を上位原則として設定するとしても、は
たして「配当禁止」が各事例において債権者の利害に資するかどうかは、不明瞭であると結論
づけている⑳。
　Kahleは、債権者が慎重な利益算定によって内部留保の充実を要求することが、結果として
債権者の状態の悪化にもつながる可能性を無視することはできないという。さらに、秘密積立
金の取り崩しは、清算金融による分配および他人金融による分配を可能にする。したがって、
慎重な利益算定は、債権者保護と単純に等置されてはならない。慎重な利益算定による債権者
保護思考は、名目上の責任財産（Haf　uungsmasse）に指向しており、「分配境界線」が経営管
理者の投資意思決定に及ぼす影響を度外視しているas。
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　以上から、Kahleは、「配当禁止」を通じた慎重な利益算定を債権者保護と同一視すること
に疑問を投げかけている。かくして、「配当禁止」が債権者保護につながるとは限らないという
論理展開により、「国際会計基準」および「米国の会計原則」は、必然的に債権者保護と矛盾す
ることにはならないという帰結が導き出されるのである。Kahleは、「国際会計基準」に従っ
て分配可能利益が算定される場合においても、債権者保護は保証されうると指摘する。では、
「国際会計基準」と資本保護とは、どのような関係にあるのであろうか。「国際会計基準」に従
った場合、はたして資本は保護されうるのか、次節において、この点を取り扱うことにする。
V．「国際会計基準」および会社法上の資本保護
　「国際会計基準」が資本保護に及ぼす影響が取り扱われる理由を、次の点に見出すことがで
きる。すなわち、「国際会計基準」第39，号に徒った金融商品の公正価値による評価から生じる
未実現利益が分配可能利益の算定に対して援用されることから、ドイツの資本会社の収益表示
が拡張する可能性一但し、こうした未実現利益が成果作用的に処理される場合に限られる一
があるという点である。この未実現手1溢が将来において実現されるかどうかは保証されないが、
この利益の分だけ企業に流動性が留保されることになろう。したがって、この利益は、債権者
が金融商品の補足的価値下落または債務の増加リスクを一面的に負担することにつながる㈹。
　Kahleによると、ドイツにおける商法上の個別決算書に対する「国際会計基準」の適用の場
合、欧州連合加盟国には、遵守すべき会計規定が定められている。1つ目が各国内の規定、2
つ目がアングロ・サクソンの規定、3つ目が欧州指令である。3つ目においては、資本維持の原
則が規定されている。例えば、英国では、情報目的に対して、「真実かつ公正なる写像」概念馴
に従った商事貸借対照表が作成される。そして、分配目的に対しては、確実に実現した利益の
みが算定される。したがって、経済的に実現した利益（erWirtsChaftete　GeWinn）と留保利益
との間で差別化されなければならないという（3Z）。
　Kahleは、「国際会計基準」の適用による資本保護（KapitalsChutz）の弱体化を予想する。
つまり、こうした弱体化する可能性のある資本保護を補償する必要性が生じるという。例えば、
これまでの「正規の簿記の諸原則」（G㎜曲t脚油u㎎sm魏er　Bu（漁㎞㎎；（”）oB）によ
れば、貸借対照表に計上されることのなかった特定の事象の積極側計上項目を「配当禁止」と
すること、あるいは不動産における秘密積立金の評価替から生じる収益を、消極側への義務的
反対記入を通じて中立化することが行われうる。Kahleは、このように、未実現利益が、消極
側への反対項目一価値修正あるいは「配当禁止」の準備金一を通じて相殺されることによ
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り、時価による貸借対照表作成（Tbilwembilanzierung）は、債権者保護に対して合目的とな
るかもしれないという見解を示している。というのも、ドイツ商法典（HandelSgesettbuch；
HGB）第252条第1項第2号における企業継続性の前提から、時価による貸借対照表作成を
鮒ることは、「廃物モデル」働㎜劇とも言えるカ・らである。りまり、こうした
拒絶は、支払不能手続前に、後で無担保負債であることが明らかになる利益の引き出しを引き
起こしかねないのである㈹。
　Ka田eは、資本保護の弱体化を補償するさらなる手段が2つ挙げている。1つ目は、「株式法」
第58条第2項第1文以上に出て、株式会社の取締役会および監査役会が年度剰余額の二分の
一以上をその他の利益準備金に組み入れることを可能にすることである。2つ目は、有限会社
に対して、社員総会による任意の取り崩しが認められない法律上の準備金の設定を義務づける
ことである。これにより、有限会社法第30条第1項の払出制限額は、その分だけ高くなるoo。
　さらに、Kah］eは、債権者保護と所有者保護との関係、および上述の資本保護の補償が所有
者に及ぼす影響について触れている。ドイツにおける法律上の「配当禁止」は、資本市場から
乖離して、企業が不泌要に高い資金を保有する危険に結び付いているという。Kahleによると、
ドイツにおける債権者保護が所有者保護に矛盾するのは、次の場合である。すなわち、経営管
理者が所有者の財務上の目標に指向していない場合である。これに鑑みて、貸借対照表法およ
び会社法は、持分所有者が自己の資金を企業から取り去ることを容易に可能たらしめる。つま
り、持分所有者は、彼らの視点から、より良いさらなる投資先を見つけた場合、今までの投資
先から資金を引き上げ、別の投資先へとその資金を投入することができるのである。ここから、
株主による株式会社の消耗（Auszehm㎎）が危嗅されることになる。例えば、株主が、自ら
の誤った判断により、自己あるいは企業に対して、財務上の損害を与える可能性が生じる。財
務上の損害とは、収益性のある投資が中断することである。これは、株主が任意積立金（freier
RUdklagen）を不意に控除することを通じて引き起こされる。しかし、実際に、所有者が、こ
うした控除に関する意思決定を行う可能性はあまりないという。というのも、誤って中断され
る投資は、所有者にとって、利益の放棄を意味するからである。それよりも、資本控除
（Kapitalabzug）に関する意思決定を所有者が行う可能性は、彼らが経営管理者の忠誠心につ
いて疑念を抱く場合に生じうる。つまり、所有者は、企業内部の資金利用が株主持分価値の上
昇につながらないことを恐れて、資本控除を行う。Kahleによると、ここから明らかになるの
は、準備金設定に関する経営管理者の権限の拡大は、反生産的に作用するということである㈲。
　ドイツの大企業は、資本参加による資金調達により重きを置いている。したがって、Kahle
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によると、国際的な資本市場において所有者が獲得しようとする利益に対する「配当禁止」の
拡張を通じて、所有者保護を怠ることは起こりえないという。かくして、］Kahleは、将来、会
計基準を債権者保護思考に排他的に調整することはありえないと主張するen。
　以上のように、Kahleは、「国際会計基準」の適用の場合、未実現利益が分配可能利益の算
定に対して援用されることから、これにより予想される資本保護の弱体化に対する補償の必要
性を指摘し、さらにその方法を挙げている。次節では、本章第皿節で挙げた米国の「信用契約」
における「規約」が「情報による債権者保護」として有効であるというKahleの指摘を出発点
として、「情報による債権者保護」に対する「国際会計基準」の合目的性について取り扱うこと
にする。
VI．「情報による債権者保護1に対する「国際会計基準」の合目的性
　米国では、私的な「信用契約」における会計に関する規律により、原則的に「米国の会計原
則」に従って算定された利益から出発して分配測定が行われるが、こうした利益に対する修正
が行われるということであった。さらに、Kah】eによって、私的な「信用契約」における「規
約」が晴報による債権者保護」として位置づけられた。さて、では、「国際会計基準」の適用
の場合にも、こうした「情報による債権者保護」思考は有効なものとなりうるのであろうか。
　KaNeによると、債権者保護は、「分配制限」と並んで、企業に流れ込む将来の収支額の時
間上の分布（Verteilung）および不確実性に関する情報の伝達によって保証される。こうした
情報は、伝統的な「正規の簿記の諸原則」に従った個別決算書よりも「国際会計基準」に従った
個別決算書を通じて、債権者に伝達されることが推定されるという。というのも、「国際会計基
準」に従った財務報告は、与信者が将来のキャッシュ・フローに関して予測することを可能にす
るからである。つまり、「国際会計基準」には、こうした予測機能が備わっているのである⑳。
　Kahleは、しかし、「国際会計基準」に従った年度決算書は、予測機能の意味で、構想上合
目的ではないと指摘する。その理由として、次のことが挙げられる。すなわち、「貸借対照表は、
予測されるべき将来の払込額と払出額のわずかな部分を含んでいるにすぎないcm」ということ
である。例えば、貸借対照表において、将来の投資あるいは将来の賃金支払額（Lbhnzahlungen）
は、考慮されていない。したがって、貸借対照表は、将来の払込額と払出額が生じるであろう
時点の予測をわずかに可能たらしめるにすぎないという。Kah】eによると、相対的に安定した
枠組み条件の下でのみ、期間損益は、将来に対するインジケータ効果を含むことができるとい
う。しかし、不安定な実際の環境条件の下では、将来を過去の模写として位置づけることはも
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はや不可能である。Kah］eは、例として、営業年度の売上収入を挙げている。つまり、こうし
た売上収入が、将来の売上予測に対する基礎を十分に提供しているとは言えないということに
なる。Kahleによると、こうした回顧的分析の目的は、将来の収益を予測することにあるので
はなく、むしろこの分析により、収益の決定因子（Ertragsdetem血anten）を通じて、将来の
収益を予測する手がかりを獲得することにあるというのである（］9）。
　1（ahleは、「国際会計基準」に従って行われる見積もりの問題性は、「国際会計基準」第14
号における包括的なセグメント報告書の利用により取り除かれると指摘する。改訂された「国
際会計基準」第14号は、リスクおよび報酬アプローチ（risk　and　reward　approach）によっ
て特徴づけられている。第14号によれば、リスクおよび好機部門に属する製品およびサービ
ス給付は、セグメントへと総括される。Kahleによると、これにより、多様化した企業の場合
には、予測の際の誤りが少なくなるかもしれないという。しかし、どの程度まで、過去指向的
年度決算書が将来の収支額、その時間上の構成およびその確実性に関する予測を可能にするか
ということは、明らかにされないままである。そうではあるが、「国際会計基準」が秘密積立金
の設定を制限する限りでは、これは、「ドイツ商法典」の規定よりも多くの盾報を伝達する。経
営管理者が秘密積立金を秘密裏に取り崩すことは、債権者を危険にさらすことになる。これは、
明らかに債権者保護に反することになろう。Kah］eによると、過小評価は、債権者保護ではな
い。っまり、「国際会計基準」の適用への移行が、債権者保護の改善と結び付いているのである
（40）。
　以上から、Kahleは、「国際会計基準」の予測機能は、構想上合目的ではないとしながらも、
こうした「国際会計基準」は秘密積立金の設定を制限するが故に、「ドイツ商法典」よりも債権
者保護に対して合目的であると結論づける。このKahleの論理展開の中で特に注意を払わなけ
ればならない点を挙げよう。それは、Kahleが、私的な「信用契約」における「規約」によっ
て達成される晴報による債権者保護」と「国際会計基準」の「（予測情報による債権者保護」
を、同じ「情報による債権者保護」という用語を用いて論理展開している点である。というの
も、前者と後者、2つの「情報による債権者保護」という用語の持つ意味内容が異なっている
からである。なぜ、Kah】eは、あたかもそれらが同じ内容を意味するかのように、同じ用語を
用いているのであろうか。次節において、その制度的意味を明らかにしたい。
W　むすび
　以上のように、Kahleは、ドイツにおいて、「国際会計基準」に従った個別決算書が将来的
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に作成される場合の債権者保護思考に関する論理を展開させている。Kah】eは、「国際会計基
準」は分配測定機能に指向して設定されているのではないことを理由に、この基準は、必然的
にこうした目的に対して合目的ではないと結論づけてはならないと主張する。現実の環境条件
の下では、債権者が慎重主義原則による利益算定に指向する傾向を認めながらも、次のことに
より、この問題を解決しようとする。すなわち、米国における私的な「信用契約」における「規
約」の機能である。というのも、この「信用契約」における会計に関する規律は、ドイツにお
ける従来の債権者保護と同様の効果を持つからである。なお、この「信用契約」における「規
約」により、信用委託の取引コストが上昇する可能性が生じうる。次に、Ka旬eは、英国を例
に挙げ、個別決算書に対する「国際会計基準」の適用の場合、経済的に実現した利益と留保可
能利益とは差別化されなければならないことを指摘する。さらに、個々の事象に対する「配当
禁止」による効果を、これが投資意思決定に及ぼす影響により、疑問視する。ここから、「配当
禁止」が債権者保護に資するとは限らないという帰結が導き出される。また、Kahleは、「国
際会計基準」に従った年度決算書は将来のキャッシュ・フローに関する情報を限定的に伝達しう
るにすぎないが故に、「国際会計基準」は、予測に役立つ情報の提供という意味での「情報によ
る債権者保護」思考には向いていないと指摘する。しかし、ドイツの債権者保護における秘密
積立金の問題性は、「国際会計基準」の適用を通じて解決されうるという。
　以上のKahleの論理展開から、何が明らかになるであろうか。注意すべき点は、従来の慎重
主義原則による債権者保護と「情報による債権者保護」は、かなり異なる思考であるというこ
とである。というのも、前者が、法律上の「配当禁止」あるいは秘密積立金の設定による内部
留保の充実を債権者保護として位置づけているのに対して、後者は、法律上の「配当禁止」の
効果を疑問視し、さらに秘密積立金の設定を制限することを債権者保護として位置づけている
からである。Kahleは、こうした後者の債権者保護を「博報による債権者保護」と呼んでいる。
　この「情報による債権者保護」思考との関係の中で導き出されるのが、次の点である。すな
わち、Kahleが、「信用契約」における「規約」による債権者保護を「情報による債権者保護」
としている一方で、「国際会計基準」の持つ予測機能の意味での債権者保護もまた「情報による
債権者保護」としていることである。つまり、「情報による債権者保護」という用語が用いられ
ているが故に、両者の「情報による債権者保護」の内容が同じ意味を持つと捉えてはならない
ように思われるのである。というのも、同じ用語が異なる意味内容を含む点にこそ、Kahleの
論攻の制度的役割を見出すことができると考えられるからである。意味内容の異なる2っの晴
報による債権者保護」論は、どのような制度的役割を果たしているのであろうか。卑見によれ
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ば、Kahleの論攻の制度的役割は、ドイツにおける従来の債権者保護思考とは別の債権者保護
思考の誕生、端的に言えば、債権者保護の手法の多様化の可能性の示唆にあるといえる。
最後に、Kahleは、従来の慎重主義原則による債権者保護を全面否定しているわけではない
ことを特筆しておきたい。Kahleは、「博報による債権昔保護」という概念によって、「国際会
計基準」に従った予測機能の意味での「（予測）情報による債権者保護」思考を成立させるため
に、「信用契約」における「規約」による「情報による債権者保護」思考を引き出しているので
ある。
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た。
（ien　Kahle…，aaO．，S．　698．
（1のEb（1，S．69＆699．
㈹Eb｛L，S．699．
㈹加藤盛弘著，前掲書，『一般に認められた会計原則』（1994年，森山書店），53頁。
（1つ本章では、「配当」の原語は“Dividende”、「分配」の原語は『Aussch加加㎎”に統一されてい
る。
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（ls）K曲…　，aaO．，SL701．
働Eb（1，S701．
⑳Eb己，S．701．
ei）　Eb己，S．701－702
（2za　Ebd，S．704－705，
（23）Ebd．，S．　705．
⑳Eb〔iL，S705．
en　Eb己，S．699．
pm　Eb己，S．699－700．
⑳Eb（L，S．700．
⑳Eb（1，S．700．
㈲Eb〔L，S700．
au　Ebd，S．702．
el）この概念の内容については、拙稿「「会計上の“真実かつ公正なる写像”概念の内容およびその
国際化への対応」，『商学研究論集』（第9号）を参照されたい。
（am　Kahle…，a。　a．0．，S．702．
ca＄　Ebd．，S．703．
eD　Ebd，S．703．
es　Ebd，S．　7037ca
（3ED　Ebd．，S．　704．
（3のEb己，S706．
㈹Ebd．，S．706．
働Eb己，S．706．
（4①Eb（L，S．706－707，
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第10章　「IAS命令」から見るドイツ会計制度の国際化
1．はしがき
　1998年に施行された「資本調達容易化法」（Kapitalaufhahmeerlei（ihtenmgsgesetz；
KapAEG）および「企業領域における統制および透明性に関する法律」（Gesetz　zur　Kontmolle
und　Transpamnz　im　Untemehmensbereklh；KbnTraG）を契機としたドイツ会計制度の国際
化①は、21世紀に入り、新たな局面を見せている。その一端は、次のことから明らかになる。
1つ目は、「資本調達容易化法」に基づき、新たに追加制定されたドイツ商法典（以下、単に商
法典と略す）第292a条が、2004年12月31日に失効することである②。当該規定に従って、
「商法典にもとついたコンツェルン決算書およびコンツェルン状況報告書の作成と公表に関す
る義務を免除されることになった。ただし、それは、これら親企業が国際的に承認されている
会計原則にしたがって、商法典にもとついたコンツェルン決算書およびコンツェルン状況報告
書に相当する『等価の』（gleiChwertlig）決算書を開示している場合に限られる③」のである。2
つ目は、欧州連合（以下、本章では、EUと記す）が2002年7月19日付で「IAS命令」
（IAS・Verordnung）を公表したことである④。当該命令によれば、　EU加盟国の上場企業は、
2005年以降、「国際会計基準国際財務報告基準」（international　Aoooundng　Standards；
IASAnternational　Finanda1　Report　Standards；IFRS：以下、本章では、「国際会計基準」の
み記す）に従ったコンツェルン決算書の作成義務を負うことになる。但し、その年度決算書あ
るいはその他非上場企業のコンツェルン決算書および年度決算書に対する「国際会計基準」の適
用については、加盟国選択権が与えられている⑤。さらに、当該加盟国選択権は、「10項目プ
ログラム⑥」（10Punkte・Progra皿ns）の中で、その「継受適用」（Weitergabe）が告知され
ている。それによれば、当該加盟国選択権の雁受適用」は、「任意適用（企業選択樹の形で、
資本市場指向的企業の個別決算書、ならびにその他の企業の連結決算書および個別決算書に対
して、IAS適用の可能性を開くもの⑦」とされている。かくして、ドイツでは、「その深層にあ
るEUの枠組みを前提に、　IASへの『2005年対応』が求められる⑤」と言われている。
　かかる状況に鑑みて、ドイツ会計制度の国際化がどのような過程にあるのかということを明
らかにすることは、会計研究上、意義を有すると思われる。そこで、本章は、その手がかりと
してBudhheim／Grdnerの共同論攻⑨を取り上げる。というのも、彼らの論攻は、「IAS命令」
を中心として、資本市場指向のコンツェルンに対して影響を及ぼすさまざまな指令の提案の概
観を呈示した上で、それらと法律との関係に焦点を当てているからである。彼らは、まず、「ms
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命令」における3つの規定の概要を紹介している。次に、その中の第4条の規定と商法典第292a
条との相違点が指摘され、「込S命令」の位置づけがなされている。さらに、「透明性および開
示法⑩」（Transparenz－und　PublizitatSgesetz；’IEranSPuG）による商法典第291条第3項の
改正点が挙げられる。最後に、「透明性指令」（T㎜spalenzridltl㎞e）の提案（11）の任務が明ら
かにされ、その位置づけがなされている。
　はたして、Budhheim／Gr6nerの論攻は、現在のドイツ会計制度の国際化の過程をどのよう
に描き出しているのであろうか。結論として、2つの分析視角が指摘され、そこから垣間見る
ことのできるドイツ会計制度の国際化の“今”が明らかにされる。
ll．「IAS命令」の概要
　Budhheim1Gr6nerによれば、　EU域内の資本市場上場企業が、「国際会計基準」に従ったコ
ンツェルン決算書を作成することに際しては、その履行基準と各国の国内法との調和化が必要
であるという。当該履行基準には、加盟国内の貸借対照表法とEU域内の取引所に上場してい
る企業の報告義務との調和化に関する命令および指令の提案が含まれる。Budhheim／Grdner
は、その中で、とくに「IAS命令」、睡明性および開示法」および「透明性指令」の提案に注
目している。本節では、まず「IAS命令」の概要を取り上げることにする。
　「IAS命令」第4条は、　EU加盟国の企業に対して、次のことを義務づけている。すなわち、
2005年1月1日に開始する営業年度以降、「国際会計基準」に従ったコンツェルン決算書を作
成することである。但し、その企業が、「有価証券業指令」（WertpapierdienstleiStUngen－
richtlinie）第1条第13項の意味での「規制の下におかれた市場」（geregelter　Markt）に有価
証券を上場している場合に限られる。さらに、第5条は、加盟国に対して次の選択権を提供し
ている。すなわち、資本市場に指向しない企業のコンツェルン決算書ならびに年度決算書に対
する「国際会計基準」の適用義務あるいは任意適用についての選択権である。当該加盟国選択
稚は、各国の立法者による国内法化が可能である。さらに、経過規定として、第9条が定めら
れている。これは、次の企業に対して、2007年1月1日以降に開始する営業年度に「国際会
計基準」に従った決算書の作成を義務づけている。すなわち、債券（S（inUldtiteln）のみを上
場している企業、あるいは欧州以外の取引所への上場目的で「米国の会計原則」（US－Genera】1y
A㏄ep艶d　A㏄α皿ti㎎P血ciples；US－GAAP）を適用している企業であるcm。
　Bud止eim／Gr6nerによれば、「IAS命令」が規定しているのは、コンツェルン決算書作成の
際に適用されるべき会計（報告）システムである。つまり、コンツェルン決算書を作成しなけ
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ればならない企業を規定しているのではないのである。これを規定しているのは、商法典第290
条以下である。これについて、彼らは、以下の例示を設定している㈹。
例示1
　「公式の取引」（Amtlicher　Handel）に株式を上場している親企業は、財産に関する当該親企
業の権利を持続的に侵害している単一の子企業を有している。
●　「国際会計基準」第27号パラグラフ13によれば、当該親企業には、コンツェルン決算書
　　を作成する義務はない。
●　商法典第296条によれば、当該親企業は、子企業を連結しなければならない。したがって、
　　コンツェルン決算書の作成の場合には、2005年1月1日以降「猛S命令」に基づき、「国
　　際会計基準」に従った決算書を作成しなければならない。というのも、親企業が、「公式
　　の取引」に上場しているからである。しかし、この場合、実際には、「国際会計基準」に
　　従ったコンツェルン決算書は作成されないであろうということには、注意が払われない。
　この例示から明らかになるように、まずコンツェルン決算書が作成されるか否かにっいて、
コンツェルン貸借対照表指令により調和化された国内法、つまりドイツでは商法典第290条以
下の条文に従って判断される（第1段階）。次に、作成義務が生じると判断される場合には、
「IAS命令」に基づき、コンツェルン決算書に適用されるべき会計（報告）システムが決定さ
れることになる（第2段階）。かかる状況は、以下の図1で示される（1の。
図1
コンツェルン決算書
　　作成義務
コンツェルン決算書
　会計システム
　商法典
第290条以下
「IAS命令」および
選択権の行使
出典、Bud血eir。Jl・9inelG・6nenSusar皿・，‘‘dnwendungSberelCh　dm　ms－V…mb・ng　an　d・・
Sdbnit㎞皿e　zu　deutsdユem　und　EU・Bilanzredht”，　BB，　Heft　18　（30．4．2003），　S953．
154
第10章　　「IAS命令」から見るドイツ会計制度の国際化
　以上のように、Buchhei皿IGr6nerは、「IAS命令」の第4条、第5条および第9条を概観し
ている。本節において、注目すべき点は、図1に示される状況である。つまり、「IAS命令」
の規定は、コンツェルン決算書の作成義務が生じるか否かではなく、作成義務が生じるとの判
断後に、制度的意味を有するということである。では、その際に、「IAS命令」は、どのような
役割を果たすのであろうか。次節では、とくに「IAS命令」第4条に焦点を当てることにする。
皿．rlAS命令」第4条と商法典第292a条との相違点
本節では、コンツェルン決算書の作成義務が生じると判断された場合に初めて制度的意味を
有する「IAS命令」の中で、とくに第4条の規定を中心に取り上げ、当該規定と「ドイツ商法典」
第292a条との相違点を挙げることにする。というのも、かかる相違点から、「IAS命令」にお
ける加盟国選択権の重要性が浮かび上がってくると思われるからである。
　Budhheiin》Gr6nerによれば、「IAS命令」第4条と商法典第292a条との間には、2つの相
違点がみられるという。1つ目は、企業に対する商法典第292a条の適用範囲が「IAS命令」
第4条より原則的に広い点にある。商法典第292a条は、国際的な諸原則に従ったコンツェル
ン決算書およびコンツェルン状況報告書の作成および公示により、商法典に従ったコンツェル
ン決算書の作成義務が免除される企業を次のように規定している。すなわち、親企業あるいは
その子企業から発行された有価証券を通じて「有価証券取引法」（Wertpapierhandelsgesetz；
WpHG）第2条第5項の意味での「組織化された市場」（organisierter　Matkt）を禾1」用してい
るか、あるいは取引所への上場認可を申請している親企業である㈹。
　これに対して、「IAS命令」第4条の適用範囲は、「規制の下におかれた市場」に有価証券を
　　　　　　　ち上場している企業に限られている。つまり、上場認可を申請している企業には、第4条の適用
は認められない。Budhheirn／Gr6nerは、2つの規定の適用範囲を一致させるために、「IAS命
令」第5条の加盟国選択権を「継受適用」する必要があることを指摘している。というのも、
その「継受適用」を通じて、上場認可申請中の企業は、商法典に従った決算書の作成義務を免
除されるからである。当該加盟国選択権は、「10項目プログラム」の中で、その「継受適用」
が告知されている㈹。
　2つ目の相違点は、「国際会計基準」に従ったコンツェルン決算書の作成範囲にある。商法典
第292a条によれば、コンツェルン親企業は、その子企業のみが「組織化された市場」を利用
している場合にも、商法典に従ったコンツェルン決算書の作成義務を免除される。つまり、親
企業の上場が、作成義務の免除に対する前提条件ではない。したがって、非上場親企業もまた、
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「国際会計基準」に従ったコンツェルン決算書を作成することができる。これに対して、「ms
命令」は、（部分）コンツェルン親企業の上場が、「国際会計基準」に従った決算書の作成の前提
条件であると規定している。その結果、次の企業が問題となる。すなわち、商法典第292a条
に基づき、商法典に従った決算書の作成を免除されている企業である。Buchheim／Gr6nerは、
かかる事例においても、「ms命令」第5条の加盟国選択権の「継受適用」の必要性を認識して
いる。これについて、彼らは、以下の例示を設定している⑰。
例示2
　持株会社たる親企業は、60％上場子企業を有している。さらに、当該子企業は、常に利用す
ることのできるその他連結義務を負う子企業を有している。
●幽 ､法典第292a条によれば、商法典に従った決算書の作成義務の免除に対する前提条件は、
　　子企業の資本市場上場により満たされている。したがって、当該持株会社は、上位の「国
　　際会計基準」に従った決算書を作成することができる。
●　「IAS命令」第4条によれば、子企業およびその下位会社から構成されている部分コンツ
　　ェルンのみが、「国際会計基準」に従った決算書の作成義務を負う。但し、国内法におい
　　て、部分コンツェルン決算書の作成義務が生じる場合に限られる。当該持株会社は、次の
　　場合に、コソグロマリット（KonglOmerat）全体の商法典に従った決算書を作成しなけれ
　　ばならないことになろう。すなわち、商法典第292a条が無効になり（ausVaufen）、「IAS
　　命令」の加盟国選択権が「継受適用」されない場合である。
　以上のように、Buchheim》Grdnerは、「IAS命令」第4条と商法典第292a条との相違点と
して、各々の規定の企業に対する適用範囲、および「国際会計基準」に従ったコンツェルン決
算書の作成範囲の2つを挙げている。本節における注意点を3つ挙げよう。1つ目は、「有価証
券業指令」第1条第13項の意味での「規制の下におかれた市場」と「有価証券取引法」第2
条第5項の意味での「組織化された市場」の定義が一致していることである（ls。2つ目は、商
法典第292a条が2004年12月31日に失効することである。その結果、2005年1月1日以降、
当該規定の適用範囲の企業に対して、「IAS命令」が適用されることになる。かかる状況に鑑
みて、「IAS命令」第4条と商法典第292a条との2つの相違点を挙げることにより、
Bu（mheimlGr6nerは、「10項目プログラム」の中で告知されている「IAS命令」第5条にお
ける加盟国選択権の「継受適用」の正当性を主張する論理を展開する。というのも、彼らによ
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れば、当該加盟国選択権の「継受適用」が、これら2つの相違点の解消につながるからである。
3っ目は、「IAS命令」が「ドイツ商法典」、つまり会社法との関連の中で、位置づけられている
ことである。この点には、とくに注意する必凄があると思われる。さらに、今ひとつ、会社法
との関連の中で捉えられるべき法律が、「透明性および開示法」である。次節では、当該法律に
よって改正された商法典第291条第3項の規定を取り上げることにする。
N，「透明性および開示法」による商法典第291条第3項の改正点
前節では、「IAS命令」を会社法との関連の中で位置づけることが重要であることが確認で
きた。本節で取り上げる「透明性および開示法」もまた、会社法と関連している様相を捉える
必要がある。というのも、「透明性および開示法」は、商法典第291条第3項の中に組み込ま
れているからである。「透明性および開示法」は、2002年7月19日付で制定されている。当
該法律は、「連結会計法制の一層の整備を図るものであるα％という。以下に、「透明性および
開示法」の可決により改正された商法典第291条第3項の条文を挙げる⑳。
「第291条第3項
　第1項による作成免除は、第2項に掲げる前提条件の存在にかかわらず、次の各号の1つに
該当するときは、親企業はこれを要求することはできない。
1．作成を免除されるべき親企業が、その株式が公式の市場での取引について許可されている
　　株式会社であるとき
2．株式会社および株式合資会社にあっては作成を免除されるべき親企業の持分の少なくと
　　も100分の10を有し、また有限会社にあってはその持分の少なくとも100分の20を有
　　する社員が遅くともコンツェルン営業年度の終了前6ヶ月以内にコンツェルン決算書およ
　　びコンツェルン状況報告書の作成を請求したとき。当該親企業に作成を免除されるべき親
　　企業の持分の少なくとも100分の90が属しているときは、その他社員が作成免除に同意
　　したときに限り、第1項を適用することができる。」
　これにより、「欧州経済共同体指令」（EUIEWG）に従ったコンツェルン決算書または商法典
第292条に基づき認められる欧州以外の決算書には、「公式の市場」（AmtliCher　Markt）での
取引について許可されている部分コンツェルン親企業に対する作成免除効果がないことになっ
た。したがって、当該部分コンツェルン親企業は、「IAS命令」に基づき、「国際会計基準」に
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従った部分コンツェルン決算書の作成義務を負うことになる。というのも、Buchheim1Gr6ner
によれば、「公式の市場」は、「IAS命令」の意味での「規制の下におかれた市場」であるから
である。「ドイツ商法典」第291条第3項は、企業に対する「IAS命令」の適用範囲を広げること
になろう。これについて、彼らは、以下の例示を設定している⑳。
例示3
　「公式の取引」に上場している株式会社は、米国の親企業の90％子企業である。さらに、当
該株式会社は、その他連結義務を負う下位会社を有している。
●
●
●
「透明性および開示法」の可決以前、当該株式会社は、内部的には「米国の会計原則」に
従って貸借対照表を作成していた。また、外部的には「ドイツ商法典」第291条第3項（旧
条文）に関連した第292条第1項に基づき、コンツェルン決算書を全く公表していなかっ
た。他方、米国の親企業は、商法典第291条第1項に基づき、ドイツ語によるコンツェル
ン決算書およびコンツェルン状況報告書を公示していた。
「透明性および開示法」の可決以降、当該株式会社は、「公式の取引」での株式の上場を
根拠に、（部分）コンツェルン決算書の作成義務を負うことになった。但し、当該株式会
社が、現在適用している基準は、「米国の会計原則」である。
当該株式会社は、「IAS命令」第4条に基づき、2005年1月1日以降「国際会計基準」
に従ったコンツェルン決算書の作成義務を負うことになる。というのも、当該株式会社は、
商法典第290条に基づき、コンツェルン決算書の作成義i務を負う企業であり、EU域内の
「規制の下におかれた市場」に上場しているからである。かかる事例において、当該株式
会社は、米国の取引所への上場目的で「米国の会計原則」を適用しているのではないが故
に、「LAS命令」第9条の経過規定における加盟国選択権の「継受適用」の際の問題とは、
無関係である。
BudhheimlGr6nerによれば、商法典第291条第3項の新条文が触れているのは、「組織化さ
れた市場」ではなく、「公式の市場」であるため、現在のところ、「規制の下におかれた市場」
に上場している株式会社に対する部分コンツェルン決算書の作成義務は生じないという。これ
について、彼らは、以下の例示を設定している⑳。
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例示4
　「規制の下におかれた市場」に上場している株式会社は、米国の親企業の90％子企業である。
さらに、当該株式会社は、その他連結義務を負う下位会社を有している。
?
●
「透明性および開示法」の可決以降、ドイツの「規制の下におかれた市場」に上場する場
合も、債券を上場する場合も、部分コンツェルン決算書の作成義務は生じない。
かかる状況は、2005年1月1日以降も変わらない。つまり、当該株式会社に対して、「】AS
命令」第4条を適用することはできない。というのも、会社法上、コンツェルン決算書の
作成義務が生じないからである。
Budhheim／Gr6nerは、資本市場指向企業が「公式の取引」に上場しているか、あるいは「規
制の下におかれた市場」に上場しているかにより、その会計（報告）システムが異なる状況を
危惧している。彼らによれば、かかる状況は、「現代化指令OP」（MOdernisierung－RIJ）に基づ
き、商法典第291条第3項の規定を次のように一・部改正することを通じて解消されるという。
すなわち、当該条文は、現行の規定における「公式の取引」の記述に止まらず、「組織化された
市場」にも触れなければならないということである。その結果、同じ資本市場指向企業が、異
なる会計（報告）システムを適用するという現在の状況が回避されることになる。
Buchheim／Gr6nerは、「現代化指令」の意味での（部分）コンツェルン決算書の作成範囲の拡
大を仮定すると、社債（S（血uldver曲ejbu㎎en）の初回発行の場合、2007年までの商法典第
292a条の効力の延長を通じて、さまざまな影響が及ぼされることになると述べている。これに
ついて、彼らは、以下の例示を設定しているas。
例示5
　日本の親企業の100％子企業は、「規制の下におかれた市場」への新たに発行されるべき社債
の上場認可を申請する。当該子企業は、日本の親企業が米国の取引所に上場していることから、
内部的には「米国の会計原則」に従って貸借対照表を作成している。さらに、当該子企業は、
その他連結義務を負う子企業を有している。
●　社債の発行前、当該子企業は、商法典第291条および第292条に基づき、商法典に従った
　　部分コンツェルン決算書の作成を免除される。また、「規制の下におかれた市場」への社
　　債の上場認可の申請の場合、当該子企業は、商法典第292条に関連した第291条第3項
　　に基づき、部分コンツェルン決算書の作成を免除される。
159
第10章　　「IAS命令」から見るドイツ会計制度の国際化
●　　「現代化指令」が商法典第291条第3項に転換されるとすれば、当該子企業は、社債の上
　　場と同時に、部分コンツェルン決算書の作成義務を負うことになる。
●　「IAS命令」第9条の経過規定における加盟国選択権が「継受適用」されない場合、当該
　　子企業ぽ2005年1月1日以降、「国際会計基準」に従った部分コンツェルン決算書の作
　　成義務を負うことになろう。しかし、当該加盟国選択権は、「10項目プログラム」の中で、
　　その「継受適用」が告知されている。したがって、2007年1月1日以降部分コンツェ
　　ルンに対する「IAS命令」の適用が義務づけられることになる。この場合、部分コンツェ
　　ルンは、商法典第292a条に基づき、「米国の会計原則」に従った部分コンツェルン決算書
　　の作成による免除規定を利用することができない。というのも、商法典第292a条は、2004
　　年12月31日に失効するからである。つまり、部分コンツェルンは、2005年1月1日か
　　ら2007年1月1日までの間、商法典に従ったコンツェルン決算書の作成および公示の義
　　務を負うことになる。
●　しかし、「LAS命令」第5条における加盟国選択権の継受適用」により、2005年1月1
　　日以降、「国際会計基準」に従った部分コンツェルン決算書の作成が可能となる。この場
　　合に限り、商法典に従った部分コンツェルン決算書の作成義務は生じない。結局、「L鴇
　　命令」第9条の経過規定は、債券のみを上場する企業の負担軽減にはっながらない。
●　2007年1月1日まで商法典第292a条の効力を延長することは避けられない。つまり、
　　2005年および2006年の営業年度に対する「米国の会計原則」に従った貸借対照表の作成
　　が認められなければならない。それ以降、「IAS命令」第4条に基づき、「国際会計基準」
　　に従った部分コンツェルン決算書の作成が義務づけられることになる。
Budhheim〆Gr6nerは、「透明性および開示法」と関連した商法典第291条第3項の改正につ
いて、次のように結論づけている。すなわち、この改正では不十分であるということである。
というのも、現行の規定においては、資本市場指向企業の範囲を「公式の取引」に限定してい
るからである。彼らによれば、「現代化指令」に基づき、その範囲を一層広げることが必要とな
る。つまり、「組織化された市場」に上場している企業もまた、その範囲に含めなければならな
い。その結果、資本市場指向企業は、市場の種類の区別なく、同じ会計（報告）システムを適
用すべきであるとの帰結が導き出される。さらに、Buchheim／Gr6nerが、商法典第292a条の
効力の延長の必然性を指摘している点には、注意する必要があろう。
　以上から、本節の最初で指摘されたように、「透明性および開示法」一「現代化指令」を含む
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一が、商法典、つまり会社法と関連している様相が確認できた。次節では、「透明性指令」の
提案を取り上げ、当該指令の提案は、どの法律と関連しているのか、また、どのような任務を
有するのか、この点を明らかにしたい。
V．「透明性指令』の提案の任務
　本章第皿節および第IV節で取り上げた「IAS命令」、「透明性および開示法」および「現代化
指令」は、会社法との結び付きの中で位置づけられると結論づけられた。本節では、「透明性指
令」の提案に焦点を当てることにする。というのも、当該指令は、既述の「IAS命令」、「透明
性および開示法」および「現代化指令」とは異なり、会社法と結び付いているのではないから
である。
　Budhheim／Gr6nerは、「透明性指令」の提案に触れる前に、新しく設けられた市場セグメン
トについての考察を行っている。ドイツ証券取引所株式会社（Deutsdhe　B6rse　AG）は、2003
年1月t日に、「ゼネラル・スタンダード・セグメント」（（leneral－Standard・Segrnent）と「プ
ライム・スタンダード・セグメント」（Ptme－Standard－Segment）とに市場を分割した。前者
は、「公式の市場」または「規制の下におかれた市場」への上場の際に、資本市場法上の最低限
の前提条件を満たしている企業、後者は、国際的な投資家に指向している（positionieren　siCh）
企業をその対象としている。また、後者にあっては、四半期報告書（QuartalSberiChte）の作
成および「国際会計基準」あるいは「米国の会計原則」の適用が義務づけられている。いずれ
にせよ、会社法の適用範囲にある両セグメントの（部分）コンツェルンは、「】AS命令」に基
づき、2005年1月1日または2007年1月1日以降、「国際会計基準」に従った決算書の作成
義務を負う。というのも、両セグメントは、「IAS命令」の意味での「規制の下におかれた市
場」であるからであるCO。
　EU委員会は、2003年3月26日付で、「透明性指令」を提案している。　BudhheirnlGrdner
によれば、これは、EUにおける金融市場における発行者の期間適合的かっ経常的（laUfenden）
公示義務の統一につながるという。「透明性指令」の提案は、「規制の下におかれた市場」に上
場しているすべての企業に次のことを義務づけている。すなわち、「国際会計基準」第34号に
従った半期報告書（Ha】bjahtbericht）の作成である。さらに、株式溌行者は、　EUの諸規定に
従って四半期報告書を公示する義務を負う。BudhheimlGrdnerは、こうした四半期報告書に
より、ドイツ証券取引所に上場している（部分）コンツェルンの開示義務における相違は制限
されると述べている。というのも、会社法および資本市場法上の規制は、EUの諸規定に従っ
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た記載事項を含む四半期報告書と協調しているからである⑳。
BudlheimlGr6nerは、「m　s命令」および「透明性指令」の提案が資する点を次のところに
見出している。すなわち、EU域内の金融施設（EU・Fina㎎platz）への有価証券の上場認可の
申請の際に、発行者の報告義務が調和化されること、この点である。彼らによれば、「IAS命
令jが国内の会社法に従った年度決算書あるいはコンツェルン決算書の作成義務を負う企業に
対する毎年の報告義務を規定しているのに対して、「透明性指令」の提案は、「国際会計基準」
に従った毎年および1年未満の（unte巧a㎞ge）報告義務を規定している。但し、当該指令は、
その報告義務を資本市場指向企業に結び肘けていることを看過してはならない。さらに、EU
委員会によって提案されている「目論見書指令」（ProspekUiChtlinie）の提案⑳もまた、こう
した調和化の中で重要な役割を果たしている。つまり、EU委員会は、加盟国内の会社法およ
び資本市場法の一貫した同化（konsiStente　AngleiChung）を目指しているのである。かかる状
況は、以下の図2で示される⑳。
図2
「目論見書指令」
（初回上揚認可｝
［透睨性指令」
（次回義務）
出典：Budhheim／Grimer…，　aaO．β．955．
　以上のように、Budhheim／Grdnerは、「ゼネラル・スタンダード・セグメント」と「プライ
ム．スタンダード・セグメント」が会社法の適用範囲にあることを確認した上で、「透明性指令」
の提案の任務を次の点に見出している。すなわち、資本市場法として、「規制の下におかれた市
場」一上記2つのセグメントを含む一に上場しているすべての企業の報告菱務を統一化す
ること、この点である。また、ここでは、「透明性指令」の提案が資本市場法と関睦して位置づ
けられていることに注意しなければならない。
　では、以上のBudhheirn／Gr6nerによる論理展開から、何が明らかになるのか。換言すれば、
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ドイツ会計制度の国際化は、現在、どのような過程にあるのか。次節において、その点を明ら
かにしたい。
VI．むすび
　以上のように、BuchheimlGr6nerは、「IAS命令」を中心として、「透明性および開示法」、
および「透明性指令」の提案を会社法あるいは資本市場法との結び付きの中で位置づけている。
資本市場指向企業（コンツェルン）は、かかる命令および指令の提案に基づき、その会計（報
告）に際して、会社法上の規制にも資本市場法上の規制にも従わなければならない。その結果
として、EU加盟国内の会社法および資本市場法は、一貫して同化されることになる。
Buchheim／G1もnerは、その上で、次の2つ結論を導き出している。1つ目は、会社法および資
本市場法の領域における変更を通じて、企業がさらなる決算書の作成による追加コストを負担
することのないように、調整が施されなければならないということである。2つ目は、2007年
1月1日まで商法典第292a条の効力を延長しなければならないということである。当該規定
は、2004年12月31日に失効するが、個々の事例において、「米国の会計原則」を適用してい
る企業には、その効力の延長が必要であるというのである。
　さて、Budhheim／Gr6nerの論攻は、現在のドイツ会計制度の国際化がどのような過程にあ
ることを描き出しているのであろうか。その際、2つの分析視角を用いなければならないと思
われる。すなわち、「ドイツ商法典」第292a条からの視角と「IAS命令」第5条からの視角で
ある。前者の分析視角からは、会計（報告）システムが「国際会計基準」に収敏していく様相
が見て取れる。換言すれば、「国際会計基準」への比重が増していく反面、「米国の会計原則」
への比重が減っていく現象を捉えることができるのである。というのも、商法典第292a条の
2004年末の失効は、「米国の会計原則」に従って決算書を作成している企業に影響を及ぼすか
らである。
　これは、商法典第292a条の効力の延長を主張する今ひとつの意見からも明らかである。か
かる意見を表明しているBurgerlUlbrichは、次の3つの要件を満たす企業に対する2005年末
までの商法典第292a条の効力の延長の必要性を指摘している。すなわち、①営業年度が暦年
から乖離している、②「IAS命令」第9条の経過規定が適用されない、かつ③「国際会計基準」
あるいは「米国の会計原則」を適用している企業である。かかる状況は、以下の図3で示され
るpm。
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図3
商法典に従った
コンツェルン決算書
「国際会計基準」あるいは
「米国の会計原則」に従った
　コンツェルン決算書
商法典
一一．．第．292翻条．．．．
　商法典
謔Q90条以下
規制の不備
rlAS命令」
ノー一一一一一H－一一トー一十一一一一レ
2004年　2004年　2005年
6月30日12月31日　6月30日
出典：Bu劇U】bridh，“IASLVerordn1皿9　und§292a　HGB－Prbblame　beim　Ubergi皿9－”，　DB・
Heft　45（7．11．2003），　S．2397．
　さらに、BurgerlU］briChは、「IAS命令」第9条の経過規定が適用できる企業の場合にも、
当該企業が「米国の会計原則」に従って決算書を作成している場合には、2007年末までの商法
典第292a条の効力の延長が必要であると述べている。かかる状況は、以下の図4で示されるew。
図4
商法典に従った
コンツェルン決算書
「米国の会計原則」に従った
　コンツェルン決算書
商法典
　商法典
謔Q90条以下
規制の不備
「IAS命令」第9条
魚漁ゑ簸懸ト
2004年　2005年　2006年
12月31日　　12月31日　　12月31日
出典：Bm馴田br㎞…，　a．a．O．，S．2399．
　以上のように、Burger／Ulbrichは、その論攻の中で、図3に示される状況においては2005
年末まで、図4に示される状況においては2007年末まで、商法典第292a条の効力の延長を
求めるのであるが、これもまた、会計（報告）システムが「国際会計基準」に収敏していく過
程の証左であるいえよう。
　では、後者の分析視角、すなわち「IAS命令」第5条の分析視角からは、ドイツ会計制度の
国際化のどのような面が描き出されるのであろうか。ここで再度、「IAS命令」第5条の加盟
国選択権の内容を繰り返す。第5条は、資本市場に指向しない企業のコンツェルン決算書なら
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びに年度決算書に対する「国際会計基準」の適用義務あるいは任意適用についての選択権を規
定したものである。これは、何を暗示するのであろうか。卑見によれば、年度決算書における
「国際会計基準」適用の可能性が示唆されているのである。これについては、ドイツにおいて、
さまざまな論陣が張られていることは、周知の事実であるel）。これらは、例えば、「基準性原則」
（MaBgebhchkeitspr吻）や「債権者保護」（G】aubigerschutz）の視点から、検討されてい
るものである（3D。したがって、かかる状況に鑑みて、第5条における加盟国選択権の「継受適
用」が、ドイツ会計制度の国際1ヒにどのような影響を及ぼすのか、ということに注意しなけれ
ばならない。というのも、当該加盟国選択権は、「10項目プログラム」の中で、その「継受適
用」が告知されているからである。
　以上から、Budhheim！Gr6nerの論攻は、「IAS命令」および商法典第292a条の効力の延長
の必然性からドイツ会計制度の国際化の過程を捉えたものであり、その制度的意味は、次の2
点を明らかにしたことにあるといえよう。すなわち、「国際会計基準」対「米国の会計原則」の
関係の中で、前者が後者を淘汰していく過程を描き出していること、そして「IAs　e，令」第5
条の加盟国選択権の継受適用」がドイツ会計制度に大きな影響を及ぼすであろうということ
を示唆していること、この2点である。
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第11章　「貸借対照表法改革法」草案および「貸借対照表統制法」草案の概要
1．はしがき
　「IAS命令」により、　EU加盟国の上場企業は、2005年1月1日以降、「国際会計基準国際
財務報告基準」（international　Aeoounting　Staiidards；IASAnbernational　FinanCial　Report
StandardS；IFRS：以下、本章では、「国際会計基準」のみ記す）に従ったコンツェルン決算
書の作成義務を負うことになっているが、それに先立ち、ドイツでは、2004年4月21日に、
連邦内閣によって、以下の2つの法案が決議された。それが、「貸借対照表法改革法」
（Bilanzre（thtSrefOrrngesetz；Bi　RReG）および「貸借対照表統制法」（B皿an乞kont塾o皿gesetz；
BilKoG）の草案である。連邦法務大臣Zipriesは、同両法案により、「10項目プログラム」の
転換による重要な改革、つまり企業の高潔性（Untemehmensintegritat）および投資家保護の
さらなる強化が行われることになると述べている。エンロンあるいはパルマラーに見られる最
近の国際的な会計スキャンダルは、投資家の信頼を失わせる結果に至った。こうした状況に鑑
みて、株式市場への投資家の信頼を取り戻すためには、企業報告の透明性および自己統制が不
可欠であると言われている。Zjpriesによれば、これに資するのが、「貸借対照表法改革法」お
よび「貸借対照表統制法」なのである①。
　「貸借対照表法改革法」草案および「貸借対照表統制法」草案の対象は、いわゆる「エンフ
ォースメント」の導入である。これにより、必要とあれば、資本市場企業の決算書は、独立し
た場所によって監査され、違反が発覚した場合には、「連邦金融サービス業監督施設」
（Bundesanstalt　fiir　FinanzlienstleistungaulSicht；BaFin）によって処罰されることになる。
同両法案ぽ2003年⊇月25日付の「企業の高潔性および投資家保護に関する連邦政府の措置
一覧」（以下、本章では、「措置一覧」と記す）における会計および決算監査に関する項目4、5
および6の圧倒的な部分を転換している。「貸借対照表法改革法」草案の理由書によれば、同
両法案は、価値の高い、透明性のある、かつ資本市場に指向した会計基準のみならず、同時に
かかる基準の遵守の保証に関するメカニズムを改善し、全体として資本市場企業の決算書の質
の向上および保証を目標にした広いコンセプトの実現に貢献する②。
　本章では、「貸借対照表法改革法」草案および「貸借対照表統制法」草案の理由書を中心とし
て、これらの法案を概要を示した上で、ここから、現代のドイツ会計制度改革の特徴を明らか
にする。
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∬．「貸借対照表法改革法」草案における理由書の内容
　「貸借対照表法改革法」草案の理由書によれば、同法案は、ドイツの貸借対照表法の新展開
と国際化、および決算監査人の役割の強化にその重点を置いている。まず、貸借対照表法の部
分において重要であるのは、次の4つの欧州共同体（European　Gemeinsehaft；EG：以下、
本章では、EGと記す）の法的行為に対して、ドイツ国内の貸借対照表法を適合修正すること
にある。すなわち、「IAS命令」、「現代化指令」、「基準値指令」および「公正価値指令」であ
る③。
　次に、決算監査の領域においては、とりわけ決算監査人の独立性の強化が目標にされる。そ
の際に、とくに商法典第319条の改正および商法典第319a条の新たな追加がなされることに
なっている。商法典第319条が規定しているのは、決算監査人の選任が除外される事例である。
当該条文によれば、これは、経済監査士（Wh細ha館pr〔d勧あるいはこれに近しい者と、監査
されるべき会社あるいはこれに関連する企業との間の人的、財務的および営業的関係が問題に
なるという④。
　さらに、会計および決算監査の法的枠組みの効率を最大限に高めるために、「貸借対照表法現
代化法」（Bilanznechtsmodernisierungsgesetz）の立法が計画されている。これは、「措置一覧」
の中ですでに告知されている。当該法律は、2004年後半に公示されることになっている。この
中では、「現代化指令」に従った選択権の行使に関する意思決定、それ以上に出る国際的な動向
への商事貸借対照表法の適合修正、公正価値評価への商事貸借対照表法の開放が予定されてい
る⑤。
　以下では、「貸借対照表法改革法」草案の理由書の中で挙げられている「IAS命令」、「現代
化指令」、「基準値指令」および「公正価値指令」へのドイツ貸借対照表法の適合修ヨEプロセス、
ならびに決算監査人の独立性について取り扱うことにする。
1．rlAS命令」
理由書によれば、「LへS命令」の中心規制は、組織化された資本市場で有価証券を発行して
いる企業は、2005年以降、そのコンツェルン決算書の作成に際して、「国際会計基準」を強制
適用する義務を負う、この点にある。その他企業、つまり組織化された資本市場で活動してい
ない企業のコンツェルン決算書およびすべての資本会社の個別決算書に対する「国際会計基準」
の適用に関しては、「IAS命令」の第5条において選択権が与えられている。その限りにおい
て、EU加盟国は、「国際会計基準」の適用を規定するか、あるいは企業選択権として許可する
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可能性を有している⑥。
　では、そもそも「国際会計基準」とは、どのようなものであろうか。理由書によれば、「国際
会計基準」は、私的な性格を有する「国際会計基準審議会」によって作り上げられた会計原則
である。かかる審議会の活動資金は、さまざまな国からの基準設定者、産業企業、銀行および
保険会社、経済監査士およびその他貸借対照表作成に関係する者または利害関係者からの寄付
金によって調達されている。構成メンバーは14名であり、そのうち欧州から参加しているの
は6名である。EU域内への「国際会計基準」の引き受け手順は、「ラムファルシー・グループ」
（Lamfalussy・Gruppe）の勧告に従っている。当該グループは、2000年リスボンでの欧州委
員会の決議に基づいて召集され、欧州有価証券市場の規制に関する報告書を作成した。かかる
状況の背景には、2005年以降、EUの資本市場指向企業のコンツェルン会計を国際的に認めら
れた諸原則へと適合修正するという目標があった。これは、欧州有価証券市場のさらなる完全
化を目指し、グローバル化された資本市場での欧州企業の競争力を強化するために行われる。
「国際会計基準」は、ドイツに代表される欧州大陸的貸借対照表作成諸原則とは著しく異なる
アンゲロ・アメリカ的貸借対照表作成の伝統に基づいている。さらに、当該基準は、2㎜年5
月付の「証券監督者国際機構」（lntemational　Orgaエ血ation　of　Securities　Comm鵬ions；
10SCO）の決議により、ボーダーレスの取引所上場認可を目的として世界的に勧告された。そ
れ以来、「国際会計基準」は、国際的な規則集とみなされている⑦。
　欧州レベルでの「国際会計基準」の引き受けは、私的な基準設定者を重視する推移動向に対
応している。ここから、次のことが期待されていたことが予測されよう。すなわち、刻々と変
化する経済状況に見られる新たな傾向に対して、貸借対照表作成基準をより迅速に適合修1Eす
るか、あるいは先を見越してそのような傾向を考慮する柔軟かつ実務よりの（praxisnahe）作
業が求められていたということである。理由書によれば、基準設定に際して、幅広い、かつ重
要な利害関係者を包括する基準設定者審議会を構成すること、および透明性のある、公の諮問
機関と結び付いた基準設定方式を守ることが不可欠である。ドイツでは、「企業領域における統
制および透明性に関する法律」（Gesetz　zur　Kontrolle　und　T㎞sparenz　i皿
Unteme㎞ensbe艶i（沮）によって商法典第342条が新設され、　i基準設定者の活動に対する法
的基礎が与えられた。こうした基準設定者は、コンツェルンの会計基準の作成、貸借対照表法
領域の立法への助言、および国際的な専門審議会との共同作業の中でのドイツの利害の代表の
義i務を負う。そして、登記社団「ドイツ会計基準委員会」（DeutsChes　Redhnungslegungs
Standards　Committee；DRSC）が、「ドイツ基準設定委員会」（DeutSChen
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Standamhsierungsrat；DSR）により専門審議会として設立された。これは、「連邦法務省」
によってドイツの基準設定者として認められている⑤。
　欧州委員会は、個々の事例における「国際会計基準」の適用について、「IAS命令」の第6
条に基づき、委任論方式（KbmitOfOgievervahren）で意思決定を行う。理由書によれば、かか
る方式は、基礎法行為（Basisrechtakt）として、命令の具体化および現実化（AktUahSiemng）
に役立っ。これに加えて、加盟国の代表者から構成される「規制委員会」
（Regelu㎎sausschuss）が設置される。この「規制委員会」と並んで、利害関係を有する範
囲の代表者から構成される「専門家委員会」（［aDdhnis（iner　Ausschuss）がある。当該委員会は、
新しい「国際会計基準」の作成あるいは既存の「国際会計基準」の変更のプロセスの初期段階
において影響を及ぼすことを可能にするために、（欧州委員会に一筆者）助言を行い、かつ
「国際会計基準審議会」との密接なコンタクトを保持する役割を担っている⑨。
　理由書は、「IAS命令」に従った加盟国選択権の行使について、コンツェルン決算書と個別
決算書とに分けている。まず、コンツェルン決算書に関して、次のように言及している。すな
わち、EU域内に所在地を有し、かつ「規制の下におかれた市場」で活動しているすべての有
価証券発そr渚は、2005年以降、「国際会計基鞠に従ったコンツェルン決算書を作成する義務を
負う。さらに、「LAS命令」は、加盟国に対して、「国際会計基準」の適用領域の拡大あるいは、
ある一定の枠内においてはその制限も認めている。「IAS命令」の第5条によれば、加盟国は、
有価証券を発行していない企業のコンツェルン決算書に対する「国際会計基準」の適用を任意
で許可あるいは規定することができる。これに基づいて、「貸借対照表法改革法」草案は、EG
法の枠内で引き受けられている「国際会計基準」をすべての企業のコンツェルン決算書に対し
て適用する包括的な選択権を規定している。当該選択権は、「貸借対照表法改革法」草案第1
条第20号における商法典第315a条第3項および同法案第3条第5号における「開示法」第
11条第6項第2号の中に規定されている。「貸借対照表法改革法」草案1よ「IAS命令」の義務
的適用領域を超える「国際会計基準」に従ったコンツェルン貸借対照表作成義務を、「規制の下
におかれた市場」への上場認可を申請している親企業に対してのみ課している。これは、同法
案第1条第20号における商法典第315a条第2項および同法案第3条第5号における「開示
法」第11条第6項第2号の中に規定されている。このようにして、現行の商法典第292a条に
従い、特定の前提条件の下で「国際会計基準」に従ったコンツェルン貸借対照表の作成をすで
に選択しているであろう資本市場企業には、次のことが求められる。すなわち、投資家の情報
ニーズに指向して、「国際会計基準」の透明性要求に強制的に応えることである。その他、つま
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りコンツェルン決算書作成義務を負うより大きい中規模コンツェルンの親企業は、現行法を超
えて、そのビジネス・パートナーに国際的な基準に従った連結決算書（konsolidierten
Abschluss）を渡す可能性を有する（10）。
　「IAS命令」の義務的適用領域の制限は、その第9条の中に規定されている。第9条によれ
ば、加盟国は、特定の企業に対して、当該命令の強制的な初回適用を約2年延期することがで
きる。かかる経過規制が適用されるのは、（株式とは対照的に）債券（SChUldtite1）のみを発
行しているか、あるいは「IAS命令」の公布に際してEUあるいは欧州経済領域（EWR）に
属さない国一　とくに米国一　で取引所に上揚する目的で「国際会計基準」以外の国際的
に認められた基準、つまり「米国の会計原則」に従った貸借対照表を作成している企業である。
理由書によれば、「貸借対照表法改革法」草案は、「IAS命令」の第9条における選択権を行使
している。これは、同法案第2条第5号における「ドイツ商法典施行法」第57条に規定され
ている。したがって、その限りでは、次のような意思決定が「貸借対照表法改革法」草案の中
で行われている。すなわち、企業側に最大の弾力性を与えることに賛成である、と。但し、理
由書によれば、こうした意思決定は、すべての資本市場企業のコンツェルン決算書の十分な比
較可能性が低くなるということを意味している。それでもやはり、2年の経＠期間および軽過
規制を利用する企業の範囲を考慮すれば、こうした意思決定は、企業に対する過度な負担を回
避するのに適切かつ妥当であるといえよう（U）。
　次に、理由書は、個別決算書に対する「IAS命令」に従った加盟国選択権の行使について言
及している。「LAS命令」の第5条は、加盟国に対して、資本企業およびその他企業による個
別決算書への「国際会計基準」の適用を許可あるいは規定する選択権を与えている。「措置一覧」
によれば、連邦政府は、個別決算書への「国際会計基準」の適用を、その情報提供機能
（nforrnatOrisChe　Funlction）に限定して認めている。したがって、その他の点では、伝統的
な商法典に従った決算書が作成されなければならない。理由書によれば、「貸借対照表法改革
法」草案は、こうした「措置一覧」における提案に合致している。個別決算書への「国際会計
基準」の適用を清報提供機能に限定している根拠は、次の点において明らかにされる。すなわ
ち、個別決算書の目的は、コンツェルン決算書とは異なっている、この点である。個別決算書
の目的達成に対して、国際的な基準は不十分であるという。周知のように、「国際会計基準」に
従った決算書は、情報提洪目的に対して十分に役割を果たすが、個別決算書には、さらに分配
測定機能（「株式法」第57条第3項、第58条第4項）および税務上の利益算定の基礎（所得
税法第5条第1項第1文）としての役割が課されている。理由書によれば、「国際会計基準」
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に従った決算書は、分配測定基礎には適さない。というのも、「国際会計基準」は、一貫して情
報提供目的に指向するが故に、徹底的に公正価倒思考に基づいているからである。さらに、「国
際会計基準」は、商法典とは異なり、未実現利益、例えば株価、利子率等の変化に基づく単な
る（blo8e）価値変動を成果作用的に把握することになっていることも挙げられよう。理由書に
よれば、こうしたアプローチが情報提供目的に対して意味を持ちうる一方で、持分所有者への
未実現利益に分配にはほとんど意味を持たないのである。また、「国際会計基準審議会」は、「国
際会計基準」が情報提供目的に適していることを常に明言しているan。
　さらに、「国際会計基準」は、課税の基礎としてもほとんど適していない。というのも、「国
際会計基準」に従って、給付適合的な課税の原則に合致しない利益が把握されるからである。
しかし、より決定的な点として、「国際会計基準」が、私的な「国際会計基準審議会」によって
決議されることが挙げられる。理由書によれば、国内の税法立法者がその立法権を部分的に私
的な審議会に委譲することは、ほとんど考えられない。「国際会計基準」に従った貸借対照表作
成の場合、上述の分配測定基礎で挙げたように、1年毎に大きく変動する成果は、課税の基礎
としては適さない。理由書は、次のように言及している。すなわち、「納税者も国庫も計画保証
を必要とし、一方で税務上の負担の安定性にも他方で国庫の収入の安定性にも関心を寄せてい
ることは明白である㈹」とag。
　個別決算書の目的が、単一の会計作業のみでは最適に達成されえないとすれば、つまり情報
提供目的のための「国際会計基準」に従った決算書と分配測定機能および税務上の利益算定の
基礎のための商法典に従った決算書が作成されなければならないとすれば、これは、企業に対
する会計費用の負担の増加がある程度避けられないことを意味する。ここから、「貸借対照表法
改革法」草案は、「措置一覧」に合致して、同法案第1条第29号aにおける商法典第325条第
2a項の中で、以下の帰結を引き出している⑯。
●　投資家およびその他ビジネス・パートナーが、より良い清報提供目的のために、個別決算
　　書に対して「国際会計基準」を適用することは、もっぱら任意で行われる。
●　情報提供目的のために「国際会計基準」に従った個別決算書を公示しようとする企業は、
　　それと並んで、会社法および税法のために商法典に従った決算書を作成しなければならな
　　い。
●　商法典第267条第3項の意味での大資本会社の場合、二重の貸借対照表作成と結びf寸く超
　　過費用1よ「国際会計基準」に従った決算書のみを連邦公報に公示することにより、軽減
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●
される。
小および中規模会社の場合、「国際会計基準」に従った個別決算書に関する調整による介
入は行われない。いずれにせよ、当該企業は、商法典に従った決算書を登記裁判所への供
託を通じて公示しなければならない。自由であるのは、当該企業が、それと並んで「国際
会計基準」に従った決算書を作成し、場合によっては任意で監査を受け、適した形式でそ
のビジネス・パートナーに告知することである。
　理由書によれば、現在、個別決算書への「国際会計基準」の適用に関するこうした規制アプ
ローチに代わる実行可能でコスト＃Fl」な代替案は、明らかではない。というのも、かかる代替
案があるとすれば、それは、会社法および税法の領域における商法典に従った決算書の任務が
その他計算作業によって引き受けられることを前提とするものとなるはずだからである。これ
に関して、理由書は、以下のように言及している㈹。
●　会社法の領域に対しては、分配をいわゆる「支払能力テスト」（solven（y－test）に結び付
　　けることが考慮される。かかるテストが直接焦点を合わせているのは、企業が一定の金額
　　で分配する場合、当該企業がまだその支払義務を果たす状態にあるかどうかということで
　　ある。しかし、こうした「支払能カテスト」には、完成した、かつ負担能力のある方法が
　　未だ欠けている。かくして、現在の時点では、ドイツ資本会社法に対する基礎である債権
　　者保護という目標履行基準を資本維持の原則から開放することに対して、責任を負うこと
　　ができないと思われる。さらに、これは、EUレベルでの現行の法律状況に一致しないで
　　あろう。第2次会社法指令第15条は、株式会社に対して、資本維持の原則を規定してお
　　り、これを年度決算書に結び付けている。
●　現在、独立した税務貸借対照表法の創設による税務貸借対照表と商事貸借対照表との切り
　　離しは、必要ではないように思われる。こうした切り離しは、唐突な（abrupten）システ
　　ム転換を意味し、必要な法律遵守により、著しい負担が企業に課されることになろう。と
　　くに税務貸借対照表の上にさらに糊llな、義務監査の基礎になる会社法上の分配測定に関
　　する計算が加わるような場合には、独立した税務貸借対照表法が、はたして著しくコスト
　　有利となるかどうかは疑わしい。
これに鑑みて、理由書によれば、「貸借対照表法改革法」草案は、個別決算書への「国際会計
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基準」の適用に関して、企業に高い程度の弾力性を提供し、現行の貸借対照表法および会社法
のシステム化に適応した解決策を認めている（1D。
2．「現代化指令」
　理由書によれば、「現代化指令」とは、さらなる領域において、「貸借対照表指令」、「コンツ
ェルン貸借対照表指令」、「銀行貸借対照表指令」および「保険会社貸借対照表指令」の形式に
おける現行の欧州貸借対照表法を現実化する変更指令である。「現代化指令」は、欧州貸借対照
表法の国際化を継続すると同時に、その国内法化の適合修正の際に加盟国に対してより多くの
弾力性を与えている。「国際会計基準」への同指令の適合修正は、貸借対照表の作成義務を負う
すべての企業に例外なく「国際会計基準」を適用することを通じて行われるのではなく、むし
ろ、加盟国に対して、企業に「継受適用」できる（weitergeben　k6nnen）追加的な選択権を与
えることを通じて行われる。確かに、一方で、同指令のこうした弾力性は、その中に含まれる
選択権を行使することにより、非資本市場指向企業への「国際会計基準」の適用を認めること
になるが、他方では、商法上の会計におけるパラダイム転換を強制するものではない。理由書
によれば、現在、既存の加盟国選択権および企業選択権は、本質的には維持されたままである
（1紛。
　しかしまた、「現代化指令」を通じて行われる変更は、会計の比較可能性を欧州レベルで改善
することになるいくつかの強行規定を内容として含んでいる。例えば、状況報告書の報告内容、
決算監査人による確認の付記の形成、ならびに資本市場企業に対する論理的に首尾一貫した透
明性の必要条件に関する詳細な規制である。こうした強行規定が、比較可能性を改善する主要
な方法になるとすれば、今まで与えられていた選択権を通じて、加盟国の負担を軽減する方法
は、将来、認められなくなるかもしれないag）。
　　「貸借対照表法改革法」草案が、「現代化指令」の強制的な履行基準への貸借対照表法たる商
法典の適合修正に限定している一方で、商法典をさらなる項目において国際的な推移動向に接
近させるために、広範囲に及んで残っている形成余地の利用方法は、同指令とは別個の2004
年後半に示されることになっている「貸借対照表法現代化法」の立法計画に留保されている。
理由書によれば、歴史的原価での評価の代わりに、より広く時価評価を採用することに焦点を
合わせている「現代化指令」の規定が、どの程度までこの「貸借対照表法現代化法」に転換さ
れるのか、さらに吟味されることになる⑳。
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3．「基準値指令」
　「貸借対照表法改革法」草案は、商法典第267条第1項および第2項、第293条第1項に
規定されているいわゆる基準値を適合修正する。商法典第267条は、小中および大資本会社の
規榔ll分類を規定している。こうした分類は、商法典第三編の諸規定をさまざまな企業に適用
する際に、免除あるいは軽減に対する基準となっている。例えば、小資本会樹ま、その年度決
算書の監査義務を免除され（同商法典第316条第1項）、大資本会社のみが、その年度決算書
を連邦公報に公告しなければならない（同商法典第325条第2項）。また、商法典第293条で
は、コンツェルン決算書の作成義務を負う企業の基準値が規定されている。現行の基準値は、
「貸借対照表指令」第11条、第12条および第27条、ならびに第27条に従うことを指示する
「コンツェルン貸借対照表指令」第6条に基づいている⑳。
　「貸借対照表法改革法」草案の第1条第3号によれば、商法典第267条第1項および第2
項は、以下のように変更される⑳。
「3．第267条は、以下のように変更される。
　a）第1項は、以下のように変更される：
　　　aa）第1号において、“3，438，000ユーロ”という記載は、“4，015，000ユーロ”とい
　　　　　う記載に取って替えられる。
　　　bb）第2号において、“6，875，000ユーロ”という記載は、“8，300，000ユーロ”とい
　　　　　う記載に取って替えられる。
　b）第2項は、以下のように変更される：
　　　aa）第1号において、“13，750，000　＝一ロ”という記載は、“16，060，000ユーロ”と
　　　　　いう記載に取って替えられる。
　　　bb）第2号において、“27，500，000ユーロ”という記載は、“32，120，000ユーロ”と
　　　　　いう記載に記載に取って替えられる。」
　これにより、商法典第267条第1項および第2項に規定される貸借対照表合計額および売上
高は、現行法における数値より各々約17％引き上げられる。したがって、小中規模資本会社数
が、増加することになる。つまり、規模別分類に基づき、これまで大資本会社としての義務を
負っていた企業は、従来、当該企業に課されていた負担が軽減される可能性も生じるのである。
というのも、当該企業が、新条文に従って、新たに中規模会社に分類されるからである。
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　「貸借対照表法改革法」草案の第1条第12号によれば、商法典第293条第1項は、以下の
ように変更される㈲。
「12．第293条第1項第1文は、以下のように変更される。
　a）第1号は、以下のように変更される：
　　　aa）aにおいて、“16，500，000ユーロ”という記載は、“19，272，000ユーロ”という
　　　　　記載に取って替えられる。
　　　bb）bにおいて、“33，000，000ユーロ”という記載は、“38，544，000ユーロ”という
　　　　　記載に取って替えられる。
　b）第2号は、以下のように変更される：
　　　aa）aにおいて、“13，750，000ユーロ”という記載は、“16，060，000ユーロ”という
　　　　　記載に取って替えられる。
　　　bb）bにおいて、“27，500，000ユーロ”という記載は、“32，120，000ユーロ”という
　　　　　記載にに取って替えられる。」
　これにより、コンツェルン決算書の作成義務を負う企業の貸借対照表合計額および売上高も
また、約17％引き上げられる。したがって、現行の商法典第293条第1項に従って、今までコ
ンツェルン決算書の作成義務を負っていた企業が、その義務を免除されることになる。
4．「公正価値指令」
　「公正価値指令」には、多数の選択権と並んで2004年1月1日に転換されなければならな
い限定数の義務的規制が含まれているが故に、附属説明書および状況報告書に関するこうした
規制は、立法計画の枠内で行われることになっている。同指令のさらなる選択権の転換は、「貸
借対照表法現代化法」の草案に留保されている⑳。
　「公正価値指令」が、コンツェルン決算書における市場価値での金融商品の計上および評価
を企業選択権として許可することを要求する限りにおいて、現行の商法典第292a条の中で、
それに関する要件が斜酌されている。当該規定は、「規制の下におかれた市場」を利用している
企業に対して、コンツェルン決算書への「国際会計基準」の適用を許可している。したがって、
当該企業には、「国際会計基準」第39号を適用する可能性がある。「貸借対照表法改革法」草
案は、商法典第292a条の廃止を規定しているが、新しい商法典第315a条第3項により、従
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来と同様に、「国際会計基準」に従ったコンツェルン決算書に対する企業選択権を提案している
（25）。
5．決算監査人の独立性
　「劉昔対照表法改革法」草案は、新しい商法典第319条および第319a条を通じて、決算監
査人の独立性の保証に関する「10項目プログラム」の第5号「企業の高潔性および投資家保護」
を転換する。同法案にあっては、最近の国際的および国内の推移動向が関係づけられている⑳。
EU委員会は、2002年5月16日に、勧告「EUにおける決算監査人の独立性一基本原
則」を提案した。同勧告は、義務監査における決算監査人の独立性に関して、EU域内で統一
的な法律の制定に貢献するものである。一般的に、客観性および職務上の高潔性が、監査活動
の決定的な判断基準となるべきである。したがって、決算監査人の独立性が、それに対する重
要な基準とみなされるのである⑳。
　理由書によれば、独立性の要件の具体化には、独立性に対する特定リスク要因の定義を示す
必要がある。理由書は、以下のリスクを挙げているas。
●　監査されるべき企業に対して有する監査人の自己利益とクライアント（Mandanten）に
　　よる経済的圧力の行使の可能性（例えば、監査人が、当該企業に直接的あるいは間接的に
　　資本参加している場合、あるいはクライアントが支払う監査およびコンサルティング報酬
　　（Pmbngs－　Oder　Beratungshonoraren）に過度に依存している場合）。
●　監査人が、決算監査の枠内で、クライアントのために以前に行ったコンサルティング活動
　　の成果の判断を強制される場合の自己制御（In－SiCh－Kontrol｝e）の危険
●　監査入と長期のクライアント関係にある経営者との間に、過度に密接した、規定による臨
　　界上の客観性を損なう信頼関係が展開している場合。
　こうしたリスクに対して、EUの勧告には、必要な保証措置への配慮を決算監査人および被
監査企業に求める一連の指令が含まれているが、同勧告は、こうした透明性および「セーフガ
ード」のみに指向するのではない。同勧告は、被監査企業に対するサービスの証明が不当であ
る例として、貸借対照表書類および年度決算書の作成、金融情報システムの開発および更新、
評価給付の証明、およびクライアントの内部監査への協力を挙げている（：ig）。
　それと並んで、EUの勧告には、いわゆる内部のローテーション、っまり監査の担当者の交
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替に関する提案が含まれている。また、今後、クライアントの監査給付およびその他給付から
生じる経済監査士または経済監査会社の収入は、公示されることになっている。EUの勧告は、
EU加盟国の決算監査人の独立性規制の中で具体化され、したがってEUにおける最終的な調
和化まで補完することになる（3［b。
　さらに、EU委員会は、第8次会社法指令、いわゆる「決算監査人指令」を改正することに
している。同指令の改正案は、決算監査人の独立性に関する諸原則を含んでいる。これは、上
述のEUの勧告における「基本原則」を引き継いでいる。改正案では、次のような「基本則」
が規定されている。すなわち、経済監査士が決算監査を行ってはならないのは、経済監査士と
被監査企業との間に、その独立性を危うくしうる財務上あるいは営業上の関係、雇用関係ある
いはその他結び付きが見られる場合であるという。加盟国は、EU勧告を考慮した上で、こう
した改正案を具体化しなければならない（3D。
　「決算監査人指令」の改正案がいつ可決されるかは明らかではないが、決算監査人の独立性
に関する規制は、「貸借対照表法改革法」草案に基づき、商法典の中で新たに規定されることに
なっている。とくに、商法典第319条、第319a条は、同指令の改正案に指向しており、予測
されるべき規制を先取りするものである。理由書によれば、当該規定は、ドイツにおける従来
の法律状態およびEUの勧告に鑑みて、具体化されている。こうした具体化措置は、法的安定
性の生成および監査された年度決算書における信用の強化にとって不可欠なのであるeD。
　理由書は、米国の環境状況の変化を挙げている。米国では、2002年7月30日に、「サーベ
ンス・オクスリー法」（Sarbanes・Oxley．A（rt）が調印された。同法は、とりわけ以下のことを
規定している（33）。
?
●
●
●
上場企業の決算監査人の活動を監視する「公開会社会計監視審議会」（Pubhc　Company
Aoooul1廿ng　Over団ght　Board；PCAOB）の設置、
監査活動と相容れない多数のコンサルティング・サービスの除外、
CEO（ChiefExecutive　Offioer）あるいは監査されるべき企業の財務上および貸借対照表
作成上のデータに携わる他の会議のメンバーであった者が、直近12ヶ月以内に、監査会
社に任用された場合、この者を監査人とすることはできない、
監査委員会による監査人の選択、および監査されるべき企業の取締役会の監査委員会に対
する報告義務、補佐的に、企業の業務執行に携わらない会議のメンバーに対する報告義務。
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　この「サーベンス・オクスリー法」は、決算監査の質および決算監査人の独立性の保証に関
する法律である。
　さらに、理由書では、ドイツ国内の推移動向について言及している。「連邦最高裁判所」は、
2002年11月25日付の判断の中で、決算監査人の不公正に関する従来の諸原則について言及
している。また、作業部会「決算監査とコーポレート・ガバナンス」もまた、決算監査人の独
立性に関する勧告を示している。ここでは、決算監査人が監査活動以上に出て、同勧告の中に
挙げられているいくつかのコンサルティング・サービスを提供している場合、この者を経済監
査人から除外することが提案されている（3D。
　商法典第319条の新規定は、諸勧告および裁判所の判断の要素を含んでいる。理由書によれ
ば、公の議論は、次のことを示している。すなわち、明瞭かつ一義的な規制は、資本市場の機
能性における信用および決算監査人の独立性を回復するために、必要であるということである。
したがって、商法典第319条第3項、第4項、第319a条の規定は、十分な法的安定性をもた
らすのであるCO。
　次に、理由書は、「自己監査禁止」（Se】bs㌻p曲㎎svervot）について言及している。これは、
将来、一方で決算監査人としての活動、他方で特定のコンサルティング・サービスおよび癖価
サービスを提供する活動を同時に行うことをもはや認めないとするものである。理由書によれ
ば、決算監査人の独立性は、次のことを通じて危うくされてはならない。すなわち、決算監査
人が、決算監査の枠内で、コンサルティング活動または評価活動の成果を新たに検査するとい
うことである。しかし、その他の点では、したがって全体として圧倒的な部分では、決算監査
人として活動している宣誓帳簿監査士（vereidjgten　Buchpriifer）および経済監査士による被
監査企業に対するコンサルティング活動は、今後も行われうるであろう。あくまでも、「自己監
査禁止」が、決算監査人の独立性の保証のために選択されたということであるen。
　それに対して、決算監査人による監査役会報告、および取締役会と監査役会の共同による監
査役会報告に関する「株式法」における規定の設置は、断念された。決算監査人の独立性の保
証の必要条件は、監査役会が、決算監査人によって企業に提供されるコンサルティング・サー
ビスおよび評価サービスを含む給付に関する情報を提供することである。EUの勧告において
は、決算監査人による詳細な監査役会報告が規定されている。ドイツでは、「コーポレート・ガ
バナンス・コデクス」（Corporate　Governance　Kodex）の中で、騎役会は、決難臥曜
択に関する提案を行う前に、決算監査人の独立性を危うくする関係が、この者と被監査人との
間にあるのかということについて、予定される監査人に説明させなければならないとしている。
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その際の説明範囲は、過去の営業年度において提供されたコンサルティング・サービスにまで
拡大されることになっている（3D。
　理由書においては、以上の「IAS命令」、「現代化指令」、「基準値指令」および「公正価値指
令」へのドイツ貸借対照表法の適合修正プロセス、ならびに決算監査人の独立性に関する項目
と並んで、最後の項目「その他」が挙げられている。ここでは、「貸借対照表法改革法」草案の
補完的な内容として、同法案のコスト上の成果について言及されている。理由書によれば、「貸
借対照表法改革法」は、連邦、州および地方自治体の公共財政に対して、数字を付すことので
きる影響を及ぼすものではない。その他コスト、とくに経済コストは、同法案の各主要構成要
素により異なる（3S。
　まず、「LへS命令」の選択権の「継受適用」により、「国際会計基準」の義務的適用を通じて、
企業は、重大な超過コストを負担する。但し、すでに現行の商法典第292a条の規定を適用し
ている企業には、こうした超過コストは生じない。現在必要とされる転換コストは、「貸借対照
表法改革法」ではなく、むしろ「IAS命令」に基づいている。次に、「現代化指令」および「公
正価値指令」の転換により、若干の超過コストが生じる可能性がある。さらに、商法典第267
条、第293条による基準値の適創鉦は、コスト減少的に作用する傾向を持つ。というのも、
当該規定に基づき、将来、監査義務を負う、あるいはコンツェルン会計義務を負う、または連
邦公報に年度決算書を公示する義務を負う企業は、ほとんどなくなるからである。最後に、決
算監査人の独立性に関する新規定は、個々の事例において、経済監査に携わる者に対する望汗
の超過コストをもたらす。被監査企業に対して超過コストの生じる可能性があるのは、当該企
業が、将来、決算監査人ではなく、むしろその他職業人一例えば、経済監査士または宣誓帳
簿監査士一　にコンサルティングを委任する場合である。しかし、理由書によれば、決算監
査人の独立性を保証し、決算監査の質を向上させることは、こうした若干の超過コストの発生
という問題とは比較にならないほど重要なのである。なお、価格レベル、とくに消費価格レベ
ルへの影響は、「貸借対照表法改革法」から明らかになるのではないau。
　以上のように、「貸借対照表法改革法」草案の理由書は、「IAS命令」、「現代化指令」、「基準
値指令」、「公正価値指令」、決算監査人の独立性、および「その他」の項目から構成されている。
同法案の理由書において注目すべき点は、個別決算書への「国際会計基準」の適用が、情報提
供目的に限った上ではあるが、認められたということ、決算監査人の独立性の保証に関する規
制が強化されたこと、さらに、こうした規制の強化が米国の環境状況の変化、つまり「サーべ
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ンス・オクスリー法」の制定と関係のあること、である。こうのように監査制度の在り方に変
化が生じていることを踏まえて、以下の第皿節では、「貸借対照表統制法」草案の理由書を取り
上げることにする。
皿．「貸借対照表統制法」草案における理由書の内容
　「貸借対照表統制法」草案の理由書によれば、連邦政府は、ドイツの資本市場および国際的
な競争力のさらなる強化を目標としている。同法案は、「有価証券取得および引受法」
（Wertpapiere】rverbs一㎜d　Ubemahrnegesetz）、「金融サービス監督法」（Finanzd　iensレ
leiStUngsaufSiChtSgesetz）および「第4次金融市場促進法」（Vlerten　FinanzmaJrkt・
jbrderu㎏sgesetz）の公布と歩調を揃えている。過去3年の推移動向が示しているのは、行為
ニーズ（HandlungsbedarDがあるということである。この背景には、国内外の企業スキャン
ダルが、投資家の信用のみならず、資本市場全体の高潔性および安定性もまた揺るがしている
という状況がある㈹。
　現在、会計規定の適用に関するドイツのシステムは、決算監査人および監査役会による年度
決算書およびコンツェルン決算書の監査を包括している。それ以上に出て、年度決算書の無効
ならびに刑罰規則に関する諸規定が、「株式法」の中に存在する。目下のところ、ドイツには、
資本市場指向企業の企業報告書（Untemehmensbe比hte）の「正しさ」（R血ht　igkeit）を規則
的に検査することを国家から委任された審議会は、まだ設置されていない。理由書によれば、
「貸借対照表統制法」草案の目標は、企業決算書の適法性を監視するメカニズムの導入にある
（41）。
　会詳規定の適法性の監視は、ドイツの資本市場の高潔性にとって非常に重要である。という
のも、効率的、流動的かつ機能性に富む資本市場の発達は、市場参加者も投資家も、公表され
る企業報告書の適法性を信用することができるか、この点に左右されるからである。貸借対照
表の粉飾に端を発する昨今の企業スキャンダルが示しているのは、どの実質的な成果がこうし
た危機となりうるのかということのみではない。決算書の操作によって隠蔽される個々のドイ
ツ企業の危機もまた、資本市場の機能性を損なうことになる。投資家は、資本市場における一
連のスキャンダルに反応している。米国の「サーベンス・オクスリー法」も、こうした状況を
受けて制定されたのである（4Z）。
　欧州における各国の会計システムが異なる場合にも、金融市場の高潔性および投資家保護の
強化の目標は共通である。かかる目標に指向するのが、2003年3月に、欧州の「エンフォー
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スメント・システム」の形成に関する原則を提案した「欧州有価証券規制委員会」（Committee
of　European　Securities　Regulators）の決議である。当該原則は、欧州において、統一的な「エ
ンフォー…一スメント・システム」の開発を目指している。かくして、欧州における会計の「エン
フォースメント・システム」の調和化に対する基礎が築かれる。これに基づき、各国において、
こうしたシステムが国内レベルで規定される㈹。
　「貸借対照表統制法」の中で計画されている「エンフォースメント・システム」の2段階方
式は、既存の欧州のシステムを組み合わせている。私法的な審議会には、英国におけるように、
連邦政府によって次の任務が委譲されることになっている。すなわち、資本市場指向企業の会
計を再検査する（Uberpr血fen）ことである。当該審議会は、第1段階で、会計規定違反に対す
る手がかりがある場合と同じくサンプル・テスト検査により活動する。こうした会計検査に際
して問題が生じた場合には、第2段階に進む。第2段階では、「連邦金融サービス業監督施設」
が介入する。当該施設は、必要とあれば、高権的手段を用いて、検査および貸借対照表の誤り
の公表を行う。こうした「エンフォースメント・システム」は、企業決算書の信頼性、貸借対
照表の明瞭性および真実性、そして投資家の信用を回復させる。かくして、ドイツの金融市場
はさらに発展し、持続的に強化される㈹。
　理由書は、この「エンフォースメント・システム」についてさらに詳細に言及している。そ
れによれば、「連邦法務省」は、「連邦財務省」と協調して、私法的に組織化される独立した機
関を「会計検査所」（PrUlistelle　lilr　Rechnungslegung）として承認する。こうした承認の前提
は、「検査所」の設置が独立した専門家をもって保証されていることである。「検査所」に委譲
されるのは、資本市場指向企業の年度決算書あるいはコンツェルン決算書が適法であるか、正
しいか、そして会計基準を遵守しているかを再検査する任務である。「会計検査所」の設置ある
いは承認がなされない場合には、「連邦金融サービス業監督施設」が、こうした「検査所」の任
務を引き継く絢。
　検査されるのは、その有価証券が国内の取引所で「公式の市場」あるいは「規制の下におか
れた市場」における取引について許可されている企業の決算書である。検査の対象は、最後に
確定した年度決算書およびそれに付随する状綿報告書、そして最後に承認されたコンツェルン
決算書およびそれに付随するコンツェルン状況報告書である。したがって、「エンフォースメン
ト」は、法的な監査義務を負う企業の報告書に限定される。かくして、現在の法律状態によれ
ば、監査義務のない中間報告書は、この「エンフォースメント」から除外される㈹。
　会計規定違反に対する手がかりがあるか、あるいは「連邦金融サービス業監督施設」から「検
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査所」に検査の要請があり次第、「検査所」は活動を開始する。その上で、「検査所」は、被検
査企業のサンプル・テスト検査に着手する。この場合、「検査所」と当該企業の協力は任意であ
る。当該企業が、企業への・「検査所」の立ち入りを拒否し、「検査所」に対して書類の閲覧を認
めず、そしてその他方法により「検査所」の検査を妨げる場合、「検査所」は、「連邦金融サー
ビス業監督施設」にその旨を報告する。次に、第2段階として、「連邦金融サービス業監督施
設」が活動を開始する㈹。
　「連邦金融サービス業監督施設」は、公法的手段を用いて、会計の誤りの検査および公表を
実施することができる。その検査に際して、当該施設は、「検査所」、外部の経済監査士あるい
は専門有識者（Sa（1hvers伽diger）と協力することができる。再検査されるべき企業が「検査
所」と協力する場合には、「検査所」が企業の決算書あるいは報告書の検査を行う。検査結果が
判明した場合、「検査所」は、その結果を被検査企業にも「連邦金融サービス業監督施設」にも
報告する。企業の決算書あるいは報告書の再検査により、誤りが確認された場合、被検査企業
は、「検査所」の検査結果に同意するかどうかを表明する機会を得る。同意する事例では、「連
邦金融サービス業監督施設」は、確認された誤りの公表を命ずる。被検査企業が「検査所」と
の協力を拒否するか、あるいは当該企業が「検査所」の検査結果に同意しない場合には、「連邦
金融サービス業監督施設」が活動ずる。当該施設は、「検査所」の検査結果が正しいかどうかに
重大な疑いがある場合にも活動する。両方の事例において、当該施設は、会計の検査を命ずる。
かかる検査により、被再検査企業の会計に誤りのあることが明らかになる場合には、「連邦金融
サービス業監督施設」は、確認された誤りの公表を当該企業に義務づける㈹。
　こうした「連邦金融サービス業監督施設」の行政命令に対して、被再検査企業が異議を唱え
る場合、当該企業は、フランクフルト上級地方裁判所に抗告することができる。「連邦金融サー
ビス業監督施設」は、会計に関連した違反行為の疑いを理由づけるデータを「追求する権限の
ある官庁」（der　fiir　die　VerfOlgung　zustandigen　Beh6rde）に届け出なければならない。かか
る事例において、「連邦金融サービス業監督施設」は、職業義務違反を指すデータを「経済監査
士会議所」（W臨ha角pr晩r㎞ner）に、そして取引法上の規定違反を推論させるデータを
「権限のある取引所監督官庁」（zustmdigen　B6rsenau鍾ごhtsbeh61de）に報告しなければな
らない㈹。
　理由書は、こうした2段階方式において生じるコストについて言及している。それによれば、
具体的な検査コストを含む「検査所」のコストおよび「連邦金融サービス業監督施設」の一般
的な「エンフォースメント・コスト」は、その有価証券が国内の取引所で「公式の市場」ある
183
第11章　　「貸借対照表法改革法」草案および「貸借対照表統制法」草案の概要
いは「規制の下におかれた市場」における取引に関して許可されているすべての企業の租税公
課によって調達される。第2段階における検査の具体的なコストは、その都度、原則的に被検
査企業に別個に課される。但し、第2段階における検査結果が、第1段階における「検査所」
によるものから乖離する場合には、この限りではないpm。
　この2段階方式による手続の流れを簡単に示せば、以下のようになろう。
図：「エンフォースメント・システム」による企業会計の監視手続の流れ
第1段階
［壷］〔⇒
　私法的機関
サンプル・テ
スト検査
検査に際
して問題の
生じた場合
第2段階 ????
公法的機関
会計の誤り
　の検査
企業への
判明した
誤りの公表
の義務づけ
　「エンフォースメント・システム」の導入にあたって、その法的基礎の形成に関する連邦の
立法権限は、「基本法」第74条第1項第11号から明らかになる。刑罰規定および罰金規定の
創設、そして「連邦金融サービス業監督施設」の行政命令に対する異議および抗告手続に関す
る立法権限は、「基本法」第74条第1項第1項から生じる。連邦法上の規制（「基本法i」第72
条）が必要とされる理由は、とくに、統一的な連邦法上の規制を通じてのみ投資家保護が強化
されるということから所与である。かくして、「貸借対照表統制法」草案における次の目標設定
は、国家全体の利益にも資する。すなわち、企業の高潔性および投資家保護の強化、企業決算
書およ備告書の作成の際の不襯性の阯およびその霧、ならびに資本暢の驚の正し
さ、または資本市場全体の高潔性および安定性における投資家の信用の強化は、既存の連邦法
の変更または適合修正の形式で、連邦法上の規制を通じてのみ可能となる。理由書によれば、
州法上の規定では、法律上の規制関係が分散される恐れがある⑪。
　理由書によれば、「貸借対照表統制法」は、連邦予算に対しても州および地方自治体に対して
も追加的なコストを何ら生ぜしめない。「検査所」および陣邦金融サービス業監督施設」から
?
生じるコストは、もっぱら監督される企業によって調達される。したがって、「エンフォースメ
ント・システム」の導入は、資本市場指向企業にとっては、コストの増加となる。しかし、こ
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うした財務的負担に対するプラスの効果を看過してはならない。というのも、資本市場の高潔
性、それによるドイツの金融市場の強化により、失われた投資家の信用は回復するからである。
投資家は、以前にも増して資本市場に投資し、したがって企業の資本調達コストは減少するこ
とになる。全体としてみれば、「エンフォースメント・システム」の導入は、経済に対して利益
をもたらすであろう。かくして、価格レベルへのマイナスの影響が予測されることはないan。
　以上が、「貸借対照表統制法」草案の理由書の内容である。同法案において、最も注目される
のは、企業の会計を監視する「検査所」と「連邦金融サービス業監督施設」の設置である。こ
れは、「新しい2段階の『エンフォースメント・システム』に対して、私的要素と高権的要素
を組み合わせる㈹」という点にその特徴が見られる。また、「検査所」と「連邦金融サービス業
監督施設」の活動を実際に行うであろう専門家あるいは専門有識者が、具体的にはどのような
バック・グラウンドを有する者であるのかということには、理由書は何も触れていない。これ
については、今後のさらなる展開を見守る必要があろう。
　次節では、「貸借対照表法改革法」草案および「貸借対照表統制法」草案から浮かび上がるド
イツ会計制度の現在の特徴を明らかにする。
VI．むすび
　以上のように、ドイツでは、「貸借対照表法改革法」草案および「貸借対照表統制法」草案を
通じて、会計制度改革が今なお進行している。これは、2004年12月31日の商法典第292a
条の失効および2005年1月1日からの「LAS命令」の適用に対応しているpm。
　「貸借対照表法改革法」草案の理由書に見ることのできる注目点を第H節の最後で挙げたが、
ここで再度繰り返す。つまり、同法案により、個別決算書への「国際会計基準」の適用力S’情報
提洪目的に限った上で認められたこと、決算監査人の独立性の保証に関する規制が強化された
こと、およびこうした規制の強化が米国の「サーベンス・オクスリー法」の制定と関係のある
こと、以上の3点にその特徴が見られたのである。他方、「貸借対照表統制法」草案の特徴は、
企業会計を監視する「エンフォースメント・システム」として、「検査所」と「連邦金融サービ
ス業監督施設」の2段階方式が導入されたことである。
　では、「貸借対照表法改革法」草案および「貸借対照表統制法」草案を通じて、ドイツ会計制
度のどのような特徴が明らかになるのであろうか。卑見によれば、ドイツ会計制度において、
もう一歩進んだ改革が行われ始めていることの証左なのである。最近め数年間に行われた制度
改革の出発点は、1998年に施行された「資本調達容易化法」（Kapitalaufhahme一
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erleiChte皿㎎sgesetz；KapAEG）および「企業領域における統制および透明性に関する法律」
（Gesetz　zur　Kontmlle　und　’lim）sparenz　tm　Unternehmensbereich；KonTraG）である。前
者の法律に基づき、作成免除規定である商法典第292a条が新設されている。後者の法律に基
づいて新設されたのが、私的会計審議会の設置規定の商法典第342条である。こうした制度改
革の背景には、資本市場のグローバル化または国際化があった。成文法の国であるドイツでは、
こうした状況に鑑みて、当該法律の制定を通じた会計制度改革が行われたのである。
　この段階、つまり1998年の段階で焦眉の急であったのは、グローバル化された国際的な資
本市場において、ドイツ企業が資本調達を行う際の負担を軽減する目的のために、コンツェル
ン決算書への「国際会計基準」の適用を承認することであった。ここでは、コンツェルン決算
書を作成する際に適用する最善の会計基準は何であるかということに注意が向けられていたよ
うに思われる。しかし、今の段階、つまり昨今の会計スキャンダルにより、資本市場に対する
投資家の信用が揺らいでいる現在では、適用されている会計基準が何であるかということでは
なく、むしろ次の点に注目が集まっているのである。すなわち、はたして会計基準は適切に適
用されているのか、その適用過程を通じて表出される決算書は信頼できるものであるのか、ま
た信頼できるものであるとすれば、それはどのように証拠づけられうるのかということである。
結局、これは、監査の問題であるといえよう。換言すれば、監査制度の在り方が問われている
のである。
　ここから、現在の会計制度改革は、新たな局面を向かえているという結論が導出される。以
前に行われていた主要な会計制度改革は、資本市場のグローバル化または国際化のための会計
基準の調和化または統一化に指向していた。この段階においてドイツのなすべきことは、欧州
の法律あるいは指令への対応に原則的に限られていた。しかし、現在では、この範囲をはるか
に超えて、米国の制度状況、つまり目下のところの「サーベンス・オクスリー法」の制定をも
視野に入れた改革が必要不可欠なのである。それは、次のことからも明らかであろう。すなわ
ち、「貸借対照表統制法」草案における2段階方式の「エンフォースメント・システム」の導
入が「サーベンス・オクスリー法」に基づいて設置された「公開会社会計監視審議会」とは無
関係ではないように思われることである。かくして、現在のドイツにおける会計制度改革は、
米国における制度との関係も考慮しなければならないのである。
　さらに、「貸借対照表法改革法」により、情報提供という限定条件が付されてはいるが、個別
決算書への「国際会計基準」の適用が認められたことに注意を払う必要があろう。というのも、
個別決算書に対する「国際会計基準」の適用に付随して、所得税法第5条第1項に規定される
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「基準性原測」の問題が俄かに浮上するからである。この点については、次章で取り扱うこと
にする。
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1．はしがき
　ドイツ連邦共和国（以下、ドイツと略）における「基準性原則」（Mal3gebliChkeitsprinzip）
の歴史は古く、その始まりは19世紀後半にまで遡るといわれる①。以来、この原則の維持ある
いは放棄をめぐるさまざまな「基準性原則論」が展開されている②。本章では、とくに1990年
代後半以降の「基準性原則論」を取り上げ、この間に生じている「基準性原則」をめぐる議論
の変化の様相を明らかにし、その意味を考えることにする。かかる考察は、現在のドイツ会計
制度の特徴を明らかにするための“鍵’ともなると考えられるのである。
9．会計国際化に向けた制度改革の過程
　さて、上掲の問題を考察する前に、ここで1990年代後半に制定された2つの法律を挙げる
ことが重要であると考えられる。1つは、1998年4月24日に施行された「資本調達容易化法」
（Kapita｝authahrneerleichterungsgesetz；KapAEG）である。この法律の立法目的は、外国
および国内の資本市場に上場しているドイツ企業の会計上の負担を軽減し、当該ドイツ企業が
資本調達を行う際の競争力を高めること、つまり、資本調達を容易にすることにあるといわれ
ている③。こうした立法目的を果たすために、商法の改正が行われ、ドイツ商法典第292a条が
新設された。　　　　　　し
他の1つは、同年5月1日に施行された「企業領域における統制および透明性に関する法律」
（Gesetz　zur　Kontrolle　und　Tll　ansparenz血Unteme㎞ensbeIeich；】面nTraG）である。こ
れは、「株式会社制度を対象として、株式法、有限会社法、組合法等を改正するためのものであ
り、株式会社の機関のコントロール能力を強化することによって、コーポレート・ガバナンスの
視点から監査役会、取締役会、株主総会、決算書監査人等の役割を改善しようとするものであ
る④」とされている。
　このように、1990年代後半において、ドイツでは、会計国際1ヒに向けた制度改革が急テンポ
で行われたのである。これらの法律は、「ドイツの企業会計制度の在り方に大きな転機をもたら
すことになる⑤」といわれている。これに関連して、文献上、次のことが指摘されている。すな
わち、現在、上場企業に限定されている「国際会計基準」に従ったコンツェルン決算書の作成
が、近い将来、非上場企業のコンツェルン決算書および上場企業あるいは非上場企業の個別決
算書の作成においても認められる可能性があるということである。さらに、これら法律の施行
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と並行して、税制改革もまた行われているのである。その例として、2000年税制改革を挙げる
ことができよう⑥。
　しかしながら、会計国際1ヒに向けた制度改革が行われながらも、依然として所得税法第5条
第1項に規定される「基準性原則」は維持されている。ここから、こうした会計国際1ヒの中で、
ドイツの伝統的な概念である「基準性原則」の制度的意味はどのようなものとなるのか、とい
う疑問が生じる。次節において、この所得税法第5条第1項における「基準性原則」およびこ
れに関連してさまざまに展開されている「基準性原則論」を考察することにする。
皿．「基準性原則」と「基準性原則論」の現在
　所得税法第5条第1項においては、「法律上の規定に基づき、帳簿を記帳しかっ定期的に決
算書を作成する義務を負っているか、もしくは任意に帳簿を記帳しかつ決算書を作成する営業
者にあっては、経済年度末に、商法上の正規の簿記の諸原則に従って表示されなければならな
い経営財産（第4条第1項第1文）が計上されなければならない。利益算定に際しての税法上
の選択権は、商法上の年度貸借対照表と合致して行使されなければならない」と規定されてい
る。実質上の基準性は第1文の中において、また形式上の基準性、いわゆる「逆転した基準性」
は第2文の中で規定されている⑦。
　この原則の維持あるいは放棄をめぐる議論の対立は、1990年代後半に、2つのグルー・一プによ
って展開された一連の論争の中に顕著に現れている。一方のグループは、「国際会計基準」によ
る税務上の利益算定を「国際会計基準」の基準性と呼んでいる。彼らは、「国際会計基準」が税
務上の利益算定に対して適性を有することを前提に論理を展開しているのである。彼らによれ
ば、「基準性原則」を網寺するための必要条件は、「商法上の正規の簿記の諸原則」が法規範とし
ての性質を保持することであり、その限りにおいて、「商法上の正規の簿記の諸原則」イコール
　「国際会計基準」の関係構築が可能であるという。彼らは、費用計上の範囲に限り、総合経済
的な租税収入への「国際会計基準」の基準性の影響を論理レベルで量的に分析しているのであ
る⑧。
　これに対して、他のグループによって、次の点に批判が加えられている。すなわち、税務上
の利益算定に対する「国際会計基準」の適性の有無の問題が無視されていること、そして「国
際会計基準」の基準牲が及ぼす影響の分析が費用計上の範囲に限られていること、の2点であ
る。彼らは、収益計上についても分析が行われるべきであるとしているのである⑨。
　以上のr連の論争から明らかになることは、「基準性原則」という概念の再検討の必要性が生
190
第12章　ドイツ「基準性原則論」新展開の現代的意味
じていたということである。ここから、ドイツにおける会計制度改革において、「基準性原則」
の在り方が問われていることが明らかとなる。
　さらに、これとは異なる角度からも「基準性原則論」が展開されているのである。ここでは、
「基準性原則」に対して重要な役割を果たしている概念として、「商法上の正規の簿記の諸原則」
が挙げられている。この立場に立つ論者は、「商法上の正規の簿記の諸原則」の基準性には制限
が付されているという。というのも、「逆転した基準性」が支配的であるからである。彼によれ
ば、「基準性原則」は税務貸借対照表の構造に歪みをきたし、「逆転した基準性1は商事貸借対照
表に歪みをきたすという。彼は、いくつかの連邦財政裁判所の判決を例示し、「基準性原則」に
より引き起こされる問題を挙げている。ここから、こうした主張は、「基準性原則」という概念
と連邦財政裁判所の判決に見られるこの原則の適用形態とが、現代においてますます乖離して
いることを示唆しているということができよう⑩。
　このように、1990年代後半に至って、「基準性原則」を論じる際には、「商法上の正規の簿記
の諸原則」という概念との関連で議論が展開されている点には、注意しておく必凄があろう。
　これら一連の「基準性原則論」から、「基準性原則」という概念とこの原則の適用形態が乖離
していること、つまり「逆転した基準性」が支配的であるにもかかわらず、依然としてこの原則
が維持されているということが明らかとなる。その理由を、「基準性原則」を放棄すべしとの論
攻も確かに散見されるが、この原則を規定している所得税法第5条第1項の改正が要求されて
いない、という点に求めることができる。1990年代後半の「基準性原則論」では、論理上の観
点および制度上の観点から、それぞれ「基準性原則」が考察されている。したがって、それら
学説の制度的意味は、「基準性原則」および「逆転した基準性」を、論理上および制度上、擁i護し
ている点に見出すことができる。
　さて、では、2002年に展開されたBu（ihholztVVeisの「基準性原則論」は、どのような内容
であるのか。1990年代後半の「基準性原則論」と異なる点はどこにあるのか。この点を明らか
にすべく、次節において、BudhholzlVVeisの「基準性原則論」を取り上げることにしたい。
N．BuchholztVVeis「基準性原則論」の構造
　ここで取り上げるBudhholztVVeisの論攻、“基準性原則、さようなら？”（11）には、“国際会計
基準および所得税法に従った利益算定の内容的な一致に関して”という副題が付されている。
BuchholztVVeisによれば、「国際会計基準」および所得税法の内容に矛盾のないことが商事貸
借対照表および税務貸借対照表の中で確認できれば、「基準性原則」の維侍は可能であるという。
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というのも、彼らによれば、「基準性原則」は広義に解釈されるべきであり、したがって貸借対
照表に表示される内容が一致（Vereinl）arkeit）しているかどうかが問題とされるにすぎないか
らである。そこで、「国際会計基準」および所得税法における会計の目標および原則、貸借対照
表項目の計上と表示および評価を比較し、各事例において、「（論理上の）基準性原則」が維持
されるのか、あるいはこの原則から離反するのかに関する見解が示されている。なお、
BuchholztVVeisにあっては、「基準性原則」と「論哩上の基準性原則」という2つの用語が使
用され、その論理が展開されている。前者は「国際会計基準」の規定と所得税法の規定との関
係、後者は「国際会計基準」に従った貸借対照表と税務貸借対照表との関係を指すものと思わ
れる。
1．会計目標および原則の比較
　まず、「国際会計基準」および所得税法における会計の目標の比較である。「国際会計基準」
の目標は、貸借対照表の受け手に対して意思決定に有用な情報を提供することにある。本来、
この規定は一義的に設定され、かつ選択権はできる限り少なくされるべきである。というのも、
この規定は、企業が統一的に適用し、投資家が重要な企業データを直接比較することを可能に
するものでなければならないからである（n。
　他方、所得税法の目標は、税金を確定する所得決定にある。税法上の利益は、客観的に算定
されなければならない。したがって、法律で認められる計上選択権および評価選択権は、でき
る限り放棄されなければならない。というのも、選択の可能性があれぱあるほど、利益の表示、
そしてそれに伴う税負担が、納税義務を負う者によって操作される可能性が生じるからである。
BuchholztVVeisによれば、「国際会計基準」における会計の目標と所得税法における会計の目
標とは概ね合致しているという。但し、その前提として、両会計システムが期間適合的な成果
の表示に努めることが挙げられている㈹。
　さらに、両会計システムにおける部分原則（1b丑pr面pien）が比較されている。
BuchholztVVeisは、「国際会計基準」および所得税法における会計の明示的な原則として、「継
続企業」、「発生主義」、「一貫性」、「理解可能性」、「目的適合性」、「信頼性」、「忠実なる表示」、
「中立性」、「実質優先思考」、「慎重性」、「完全性」および「比較可能性」を挙げている。
BudhholztVVeisによれば、多くの場合、「国際会計基準」における会計原則と所得税法におけ
る会計原則とは合致するという。さらに、乖離する場合においても、しばしば事実上の合致が
見られるという（1の。
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Budhhoiz／VVeisによれば、「実質優先思考」は「国際会計基準」においても所得税法におい
ても確定している原則であるが、リース対象物の場合には、「国際会計基準」と所得税法とは乖
離するという。「国際会計基準」第17号は、連邦財務省のいわゆるリース公布（Leasingserlass）
とは対照的に、ファイナンス・リースの場合の動産対象物の定義づけを「実質優先思考」に従っ
て行う。この場合の「実質優先思考」は、税法の規定よりも幅広い。したがって、「論理上の基
準性原則」から離反する。さらに、慎重性」においても乖離する部分が生じる。「国際会計基
準」の場合、現行の商法典とは異なり、「慎重性」は、上位の貸借対照表作成原則とはみなされ
ない。当該基準において、この原則は、過度に高い財産の評価または過度に低い負債の評価を
回避することに機能するにすぎない。したがって、債権者保護を理由に、秘密積立金を意識的
に設定することは認められない。それどころかむしろ、「『国際会計基準』によれば、期間適合
的な成果は、企業の給付能力の尺度として模写されるべきである（IS」というのである。
BuchholztVVeisは、税法も同じ立場であると主張する㈹。
2．計上と表示規定の比較
Budiholz（Neisによれば、計上判断基準は、一般的な基準と特別な基準とに大別されるとい
う。「国際会計基準」は、次のような「般的な計上判断基準を設定している。すなわち、資産が
積極側計上され、負債が消極側計上されなければならないのは、これが各々の定義および二っ
の計上判断基準を満たしている場合である。資産の定義によれば、資産とは、将来、そこから
経済的便益の流入が予測される財産価値であり、負債は資産とは逆に定義される。2つの計上
判断基準とは、キャッシュ・フロー－re得の蓋然性と信頼できる測定である。他方、税法上、プラ
スの経済財とマイナスの経済財とは鴎llされなければならない。前者は積極側計上され、後者
は消極1則計上される。税法においては、経済財の定義は、判決によって形成されている。この
ように、一般的な計上判断基準に関して、「国際会計基準」と所得税法とは乖離する。しかしな
がら、これは、実際には何の問題も生ぜしめない。というのも、BuchhoWWeisによれば、多
くの場合、糊IJな計上判断基準において、両システムが合致ナるか否かが重要となるからであ
る。BudhholztVVeisは、無形財産価値、計算区分項目および引当金の計上判断基準を比較して
いる⑰。
　1つ目は無形財産価値である。「国際会計基準」によれば、一般的な無形財産価値の計上は、
自己創設および有償取得の場合ともに、特別な計上判断基準を満たす場合には義務、満たさな
い場合には禁止となる。他方、所得税法によれば、自己創設の場合は計上禁止となり、有償取
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得の場合は計上義務となる。「国際会計基準」とは異なり、税法において計上を決定づけるのは、
有償性の有無である（18）。
　2つ目は計算区分項目である。「国際会計基準」によれば、この項目は、資産または負債の定
義を満たしている。したがって、計上義務が生じる。「国際会計基準」の場合、債務券面額割引
額（Verbindlidhkeitsdisagio）を積極側計上してはならない。他方、所得税法によれば、計算
区分項目は経済財ではない。この項目は、所得税法第5条第5項に従って、積極側計上あるい
は消極側計上されなければならない。これは、債務券面額割引額についても同様である。
BudhholzlVVeisは、一般的な計算区分項目の場合、「論理上の基準性原則」が維持されるが、
債務券面額割引額の場合には、離反すると述べている（19）。
　3つ目は引当金である。引当金には、債務性引当金と費用性引当金とがある。「国際会計基準」
および所得税法ともに、債務性引当金については計上義務、費用性引当金については計上禁止
と規定している。但し、所得税法第5条第2a項ないし第4b項では、税務貸借対照表における
特別な引当金計上の必要条件が法典化されている。BuchholztVVeisは、個々の事例において、
「国際会計基準」と所得税法とは乖離しており、したがって「基準性原則」から離反する可能
性があると述べている。BudhhoiztVVeisによれば、こうした相違の調整は、次のことを通じて
行われうるという。すなわち、引当金の計上の事例においては税法上の特別規定の廃止、そし
て債務券面額割引額の計上の事例においては債務の一貫した割引義務を通じて調整される⑳。
3．評価規定の比較
既述の計上判断基準とは対照的に、評価の場合には、「論理上の基準性原則」からの離反が多
く認められる。BudhholztVVeisによれば、こうした離反に関する考察は、期間適合的な利益算
定の観点の下で行われなければならないという。BudhholztVVeisは、無形財産価値、物的資産、
金融資産、棚卸資産、有価証券、引当金および債務に対する評価規定を比較している⑳。
　無形財産価値の場合、「国際会計基準」と所得税法との間の相違は、税法が計画外減額記入に
対して選択権を与えている点または禁止している点に見られる。BudhholztVVeisは、価値減少
はその発生期間に表示されなければならないということから出発する場合には、価値が継続し
て減少しているか否かは問題ではないと述べている。さらに、こうした選択権は、貸借対照表
政策上の目的または所得操作目的から利用される可能性がある。したがって、「国際会計基準」
が規定しているように、無形財産価値の場合に計画外減額記入の義務を課すことには、意味が
ある（2D。
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建物の減額記入の場合には、「国際会計基準」の規定する直線的減額記入とは異なる税法上の
特殊性が明らかになる。所得税法は、固定パーセンテージを用いた計画的減額記入を規定して
いるが、建物の価値が継続して減少するということから出発する場合には、直線的減額記入方
法が合目的となる（as）。
　金融資産は、売去阿能有価証券と満期保有有価証券とに分けられる。「国際会計基準」によれ
ば、前者は公正価値で評価され、後者は繰越記入される取得原価で評価される。満期保有有価
証券の場合、回収可能金額に基づく計画外減額記入が行われなければならない。他方、税法上
では、取得原価が評価の上限となる。したがって、取得原価を超える相場利益（Kursgew血1）
を計上してはならない。Bu（ihholztWeisは、売却可能有価証券の評価の場合には、「論理上の
基準性原則」から離反するが、満期保有有価証券の評価の場合には、「国際会計基準」と所得税
法との合致が確認できると述べている（mp。
　有価証券の場合には、最も大きな相違が、「国際会計基準」と所得税法との間で明らかになる。
取引有価証券の場合、取得原価を超える相場の上昇は、常に成果作用的あるいは成果中立的に
処理されなければならない。こうした価値h昇は、広義の実現主義原則に基づいて、発生期間
に表示される。これは、現行税法とは合致しない。BuchholzvWeisは、税法を適合修正する場
合には、価値上昇も価値減少も首尾一貫して考慮しなければならないと述べている㈲。
　棚卸資産の場合、「国際会計基準」および所得税法による評価の上限は、概ね合致する。
BuchholztVVeisによれば、こうした合致は、引当金および債務においても確認できるという⑳。
　Bu（ihholztWeisは、次のように結論づけている。すなわち、現在、多くの小および中規模企
業がコストの理由から単一貸借対照表を作成しているが故に、「基準性原則」は維持されるべき
であるということである。但し、この場合、既述のように、とりわけ評価の領域において、「国
際会計基準」と所得税法との相違点に対する適合修正が必要となる。BuchholztWVeisは、規定
されていない事例において、「基準性原則」から離反することも生じうるが、この原則を介した、
　「国際会計基準」に従った貸借対照表と税務貸借対照表との結び付きは、現行の商事貸借対照
表と税務貸借対照表との結び付きよりも適していると述べている⑳。
　　「基準性原則」を放棄する場合に1ま、「国際会計基準」に従った貸借対照表は、情報目的にの
み利用されよう。この場合、税務貸借対照表における利益算定は、税法上の規定に従ってのみ
行われる。これにより、小および中規模企業には、二重の作成コストが義務づけられることに
なるはずである。このコストを回避するために、こうした企業は、「国際会計基準」に従った貸
借対照表の作成を放棄することになる。ここから新たな問題が生じる。つまり、個々の企業の
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決算書は、もはや直接お互いに比較されえなくなるのである（28）。
税法の立法者は、「基準性原則」の維持に向けて、譲歩の姿勢（Weichenstellung）を示され
なければならない。国際的な規定の導入は、間近に迫って（ante　portas）いる。　BudhholztVVeis
は、立法者に対して次のことを求めている。すなわち、将来、はたして「国際会計基準」およ
び所得税法は、同じ道をとるべきであるか否か、これを決定することである（2｛D。
　以上が、Buchho1漁isの「基準牲原則論」の論理構造である。　BuchhoiZ！WeiSは、「国際
会計基準」および所得税法における会計の目標および原則、貸借対照表項目の計上と表示およ
び評価を比較した結果、「基準性原則」は維持されるべきとの帰結を導出している。では、本章
第3節で挙げた1990年代後半の「基準性原則論」とここでのBudhholztWVeisによる2002年
の「基準性原則論」との相違点は、どこに見出されうるのか。その相違点は、「商法上の正規の
簿記の諸原則」に関する記述の有無にある。つまり、1990年代後半の「基準性原則論」には、
必ず「商法上の正規の簿記の諸原則」に関する記述が見られたが、Buchholz！Wejsの「基準性原
則論」においては、この概念が全く持ち出されていないのである。何故、BudhholztVVeisの「基
準性原則論」においては、「商法上の正規の簿記の諸原則」に関する記述が全く見られないのか。
この点を踏まえて、次節において、Budhholz／VVeisの「基準性原則論」の現代的意味を明らか
にしたい。
V．むすび
　1990年代後半に展開された「基準性原則論」においては、「商法上の正規の簿記の諸原則」
という概念が持ち出されていたが、BuchholztVVeisの「基準性原則論」に至っては、この概念
が、全く持ち出されていない。BumholzNVeisは、この概念を持ち出すことなく、「基準性原
則論」を展開し、「基準性原則」を擁護している。これは、何を意味するのであろうか。その意
味は、「資本調達容易化法」および「企業領域における統制および透明性に関する法律」により、
「商法上の正規の簿記の諸原則」イコール国際的に認められた会計基準の関係が成立していると
いうことから明らかになるように思われる。卑見によれば、「正規の簿記の諸原則論」を要さな
いまでに、会計国際化が制度化されたことを示唆しているのである。さらに、一連の商法改正
と連繋して行われている税制改革の推移動向も看過してはならない。確かに、会計国際化とい
うスローガンを掲げた制度改革において、「商法上の正規の簿記の諸原則」の内容が変更された
のであるが、それにもかかわらず、「基準性原則」は依然として維持されている。つまり、会計
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国際化を前面に押し出しながら、その背後では、従来の租税制度の保持および進行中の税制改
革の擁護の目論見が見て取れるのである。したがって、会計国際化を標榜した上での現代にお
ける「基準性原則論」の制度的意味は、現行の租税制度の保持にあるといえよう。
注
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第13章現代ドイツの会計国際化動向と「基準性原則Jの関係性
1，現代ドイツの会計国際化動向
　現代ドイツにおける会計国際化に指向した制度改革は、1990年代後半の2っの法律、
つまり「資本調達容易化法」（Kapitalaufriahmeerleichterungsgesetz；KapAEG）および
「企業領域における統制および透明性に関する法律」（Gesetz　zur　Kont　olle　und　TYans－
parenz　im　Untemehmensbereich；KonTraG）を契機としている。これは、資本市場上
場企業に対する負担の軽減および国際的な資本市場における情報ニーズへの対応を目的と
していた①。しかし、こうした会計制度改革は、大企業のみを対象としていたわけではな
い。それは、学説上、多くの「中規模企業における会計の国際化論」が展開されたことか
らも明らかである。この中に含まれるのは、「個別決算書に対する『国際会計基準』適用論」、
それを前提とする「基準性原則論」である。
　21世紀に入り、ドイツ会計制度改革は、またさらなる様相を見せはじめた。それは、「基
準性原則論」における論理展開の変化の中に顕著に表れていたように思われる。その変化
とは、一体何か。それは、「基準性原則論」の中で用いられるある概念の有無である。1990
年代後半の「基準性原則論」には、必ず「商法上の正規の簿記の諸原則」に関する記述が見ら
れていたが、21世紀に展開された「基準性原則論」においては、この概念が全く持ち出され
なくなったのである。何故、後者の「基準性原則論」には、「商法上の正規の簿記の諸原則」
概念が見られないのか。それを解く鍵は、「資本調達容易化法」および「企業領域における
統制および透明性に関する法律」により、「商法上の正規の簿記の諸原則」イコール国際的
に認められた会計基準の関係が成立している、この点にある。つまり、「正規の簿記の諸原
則論1を要さないまでに、会計のグローバル化が制度化されたことを示唆しているというこ
とである。かかる制度状況を前提にして、新しい法案たる「貸借対照表法改革法」草案お
よび「貸借対照表統制法」草案が生ぜしめられている。かくして、ドイツ会計国際化から
明らかになる会計制度の在り方における法の機能と学説（「個別決算書に対する『国際会計
基準』適用論」および「基準性原則論」）との関係は、以下の図1で表わされよう。なお、
　「貸借対照表法改革法」草案および「貸借対照表統制法」草案については、両草案が「商法
上の正規の簿記の諸原則」イコール「国際会計基準」が成り立つ制度状況を前提として表出
されたこと、そしてこれら両草案は米国の「サーベンス・オクスリー法」との関係の中で
位置づけられることのみの指摘に留めたい。
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図1：ドイツ会計国際化から明らかになる会計制度の在り方における法の機能と学説の
　　　関係性
　　　　　　　　　　　　「企業領域における
　「資本調達容易化法」　　統制および透明性
　　　　　　　　　　　　　に関する法律」
所得税法第5条第1項
　（「基準性原則」）
　しかし、かかる関係性の裏には、ある現象が隠されている。というのも、本論文第12
章の最後で指摘したように、こうした動向の背後には、従来の租税制度の保持があるから
である。それは、実務における手続のひとつである法人における税の算定手続とも言うべ
きものである。かくして、上の図に示されている法と学説の関係性のみならず、この関係
性に法人の課税所得算定の手続もまた付加しなければならないのである。かかる手続を明
らかにするための手がかりとして、今ひとつの対象の分析が必要になる。それを次節で取
り上げることにしたい。
五．法人税申告書における課税所得算定手続の構造
　ドイツ会計国際化を論じるに、学説上では、「基準性原則」概念がしばしば持ち出される。
これが、いわゆる「基準性原則論」である。「基準性原則」とは、「所得税法」第5条第1
項に規定されている内容を表わす学説用語である。「所得税法」のコンメンタールによれば、
実質上の基準性は第1文の中において、また形式上の基準性、いわゆる「逆転した基準性」
は第2文の中で規定されている。では、実際に行われる実務における法人の課税所得は、
何に基づいて算定されるのか。商事貸借対照表利益であるのか、税務貸借対照表利益であ
るのか、あるいは単一貸借対照表利益であるのか。その際には、どのような手続がとられ
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るのか。そして、「基準性原則」は、どのような役割を果たしているのか。「法人税申告書
手引」によれば、帳簿を記帳しなければならない納税義務を負う法人の場合、課税される
べき所得の算定に対する出発点は、貸借対照表に基づく経営成果である（2）。同手引は、法
人税申告書の様式を掲載しているが、ここでは、その一部を以下に挙げる。
図2：ドイツ法人税申告書の貸借対照表利益記入欄（3）
行
20
21
22
○○暦年の所得金額
税務貸借対照表利益／損失①②③
年度剰余額／年度欠損額①②⑤
（税務貸借対照表が作成されていない場合）
加算！減算：所得税施行令第60条第2項第1
文に基づいて商事貸借対照表を租税上の評
価基準に適合させる訂正（付言された注解に
よって）
23　21行欄と22行欄の合計
　　い〈一一tV＼ハ／〉＼ハ／〉＼ハノ〉～へ／〉＼〈／v＼〈／v＞へ」
ユーロ金額で表記して下さい。
欠損は赤色表示すかマイナスの
記号（一）を付けて下さい。
?
　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鉾曲　，D6tsch／F・anze醗hn・r，・inl・it・ng z・r焔ゆ・msehafist…r・rkla‘rung
2002SCHFFER－POESCHEL　VERLAG　STUTTGART（2003），S．40．
，
　これによれば、その法人が税務貸借対照表を作成している場合、20行目には税務貸借対
照表利益あるいは損失の金額が記入される。この場合、当該金額が、課税所得の算定に対
する出発点となる。この金額は、繰越利益または繰越損失（Gewinn　bzw．　Verlustvortrag）
を含めず、また公開準備金あるいは法定準備金（offene　oder　gesetZliche　RUcklagen）の
繰越分だけ高くされるか、あるいは取崩分だけ低くされるかたちで算定される。但し、こ
の税務貸借対照表たる概念にっいて、法人税法は何ら定義づけを行っていないという点に
は注意する必要があろう。法人税法によれば、貸借対照表は、税務上の規定を遵守して、
商事貸借対照表から導出されなければならないという。つまり、この税務貸借対照表は、
所得税法第5条第1項を通じて、ドイツ商法典に従った商事貸借対照表から作成されてい
る。ここに、「基準性原則」の機能がある。また、とくに減耗に対する控除（AfA）、引当
金の設定と割引、および経済財の評価は、税務上の規定に合致しなければならない。税務
貸借対照表において、法人税法第10条の意味での控除できない支出は利益減少的に処理
され、所得算定に際して初めて帰算されることになっている④。
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　では、その法人が税務貸借対照表を作成していない場合には、どのような手続がとられ
るのであろうか。かかる場合には、21行目に進むことになる。資本会社にあっては、年度
剰余額または年度欠損額が記入され、その他法人にあっては、繰越利益または繰越損失を
含めず、また公開準備金あるいは法定準備金の繰越分だけ高くされるか、あるいは取崩分
だけ低くされる商事貸借対照表利益または損失が記入される。この金額は、所得税施行令
第60条第2項第1文を通じて、税務上の基準となる貸借対照表計上価額に適合修正され
る。「法人税申告書手引」は、この場合に適合修正されるものとして、減耗に対する控除、
評価、人的会社からの資本参加収益、および税務上認められていない引当金を挙げている。
このようにして適合修正された金額は、22行目に記入される。そして、23行目には、20
行目の金額と21行目の金額の合計金額が記入される。その法人が税務貸借対照表を作成
していない場合には、当該金額が、課税所得の算定に対する出発点となる⑤。
　以上の手続から、次のことが明らかになる。すなわち、その法人が税務貸借対照表を作
成しているか否かに関わらず、したがって税務貸借対照表利益または損失であろうが、あ
るいは商事貸借対照表利益または損失であろうが課税所得の算定の出発点の金額は同額に
なるということである。というのも、後者の商事貸借対照表利益または損失には、所得税
施行令第60条第2項第1文に基づく訂正が行われるからである。かくして、20行目の金
額と23行目の金額は、同額になる⑥。
　では、単一貸借対照表の場合には、どのような手続がとられるのであろうか。本論文第
2章で取り上げたKUfther／Hockによれば、単一貸借対照表とは、商事貸借対照表の作成
が同時に税務貸借対照表の作成となる貸借対照表をいう。っまり、所得税法に従って作成
された貸借対照表が、形式上、商事貸借対照表というかたちをとる貸借対照表である。こ
の単一貸借対照表は、数多くの中規模企業によって作成されている⑦。長谷川によれば、
かかる場合、この単一貸借対照表利益は20行目ではなく、21行目に記入されるべきであ
るという。というのも、単一貸借対照表は、所得税法第5条第1項に従って作成されたの
ではないが故に、この貸借対照表上の利益を20行目に記入することはできないからであ
る。かくして、単一貸借対照表利益は、商事貸借対照表作成義務の観点から、処理される。
まず、この利益を21行目に記入する。次に、22行目を空白とし、23行目に21行目の金
額を記入するのである③。この手続について、長谷川は、次のように述べている。すなわ
ち、「法人税の課税所得算定の出発点たる税務貸借対照表の成果が、その貸借対照表を実際
に作成しなくても、申告書上で同じ成果を算出することが可能である申告書の構造である。
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そこでは、法人申告書22行目の欄が重要な機能を担っている。この特性が、決算書の成
果と課税の所得計算を繋ぎ合わせる連接媒体の役割であり、ドイツ法人税申告書の生命線
であると考えられる⑨」と。つまり、法人の課税所得の算定に対する出発点が商事貸借対
照表利益であれ税務貸借対照表利益であれ、あるいは単一貸借対照表利益であれ、ドイツ
法人税申告書を介することを通じて、最終的にはすべて同額が算定されるに至るのである。
長谷川の結論によれば、「ドイツ法人税の申告書様式は、基準性原則並びに逆基準性原則の
どちらの原則に基づいて作成された貸借対照表でも、換言すればあらゆる内容の貸借対照
表（上場大企業の基準性に準拠した貸借対照表から中小企業の単一貸借対照表まで）が作
成されようとも、法人税の課税所得の算定の出発点として対応できる弾力性をもった仕組
みになっている（10）」のである。つまり、「基準性原則」（「逆転した基準性」を含む）は、
ドイツ法人税申告書の様式を成立せしめる機能を有しているといえよう。
　では、ドイツ法人税申告書様式と「基準性原則論」とは、いかなる関係にあるのか。さ
らに、第1節において示した図1と本節で取り上げたドイツ法人税申告書とは、いかなる
関係にあるのか。ドイツ会計国際化動向と合わせて、この点を次節で明らかにする。また、
ドイツ会計国際化動向が、ドイツ会計制度の在り方に及ぼす影響について指摘した上で、
これを本論文のむすびとする。
皿．むすび
　以上第II節に取り上げたドイツ法人税申告書の様式から、「基準性原則」の機能は、ドイ
ツ法人税申告書の様式を成立せしめる、この点に見出されることが明らかとなった。以下
に、こうしたドイツ法人税申告書様式と「基準性原則論」との関係を、図3として、第1
節において示した図1に追加するするかたちで示すことにする。
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図3：ドイツ会計国際化から明らかになる会計制度の在り方における法の機能と学説と
　　　課税所得算定の手続の関係性
　　　　　　　　　　　　「企業領域における
　「資本調達容易化法」　　統制および透明性
　　　　　　　　　　　　に関する法律」
所得税法第5条第1項
　（「基準†生房〔貝旺」）
ドイツ法人税申告書
（課税所得算定の手続）
　まず、図1におけるように、ドイツ会計国際化の動向を示す「資本調達容易化法」およ
び「企業領域における統制および透明性に関する法律」により、「正規の簿記の諸原則」イ
コール「国際会計基準」の関係が制度化された。その際に、この関係を合理化する機能を
果たしたのが、「個別決算書に対する『国際会計基準』適用論」あるいは「基準性原則論」
の学説である。そして、かかる関係性の背後には、図3におけるように、ドイツ法人税申
告書の様式に表出される、従来の租税制度たる法人の課税所得算定の手続が存在している。
というのも、所得税法第5条第1項における「基準性原則」概念は、ドイツの会計国際化
が進む間にも、依然として維持されているからである。かくして、「個別決算書に対する『国
際会計基準』適用論」あるいは「基準性原則論」は、実務における手続のひとつである、
こうした課税所得算定の手続もまた合理化するとの結論が導出されうるのである。卑見に
よれば、ドイツの会計国際化を通じて、「正規の簿記の諸原則」概念の内容が変更されても
なお、「基準性原則」概念を維持する理由を、現行の租税制度の保持、この点に見出すこと
ができる。換言すれば、ドイツの会計国際化動向と「基準性原則」の関係性は、現行の租
税制度とのつながりの中でのみ、特徴づけられるのである。
　では、90年代後半から展開されているドイツ会計国際化動向は、ドイツの会計制度の在
り方に、何らかの変化をもたらしたのであろうか否か。1998年の「資本調達容易化法」お
よび「企業領域における統制および透明性に関する法律」が施行される前のドイツ会計制
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度の在り方が、遠藤によって明らかにされている。彼によれば、それは、図4に示すよう
に、法・正規の簿記の諸原則・会計の三位一体関係にあるという（11）。かかる関係の左側は、
会計実務が学説を主導し、こうした会計実務の要請に基づいて学説が展開される側面であ
る。この右側は、学説が会計実務を主導し、この学説の論証に基づいて会計実務が展開さ
れる側面である（12）。そして、学説は、「『正規の簿記の諸原則』という文言の研究、解釈を
行い、その具体的内容を決定するという役割を演ずる㈹」というのである。
図4：ドイツ会計制度の在り方（構造）（14）
??? ?????????????????????
???
???
?????????
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????????????????????????????????????
?????
出典：遠藤i一久著，『現代の会計』（1991年，森山書店）3頁および7頁．
　図4に示されるドイツ会計制度の在り方においては、学説の果たす役割に注意する必要
があろう。というのも、この点に、1998年の「資本調達容易化法」および「企業領域にお
ける統制および透明性に関する法律」の施行の前と後のドイツ会計制度の在り方において
大きな変化が生じているからである。つまり、ドイツ会計制度の在り方において学説の果
たす役割が異なっているように思われるのである。両法律の施行前には、図4におけるよ
うに、学説は、「正規の簿記の諸原則」を解釈する役割と「正規の簿記の諸原則」の内容を
決定する役割を果たしていた。しかし、両法律の施行後、つまり図3においては、学説の
果たす役割は、法の機能および課税所得算定の手続を合理化することのみである。ここで
は、学説が「正規の簿記の諸原則」を解釈し、その内容を決定することはない。例えば、「資
本調達容易化法」．および「企業領域における統制および透明性に関する法律」の施行前の
学説の役割が主役級であったとすれば、両法律の施行後には、この役割が脇役へと退いて
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いるとも言える状況が生まれているのである。というのも、両法律により・「正規の簿記の
諸原則」イコール「国際会計基準」の関係が制度化されているからである。「正規の簿記の
諸原則」（「国際会計基準」）に対して、もはや学説は直接何らかの役割を果たすことができ
ないにもかかわらず、「正規の簿記の諸原則」は、依然として、所得税法第5条第1項（「基
準性原則」）の中に明文化され、かっドイツ法人税申告書における課税所得算定の手続にお
いて制度的意味を与えられているのである。学説がこうした制度状況を合理化していると
いうことに注目したい。かくして、これからは、ドイツ会計制度の在り方において学説の
果たす役割に変化が生じていることを踏まえて、学説研究をする姿勢が求められよう。そ
うでないとすれば、ドイツ会計制度に接近し、その制度的在り方を正確に捉えることはで
きないのである。
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（1）本論文第1章。
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（第21号），399頁に基づいている。但し、筆者による一部修正がある。
④D6tscHFranzen1Wehner…，　a．　a．0．，S。44．同上稿，398－399頁。
⑤Ebd．，S．44．．同上稿，399頁。
⑥同上稿，399頁。
の同上稿，406頁。
（8）同上稿，406－407頁。
（9）同上稿，407頁。
（10）同上稿，408頁。
（11）遠藤一久著，『現代の会計』（1991年，森山書店）3頁。
（12）同上書，6－8頁。
㈹同上書，22頁。
（14）この図は、筆者による一部修正がある。
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